
 

 

 

 

 

休日勤務者への振替休日の

取得を徹底していく。 

（平成26年４月１日措置済）

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監22の第５号 

監 査 の 対 象：平成21年度出資団体監査 クリスタ長堀株式会社  

所 管 所 属：建設局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２(3) 

固定資産の管理について注意

を要するもの 

 本法人の固定資産を抽出し、

固定資産台帳と照合したとこ

ろ、「共通デスクトップパソ

コン」については現物の所在

が確認できなかった。本法人

の説明によると廃棄したとの

ことであったが、必要な手続

をとっていないので注意され

たい。さらに、「会議テーブ

ル・椅子」については数量の

記載がないため、数量の確認

ができなかったので注意され

たい。 

 また、本法人の経理規程で

は、個々の資産につき増減な

らびに現況を記録整理しなけ

ればならないこととしている。

しかしながら、現状の固定資

産台帳において、個々の固定

資産を特定することができな

いものも見受けられたので、

固定資産の適正な管理を行う

よう注意されたい。 

 個々の固定資産の特定に

向けた調査確認作業を終了

し、特定できなかった固定

資産についての特定を終え

たとの報告を受けている。

措置済 
平成26年

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監22の第８号 

監 査 の 対 象：平成21年度定期監査等 環境局所管事務（産業廃棄物処理対
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策、埋火葬事業及び財産管理（環境保全部所管分は除く）関

係事務） 

所 管 所 属：環境局 

通知を受けた日：平成26年６月10日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

５(3) 

行政財産目的外使用許可等手

続について注意、改善を要す

るもの 

 財産規則によれば、使用許

可期間満了後引き続き使用の

許可を受けようとする使用者

は、期間満了30日前までに申

請しなければならない。 

・30日前までに申請されてい

ないもの、許可期間開始日以

降に申請書が提出されている

もの、長期間にわたり使用許

可手続が行われていないもの、

使用許可書に記載誤りのある

もの、減免申請書を徴してい

ないにもかかわらず、減免を

行っているものが見受けられ

たので、注意されたい。 

・既に公用に供していないた

め行政財産として保有する理

由がないことに加え、使用料

を免除しているにもかかわら

ず、契約管財局作成の「行政

財産使用許可等・普通財産貸

付けをする場合の減免基準に

ついて」が定める必要な手続

がとられていないものが見受

けられたので、注意するとと

もに早期に適切な財産管理と

なるよう改められたい。 

・平成22年度の行政財産目

的外使用許可の更新におい

ては、大半は期限内に申請

書の提出を受け、適切に手

続きを行った。 

（平成22年４月措置済） 

・長期間にわたり使用許可

手続きが行われていないも

のについては、平成22年４

月30日付で行政財産目的外

使用許可を行った。 

（平成22年４月30日措置済）

・使用許可書に記載誤りの

あるものについては、平成

21年11月18日、12月８日に

記載内容を修正した。 

（平成21年12月措置済） 

・減免申請書を徴していな

いにもかかわらず、減免を

行っているものについては、

平成22年１月６日から同13

日の間に、減免申請書を提

出させた。 

（平成22年１月措置済） 

・「行政財産使用許可等・

普通財産貸付けをする場合

の減免基準」にもとづく適

切な財産管理に向けて、弁

護士への意見聴取を行い、

平成25年４月１日より不許

可処分とした。 

 また、同行政財産につい

ては、今後関係局との調整

のうえ適切な管理に努める。

措置済 
平成26年

２月 
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（平成26年２月措置済） 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監22の第９号 

監 査 の 対 象：平成21年度定期監査等 区役所等所管事務（総務担当及び区

民企画担当を中心に） 

所 管 所 属：浪速区 

通知を受けた日：平成26年５月29日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

６(3) 

管理上の手続に改善を要する

もの 

・財政局市税事務所の自転車

が使用承認を受けることなく

置かれている。 

・各区附設会館に各区コミュ

ニティ協会事務所が使用許可

なく置かれている。 

・財政局（なんば市税事務

所）と協議し、自転車の撤

去を行った。 

（平成22年８月23日措置済）

・平成25年５月24日開催の

浪速区支部協議会幹事会・

協議員会において「事務所

所在地」について変更され

た。 

（平成25年５月24日措置済）

措置済 
平成25年

５月24日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監22の第９号 

監 査 の 対 象：平成21年度定期監査等 区役所等所管事務（総務担当及び区

民企画担当を中心に） 

所 管 所 属：淀川区 

通知を受けた日：平成25年９月18日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

６(3) 

管理上の手続に改善を要するも

の 

 各区役所には公務用の自転車

置き場があるが、財政局市税事

務所の自転車が使用承認を受け

ることなく置かれていた。 

 また、区民センター等の各区

附設会館に、各区コミュニティ

協会事務所が置かれているが、

使用許可手続が行われていない

ので改善されたい。 

 区コミュニティ協会事務

所（現在市コミュニティ協

会支部協議会事務所）につ

いては、附設会館外へ移転

することとなり、現在移転

が完了している。 

（平成25年５月24日措置済）

措置済 
平成25年

５月24日 
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監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監22の第17号 

監 査 の 対 象：平成21年度財政援助団体監査・公の施設の指定管理者監査 

社団法人 大阪市老人クラブ連合会 

所 管 所 属：福祉局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

５(2) 

補助金の交付決定が遅れてい

るもの 

【健康福祉局に対して】 

 老人クラブ育成補助金交付

要綱及びシルバーボランティ

ア補助金交付要綱では、補助

金の交付申請から交付決定等

に要すべき標準期間を30日と

定めているが、60日以上要し

ている事例があったので注意

されたい。 

 ・老人クラブ育成補助金 

申請日平成20年３月31日、

交付決定日同年５月30日

・シルバーボランティア補

助金 

申請日平成20年３月21日、

交付決定日同年６月４日 

・平成23年度シルバーボラ

ンティアセンター補助金に

ついては、交付要綱で定め

ている標準的な期間内での

交付決定を行った。 

（平成23年５月９日措置済）

・シルバーボランティアセ

ンター補助金事業について

は、事業実施場所であった

大阪市立いきいきエイジン

グセンターの廃止に伴い、

平成25年度をもって事業を

終了した。 

（平成26年３月31日措置済）

・老人クラブ育成補助金につ

いては、これまで単位老人ク

ラブからの申請の取りまとめ

を前提に、大阪市老人クラブ

連合会に対して補助していた

が、平成26年度から単位老人

クラブへ直接補助を行うよう

に変更し、それに伴う交付先

の急増に対応して適正に事務

が実施できるよう、標準期間

の変更に係る要綱改正を実施

した。 

 平成26年度は、約900のク

ラブから交付申請があった

が、要綱に規定されている

標準期間内に交付決定を行

った。 

措置済 
平成26年

５月29日 
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（平成26年５月29日措置済）

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監22の第22号 

監 査 の 対 象：平成21年度定期監査等 健康福祉局総務部所管事務 

所 管 所 属：福祉局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

７(4) 

財産の管理替え手続を要する

もの 

 自転車駐車場等として長期

的に使用承認しているものが

見受けられたので、速やかに

関係部局と調整し管理替え手

続を行われたい。 

・道路として使用承認して

いる物件については、平成

25年２月15日に建設局に管

理替えを行った。 

（平成25年２月15日措置済）

・自転車駐車場として使用

承認している物件について

は、平成26年３月31日に建

設局に管理替えを行った。

（平成26年３月31日措置済）

措置済 
平成26年

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監22の第26号 

監 査 の 対 象：平成21年度定期監査等 港湾局港営事業会計大阪港埋立事業

関係事務 

所 管 所 属：港湾局 

通知を受けた日：平成26年６月16日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

５ 

固定資産の管理について注意

を要するもの 

・固定資産の管理について、

準公営企業財務規則に基づき

適切に管理するよう求めたも

の 

（適切でなかった事例） 

・固定資産（現物）と台帳を

照合したところ、現物は存在

したが台帳に記載のなかった

ものが２件見受けられた。 

・同規則により、少なくとも

・台帳の記載が漏れていた

２件については、新たに台

帳に記載した。 

・すでに除却されているも

のは台帳から削除した。 

・実地照合を確実に行える

よう、各資産を管理する担

当名及び資産の写真を台帳

とともに記録することとし

た。 

・各備品について管理番号

を付番し、同一種類の資産

措置済 
平成25年

９月30日 
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年１回行われる台帳と固定資

産（現物）の照合について、

台帳の適切な管理が行われて

いないものが多数見受けられ

たため、実地照合が困難な状態

となっていた。 

・同一種類のものが多数存在

する固定資産について、固定

資産台帳上１つの資産として

管理していた。 

についても適切に管理でき

るよう整理を行った。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監22の第32号 

監 査 の 対 象：平成22年度定期監査等 ゆとりとみどり振興局所管の土木及

び建築に係る工事等の施行状況及び施設の維持管理状況 

所 管 所 属：建設局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

３ 

巡視点検の点検数量等につい

て改善を要するもの 

 ゆとりとみどり振興局では、

街路樹の生育状況・病害虫の

発生状況・損傷状況などの巡

視点検を工事発注しており、

監督職員が請負者に作業日ご

とに２日あたりの巡視点検を

行う街路樹本数等を指示し、

実施した日数で精算している。

 今回監査した「東部方面管

内街路樹等維持工事-３」ほか

３件において、街路樹巡視点

検調査表を確認したところ、

監督職員が指示する上での判

断基準となる１日あたりの街

路樹の点検数量等を定めてい

ないため、巡視点検範囲や街

路樹本数などの点検数量が、

各方面管内により日によって

大きく異なっているものが見

 巡視点検の各種条件や点

検内容の洗い出しを行うと

ともに、過去の実績等の精

査も行い、統一的な施工量

の明示と、報告内容書式の

統一に向け検討を実施し特

記仕様書を作成した。運用

方法については、平成25年

８月から関係機関職員に対

し周知説明を行い、８月22

日付けで通知の発出、８月

30日からの適用を行った。

また、造園工事共通仕様書

の一部改訂を平成26年５月

30日に行った。  

 なお、平成26年６月２日

に造園共通仕様書の一部改

訂に伴うホームページへの

掲載を行った。 

措置済 
平成26年

５月30日 
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受けられた。 

 今後は、巡視点検路線の延

長や樹木の形状、点在範囲等

の各種条件について過去の実

績等を精査し、１日あたりの

点検数量等を定めるよう改善

し、効率的な巡視点検を行う

よう努められたい。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監23の第28号 

監 査 の 対 象：平成22年度公の施設の指定管理者監査 財団法人 大阪ユー

ス・ホステル協会 

所 管 所 属：こども青少年局  

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２ 

出納事務について改善を要す

るもの 

【指定管理者及び施設所管局

に対して】 

 指定管理者が施設所管局に

提出した平成21年度の事業報

告書に記載された人件費金額

が、会計帳簿の額と一致して

いなかった。 

 加えて、事業報告書提出時

点で確定していない支出科目

（租税公課及び本部費）につ

いて過去の実績値を参考に概

算計上しているが、会計帳簿

の金額との乖離が百万円単位

になっていた。指定管理者は

適正な報告書を作成するよう

改善されたい。 

 また、施設所管局は適正な

報告となるよう指導、監督に

努められたい。 

・事業報告書に記載された

収支決算書を作成する際に

税込金額を計算しているが、

本来計算する必要のない人

件費を含めた全ての項目に

1.05倍するよう計算式を設

定していた。計算式の見直

しを行い、平成22年度の報

告書から改善している。 

（平成23年５月25日措置済）

・事業報告書作成時に確定

していない科目については、

概算計上しているが、実際

の決算額と乖離がみられる

ことから、早期に決算額が

確定できるよう業務を見直

し、適正な報告書を作成す

るよう改善指導を行い、こ

ども青少年局として確認を

行った。 

措置済 
平成25年

６月７日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  
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報 告 番 号：報告監24の第１号 

監 査 の 対 象：平成23年度定期監査等 教育委員会事務局所管の建築、電気、

機械及び情報システムに係る工事等の施行状況及び施設の維

持管理状況 

所 管 所 属：教育委員会事務局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

５(1) 

業務委託について注意を要す

るもの 

積算について 

  「教職員加賀屋寮管理清掃

業務委託」、「平成22年度大

阪市音楽団等清掃業務委託」

の予定価格の算出について確

認したところ、人件費単価に

ついて、最低賃金額に任意の

金額を積み増した金額として

おり市場価格を反映した単価

となっておらず、妥当である

か確認できなかった。 

  作業工数についても、標準

的な作業工数を示した「建築

保全業務積算基準（国土交通

省大臣官房官庁営繕部監修）」

などを使用せず、過去の実績

を根拠としていた。  

  今後は、予定価格の算出に

当たっては、「建築保全業務

積算基準」や「建築保全業務

労務単価（国土交通省）」な

どを活用するとともに、局内

で清掃業務の積算マニュアル

を作成するなど、積算根拠が

妥当で合理的なものとなるよ

う注意されたい。 

・「教職員加賀屋寮管理清

掃業務委託」については、

加賀屋寮を平成23年３月末

に供用廃止した。 

・「平成26年度大阪市音楽

堂清掃業務委託」について

は、予定価格算出を行う際

の人件費や作業工数につい

て「建築保全業務労務単価

（国土交通省）」及び「建

築保全業務積算基準」を用

いて算出した。 

・平成26年度以降に契約す

る清掃業務委託については、

平成25年12月に作成した清

掃業務の仕様書と積算の手

引書を活用し、予定価格の

積算が妥当で合理的なもの

となるよう改善した。 

措置済 
平成25年

12月５日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監24の第９号 

監 査 の 対 象：平成24年度定期監査等 建設局（下水道及び河川関係事務を
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除く。）所管の土木、電気、機械及び情報システム並びに都

市整備局所管の土木に係る工事等の施行状況及び施設の維持

管理状況 

所 管 所 属：建設局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

６ア 

渡船場施設において法的手続

に遺漏があったので注意する

よう求めたもの 

 今回監査した渡船場施設の

維持管理において、次のよう

な関係法令に適合しない不適

正な事例が見受けられた。 

ア 気象業務法によれば、気

象庁以外の地方公共団体が

気象の観測を行うための施

設を設置したときは、その

旨を気象庁長官に届け出な

ければならないとされてい

る。また、その気象機器に

ついては、検定に合格した

ものを使用しなければなら

ないとされており、検定の

有効期間は５年と定められ

ている。 

また、建設局の運航基準に

よれば、風速が一定の条件に

達していると認めるときは、

船舶の発航を中止しなければ

ならないとしており、各渡船

場に設置されている風向風速

計により運航の可否判断を行

っている。 

 今回、監査において、全て

の渡船場を確認したところ、

平成５年１月に風向風速計を

設置して以来、検定を受けて

おらず、届出もなされていな

かった。 

 気象観測施設設置届出に

ついては、大阪管区気象台

長に対し、届出を行った。

 風向風速計器の検定につ

いて、この間、平成24年度

の本予算で既設風向風速計

の点検・修繕等を行うよう

調査・検討を進めてきた。

また、同時に費用対効果の

観点から、各船舶へ機器を

設置しての運用についても

検討してきた。 

 結果として、既設風向風

速計は、各渡船場詰所の屋

上等に設置されており、検

定にあたって、事前の機器

修繕・取替等の費用が高額

で工事に相当な時間も要し、

また、今後の維持・管理に

おいても困難が想定される。

 一方で、風向風速計を各

船舶に設置することにより、

既設渡船場の風向風速計の

運用と比較して、同等の機

能を有し、経済的かつ維持

・管理が容易に行えること

が判明したため、各船舶に

設置するよう見直した。 

 以降、船舶への風向風速

計の設置を進め、７渡船場

13隻（予備船含む全船舶）

の設置が完了した。 

 指摘の検定については、

措置済 
平成26年

３月28日 
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気象業務法上、当該事業に

よる船舶への観測機器設置

に伴う届出・検定等は、対

象外である。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監24の第10号 

監 査 の 対 象：平成23年度定期監査等 消防局予防部所管事務（消防署にお

ける事務を含む。） 

所 管 所 属：消防局 

通知を受けた日：平成26年６月３日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

４ 

防火安心みおつくしマーク表

示制度について抜本的な改善

を求めたもの 

 「防火安心みおつくしマー

ク」を表示する制度について、

平成23年10月末時点で、申請

及び交付は１件のみと非常に

低調な実績となっているので、

実態に鑑み、制度のあり方を

含め、抜本的な改善を行われ

たい。 

・引続き制度の促進に向け

た取組みを続けてきたが、

本制度は、大阪市域のみを

対象としていることなどか

らマークの認知度が低く、

市民に対する安全情報の提

供などの目的を達成できな

い状況となっていた。 

・平成24年5月に福山市で発

生したホテル火災を受け、

同種火災の再発防止策の１

つとして、ホテル・旅館等

を対象として新たな表示制

度を構築する必要性が総務

省消防庁（以下、「国」と

いう。）の設置した有識者

の検討部会で提言され、こ

れを踏まえ、国では新たな

表示制度の導入を決定し、

平成25年10月31日にその旨

を通知した。 

・新たな表示制度は、全国

統一的な制度であり広く国

民、関係業界への浸透が見

込まれることから、大阪市

においても採用することと

し、対象物については、ホ

措置済 
平成26年 

４月１日 
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テル・旅館等に加えて、防

火安心みおつくしマーク表

示制度の表示対象である消

防法施行令別表第一(2)項ニ

に係るものを追加して平成

26年４月１日から運用を開

始した。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監24の第17号 

監 査 の 対 象：平成23年度定期監査等 ゆとりとみどり振興局天王寺動植物

公園事務所所管事務 

所 管 所 属：建設局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

４(2) 

交付対象となる活動について

精査するよう求めたもの 

 平成22年度分の活動実績報

告書及び収支報告書を確認し

たところ、会員への慶弔費を

含むものが見受けられたので、

愛護会制度及び交付金の趣旨

に照らして妥当なものである

か精査されたい。 

・今回指摘のあった交付金

の取扱いについて、返還も

視野に入れ検討してきたが、

当該愛護会については平成

25年３月31日付で解散した

ところである。 

・今後は、改正した要綱に

基づき、交付金の適正・適

切な執行を行っていく。 

措置済 
平成25年 

９月17日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監24の第18号 

監 査 の 対 象：平成23年度定期監査等 環境局所管の土木、電気、機械及び

情報システムに係る工事等の施行状況及び施設の維持管理状

況 

所 管 所 属：環境局 

通知を受けた日：平成26年６月10日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１ 

大阪市設霊園情報管理システ

ムの権利が適切に定められて

いなかったので改めるよう求

めたもの 

 大阪市設霊園情報管理シス

 大阪市設霊園情報管理シ

ステムに関して、平成25年

７月１日にリーガルチェッ

クを実施した。指定管理者、

開発業者との間で平成25年

措置済 
平成25年

９月18日 
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テム（以下、「霊園管理シス

テム」という。）は、環境局

からの指示により指定管理者

が開発業者と契約して開発し

たもので、開発に要した費用

は業務代行料として指定管理

者に支払っている。 

 しかしながら、指定管理業

務に係る協定書については、

今後指定管理者が新たに指定

された場合の霊園管理システ

ムを使用する権利について、

引継ぎ等の取決めがなく、指

定管理者と開発業者との間で

結ばれた契約書についても、

指定管理者が使用する権利が

定められているのみであった。

 今後、速やかに指定管理者

及び開発業者と協議し、指定

管理者が新たに指定された場

合に霊園管理システムを引き

続き使用できるよう改められ

たい。 

９月18日に覚書を締結した。

なお、指定管理者が変更と

なった後も霊園管理システ

ムを引き続き使用できるよ

うに改めた。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監24の第19号 

監 査 の 対 象：平成23年度定期監査等 都市整備局まちづくり事業部所管事

務（区画整理事業を除く。） 

所 管 所 属：都市整備局 

通知を受けた日：平成26年６月13日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

７ 

行政財産の使用許可手続きに

不備があったので注意するよ

う求めたもの 

 財産規則によれば、使用許

可を受けた者は、保証金を納

付し、又は確実な担保を提供

しなければならないが、使用

料を前納したとき等の場合に

・許可書の条文を「前納し

たときは保証金を免除する」

と改善した。 

・局内においても許可書の

条文の記載を統一するよう

に通知を行った。 

・旧まちづくり事業部にお

ける行政財産目的外使用許

措置済 
平成26年 

５月８日 
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は、その全部又は一部を免除

することができるとされてい

る。 

 しかしながら、監査対象局

においては、前納の有無を問

わず、保証金を免除していた

ので、注意されたい。 

 また、同規則によれば、使

用許可期間満了後も引き続き

使用の許可を受けようとする

使用者は、期間満了前30日ま

でに申請しなければならない

とされているが、期間満了日

の30日前までに申請されてい

ないものや、申請書の使用期

間が記載されていないにもか

かわらず受領しているものな

どが見受けられたので、注意

されたい。 

可全３件について、使用許

可申請を期間満了日の30日

前までに提出させ、申請月

日及び使用期間を確認して

受付を行った。 

・使用料を前納としそれを

確認する事務処理を行った。

・使用許可整理簿を備え、

継続使用する申請者には使

用期限の２か月前に連絡を

行い、使用期限の30日前ま

での申請手続を促した。 

・受付事務において申請月

日の確認を複数者で行った。

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監24の第28号 

監 査 の 対 象：平成23年度財政援助団体監査、随時監査等 民間保育所等に

対する補助金の執行状況 

所 管 所 属：こども青少年局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２(1) 

長時間保育実施状況調査票の内

容に不備が見受けられたので注

意するとともに所要の措置を講

じるよう求めたもの 

【当該補助事業者及びこども青

少年局に対して】 

・長時間保育事業補助金につい

て、長時間保育実施状況調査票

を抽出で照合したところ、次の

ような事例が見受けられたので

注意するとともに所要の措置を

講じられたい。 

・事業者の報告書作成時で

の計算誤りや記入誤りによ

るもので、同様の誤りは他

の事業者でも起こりうるこ

とから、平成24年７月１日

から、当局が、毎年、数か

所の事業所を抽出し、事業

所内に立ち入り、保管され

ている関係書類を照合する

など、適正な事務の執行に

ついての確認を徹底するこ

ととした。 

措置済 
平成25年

10月23日 
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(内容に不備が見受けられたも

の） 

・実績のない児童を誤って記載

していたもの（湯里保育園） 

・児童数の集計を誤っていたも

の（藤保育園） 

（平成24年７月１日措置済）

・平成25年１月に全事業者

に対して報告書の確認作業

を行う様指導するとともに、

申請事務の適正化に向けた

「運営費・補助金事務説明

会」を実施した。 

 また、当該事業者につい

ては再度精査した上で、こ

うした事務処理誤りによっ

て過大に補助金が交付され

ていた２施設については、

平成25年10月に返還命令の

納付通知を送り、湯里保育

園より平成25年10月11日付

けで6,000円、藤保育園よ

り平成25年10月23日付けで

1,611,000円をそれぞれ返

還させた。 

（平成25年10月23日措置済）

２(3) 

延長保育助成の対象時間を誤っ

ていたので注意するとともに所

要の措置を講じるよう求めたも

の等 

【当該補助事業者及びこども青

少年局に対して】 

・延長保育事業補助金につい

て、延長月報の添付資料として

毎月の利用状況を示す「児童退

園（登園）時刻一覧表」が提出

されているが、抽出で照合した

ところ、次のような事例が見受

けられたので注意するとともに

所要の措置を講じられたい。 

（延長保育事業補助金に係る不

備事例） 

・延長保育開始時間から30分を

超えない時間に退園した１時間

延長保育の対象とならない児童

を退園時刻一覧表に１時間延長

・各事業者において、報告

書へ転記する際に見落とし

や記載誤り等があったもの

で、今後、複数人で確認す

るよう指導した。また、集

計方法についての認識の違

いがあったので、今後、事

業者間で差が出ないよう交

付要綱に基づく正確な事務

処理について各事業者に指

導した。 

当局では、交付要綱に基

づいて請求するよう、すべ

ての施設長に、今回の監査

指摘について文書で周知し

た。さらに毎年行う補助金

申請受付時や施設長会にお

いて民間保育所の施設長及

び事務担当者に対して、直

接、周知徹底を図った。 

措置済 
平成25年

10月23日 
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と記載していたもの（都島友渕

保育園、都島桜宮保育園、都島

保育所） 

・22時までの４時間の延長保育

を行っているが、退園時刻が夕

食を提供する19時を超えた場合

について、２時間延長及び３時

間延長を設定せず、全て４時間

延長と退園時刻一覧表に記載し

ていたもの（今福保育園） 

・延長保育の実績がないにもか

かわらず、退園時刻一覧表に延

長として記載していたもの（都

島友渕保育園、都島桜宮保育園、

都島保育所、今福保育園） 

・延長保育の実績があるもの

の、退園時刻一覧表に延長とし

て記載していなかったもの（都

島友渕保育園、都島桜宮保育園、

都島保育所） 

・退園時刻一覧表に延長時間を

誤って記載していたもの（藤保

育園、望之門保育園） 

・延長保育申請時間までの保育

実績がない児童を含めた数で保

育料減免世帯に関する減免加算

額が報告され、補助金が交付さ

れていたもの （大阪聖和保育

園、ひばり保育園） 

（平成24年６月18日措置済）

・平成25年１月に全事業者

に対して報告書の確認作業

を行う様指導するとともに、

申請事務の適正化に向けた

「運営費・補助金事務説明

会」を実施した。 

当該事業者については再

度精査した上で、こうした

事務処理誤りによって過大

に補助金が交付されていた

４施設については、平成25

年10月に返還命令の納付通

知を送り、平成25年10月11

日付けで都島桜宮保育園よ

り220,000円、今福保育園

より2,160,000円、大阪聖

和保育園より139,000円、

平成25年10月23日付け藤保

育園より2,124,000円をそ

れぞれ返還させた。 

 なお、都島友渕保育園、

都島保育所、望之門保育園、

ひばり保育園については記

載内容に誤りがあったもの

の、過大な補助金の交付と

なっておらず、返還が必要

な事例ではなかったため、

報告書の記載方法の指導等

のみを行った。 

（平成25年10月23日措置済）

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監24の第30号 

監 査 の 対 象：平成24年度定期監査等 消防局所管の土木、建築、電気、機

械及び情報システムに係る工事等の施行状況及び施設の維持

管理状況   

所 管 所 属：消防局 

通知を受けた日：平成26年６月３日 
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指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２(2) 

土木工事の契約を建築工事の積

算基準に基づき積算していたの

で注意するよう求めたもの 

 「工事請負契約請求事務処理

要領」によれば、事業請求局に

おいて、詳細な設計や契約請求

内容の精査等を行ったうえで契

約請求手続をすることとされて

いる。 

 しかしながら、「生野23号外

３件防火水槽蓋改修工事」ほか

１件については、防火水槽の蓋

の高さ調整に合わせて蓋の取替

えを行う土木工事であるにもか

かわらず、積算は建築工事の積

算基準に基づいて行われていた。

 今後は、適正な契約請求手続

きの確保を図るため、適切な積

算基準に基づいて積算を行うよ

う注意されたい。 

・土木工事の積算基準を整

備するのが困難であり、次

期（平成25年度）発注分か

ら土木工事の積算基準に基

づき積算を行えるよう、設

計コンサルタントへ設計業

務を委託する事業を進めて

おり、現在は、設計業務委

託を行うための仕様書作成

が完了している。 

（平成24年11月30日措置済）

・平成24年度発注の設計業

務委託は予定どおり完了し

た。 

（平成25年３月29日措置済）

・平成25年度工事発注まで

に、設計業務委託の成果品

を参考とし、関係部局との

調整を図りながら、国土交

通省土木工事積算基準に基

づく積算基準書（積算要領）

を作成した。 

（平成25年６月28日措置済）

・作成した積算基準書（積

算要領）を用い、平成25年

度の工事発注を実施し、工

事完了した。今後は、作成

した積算基準書（積算要領）

に基づき、関係部局と調整

を図りながら、適切な積算

を実施していく。 

措置済 
平成26年 

３月14日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監24の第31号 

監 査 の 対 象：平成24年度出資団体監査・公の施設の指定管理者監査 公益

財団法人 大阪市博物館協会 

所 管 所 属：経済戦略局 

通知を受けた日：平成26年６月13日 
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指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２(2) 

会計基準に準拠した棚卸資産

の評価ルールの策定を求めた

もの等 

 保有する棚卸資産について

毎年度末における時価の下落

を把握し、貸借対照表価額の

見直しを実施されたい。 

 また、公益法人会計基準に

準拠した棚卸資産評価ルール

を策定されたい。（法人本部）

 棚卸資産については、毎

年度末に価格の見直しを行

うとともに、公益法人会計

に準拠した棚卸資産評価要

領を策定し、平成25年度以

降、統一したルールのもと

で資産評価を行ったと報告

を受けている。 

措置済 
平成26年 

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第２号 

監 査 の 対 象：平成24年度定期監査等 生活保護関係事務（更生相談所、緊

急入院保護業務センターを除く。） 

所 管 所 属：福祉局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(3) 

生活保護費の支給事務について

居宅保護費支給手続について、

受領書に受領日の記載がなされ

ていないもの等が見受けられた

ので注意、改善するよう求めた

もの 

・中央区及び西成区において

は、「居宅保護費受領書（現金

払分）」に受領日の記載がなさ

れていないものが見受けられた

ので、注意されたい。 

・「支払案内書」について、支

給済印を押印していないなどマ

ニュアルどおりの取扱いとなっ

ていない事例や、ケースワーカ

ーや査察指導員によって、「支

払案内書」を使用せずに支給事

務を行っている事例が見受けら

 実施機関における生活保

護費の支給事務を再点検し

た結果、現行の生活保護経

理事務マニュアルに基づく

事務処理が、実情に即して

おりかつ誤交付などの防止

にも資する適正な方法であ

ることが確認できたため、

全区を対象に順次実施して

いる生活保護法施行事務指

導監査においてマニュアル

に基づく事務処理の徹底を

図った。 

 今後も引き続き、事務指

導監査においてマニュアル

に基づく適正な事務処理状

況の確認及び徹底を図る。

（平成26年１月23日措置済）

措置済 
平成26年

１月23日 
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れた。 

 実際に東淀川区では平成23年

度に「支払案内書」の誤交付に

より支給誤りが発生しているこ

とからも、監査対象局において

は、マニュアルの点検も含め、

支給誤りのないよう適正な事務

について指導を徹底されたい。

（福祉局） 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第５号 

監 査 の 対 象：平成24年度定期監査等 交通局自動車部所管事務 

所 管 所 属：交通局 

通知を受けた日：平成26年６月10日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

３(1) 

構築物の耐用年数の適用が適切

なものとなっていなかったので

改善するよう求めたもの 

 業務課で管理している日除け

テント等の構築物については、

停車場設備として32年の耐用年

数を適用しているが、市バスの

日除けテント等に適用するのは

適切でないので、構造に見合っ

た耐用年数を適用し適正な償却

となるよう改められたい。 

 日除けテント等の構築物

における耐用年数の適用に

ついては、資産の状況確認

及び台帳の精査を行った結

果、地方公営企業法施行規

則別表第２号の構築物（金

属造のもの）のうち、「つ

り橋、煙突、焼却炉、打込

み井戸、へい、街路灯及び

ガードレール」と判断し、

耐用年数を10年に改めた。

（平成26年３月31日措置済）

措置済 
平成26年

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第８号 

監 査 の 対 象：平成24年度出資団体監査 大阪市道路公社所管事務 

所 管 所 属：建設局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

決算事務について貸倒引当金を

設定する必要があるので改善す

るよう求めたもの 

 大阪市道路公社は、平成

25年度末で解散した。 

 ご指摘の回収不能に陥る

措置済 
平成26年

３月31日 
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 個人別未収・滞納残高一覧表

を確認したところ、債務者とほ

とんど連絡が取れておらず回収

の見込みのない、前期から継続

す る 解 約 済 の 債 権 残 高

6,064,300円が存在していたの

で、貸倒引当金を設定するよう

改められたい。 

 また、月極め駐車場未収入金

管理台帳を確認したところ、回

収不能に陥る可能性が高い債権

〔契約中であるが滞納してお

り、保証金（賃料の３か月分）

でカバーできない額〕が合計で

1,770,700円存在したので、状

況に応じて貸倒引当金を設定す

るよう改められたい。 

可能性が高い債権について

は、平成25年度末にて、当

公社会計規程に基づき貸倒

償却の処理を行い、平成26

年３月31日付で計上されて

いる債権には、回収不能に

陥る可能性の高いものはな

いとの報告を受けている。

 なお、貸倒償却を行った

債権を含め、公社の保有す

る債権については、公社の

清算結了（平成26年度中予

定）まで債権の取立てを行

うとの報告を受けている。

１(2) 

タームローン関連手数料の会計

処理及び表示について注意する

よう求めたもの 

 貸借対照表において、ターム

ローン（長期借入金）に係るア

レンジメントフィー（複数の融

資銀行による借入金組成にかか

る費用）が長期前払費用として

２億807万3,398円計上されてい

た。当該費用はタームローンの

組成に関して幹事金融機関が実

施した実務全般の対価であり、

借入時点では既に役務の提供が

終了し債務として確定している

ため、原則として借入時点で一

括費用処理すべきものであるの

で注意されたい。 

 また、損益計算書において、

タームローンに係るエージェン

トフィー（元本の返済・利息の

支払を取りまとめる銀行への手

数料）の償却額100万円を業務

外費用の支払利息に含めて処理

 大阪市道路公社は、平成

25年度末で解散した。 

 ご指摘の件については、

道路公社の解散に伴い、タ

ームローンは平成26年１月

31日に大阪市が各金融機関

に対し代位弁済にて全額弁

済され、長期前払費用とし

て計上されていたタームロ

ーンに係るアレンジメント

フィーについては、全額一

括費用化しており、平成25

年度末の平成26年３月31日

において、長期前払費用と

して計上されているものは

ないと報告を受けている。

 また、タームローンに係

るエージェントフィーの会

計処理については、平成25

年度において、融資手数料

として、支払利息と区分し

執行したとの報告を受けて

いる。 

措置済 
平成26年

３月31日 
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していたが、当該費用は借入金

の金利的性格のものではなく、

幹事金融機関が借入期間におい

て実施した各種事務手続その他

エージェント業務の対価であ

り、支払利息ではなく、手数料

として計上すべきであるので注

意されたい。 

２ 

固定資産の管理について注意、

改善するよう求めたもの 

 本法人の固定資産台帳を確認

したところ、他事業者からの引

継駐車場にかかる固定資産で引

継時の簿価が１円のものについ

て固定資産台帳に未登録となっ

ているもの、本法人の会計規程

によれば、減価償却を１円まで

行うとされているにもかかわら

ず、取得価額の95％で止まって

いるものや、固定資産台帳に修

繕費を誤って計上しているた

め、貸借対照表残高と一致して

いないものが見受けられたので

注意されたい。 

 また、本法人では管理する固

定資産に一連の資産番号等が付

されておらず、箇所別の適切な

管理が出来ているとは言い難い

状況にあったので、固定資産台

帳の整備や固定資産の実地棚卸

を実施できる体制整備を行うな

ど、固定資産管理について改善

されたい。 

大阪市道路公社は、平成

25年度末で解散した。 

ご指摘の件については、

道路公社の解散により、そ

の資産が大阪市に継承され

るため、道路公社において

固定資産の現物確認を行い、

固定資産台帳の整備を実施

したとの報告を受けている。

その内容について建設局

においても、平成26年３月

下旬に各駐車場の一部資産

について、固定資産台帳と

現物の照合確認を実施して

いる。 

なお、現在建設局におい

て引き続き固定資産の確認

を実施している。 

措置済 
平成26年

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第11号 

監 査 の 対 象：平成24年度定期監査等 建設局下水道事業会計東部及び南部

方面管理事務所所管事務 

所 管 所 属：建設局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 
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指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

４(4) 

長期間未使用となっている固定

資産について早期の処分を行う

よう求めたもの等 

 平成22年４月に庁舎での喫煙

が禁止され、喫煙室に配置して

いた空気清浄機の使用を中止

し、各方面管理事務所の空気清

浄機を一括して処分することと

したが、具体的な処分手続が行

われていなかった。 

 また、南部方面管理事務所で

は薬品の一部が、法律の改正等

により購入後長期間未使用とな

っており、さらに、東部及び南

部方面管理事務所では工事材料

の一部が長期間未使用となって

いた。 

・喫煙室に設置していた空

気清浄機については、平成

25年３月19日に売却処分を

完了した。 

（平成25年３月19日措置済）

・水質規制に関する法律の

改正等により購入後長期間

未使用となっている薬品に

ついては、今後も使用の可

能性がないことから、業務

委託により平成26年３月27

日に産業廃棄物処理を行っ

た。 

（平成26年３月27日措置済）

・長期間未使用となってい

た工事材料（陶管）につい

ては、再利用や売払を含め

処分方法を検討した結果、

再利用の見込み及び売払先

がなかったことから除却処

理を行い、平成26年３月19

日に産業廃棄物として処分

した。 

（平成26年３月19日措置済）

措置済 
平成26年 

３月27日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第12号 

監 査 の 対 象：平成24年度出資団体監査 大阪市信用保証協会 

所 管 所 属：経済戦略局 

通知を受けた日：平成26年６月13日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

預け金の計上漏れについて改

善するよう求めたもの 

 貸借対照表において、本法

人が保有している預け金（金

融機関に預け入れた預金）の

全額を計上するよう改善され

 期末貸借対照表において、

ゆうちょ銀行で預け金の口

座への入金確認が翌営業日

以降となるため正確な預け

金額の計上ができていなか

ったが、平成24年度決算時

措置済 
平成25年

５月27日 
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たい。 より期末入金残高を確認し、

決算処理にて預け金として

計上するよう改善すること

により、平成25年３月末現

在の預け金残高の全額を貸

借対照表に計上したとの報

告を受けている。 

１(4) 

損失補償補てん金の決算処理

について注意するよう求めた

もの等 

 本法人の経理処理要領によ

れば、損失補償補てん金は原

則として期末残高を全額戻入

処理（収益計上処理）すると

されているが、損失補償補て

ん金70億2,181万2,000円が戻

入処理されず計上されたまま

となっていたので注意された

い。 

 また、当該損失補償補てん

金残高の内訳が把握できてい

なかったので注意されたい。 

・損失補償補てん金残高の

内訳の把握については、平

成24年度決算より本市が負

担すべき損失補償金部分と

日本政策金融公庫よりの保

険金部分の内容を明示し管

理することで改善したとの

報告を受けている。 

（平成25年４月24日措置済）

・損失補償補てん金のうち、

大阪市より受領する代位弁

済補助金（損失補償補てん

金）については、代位弁済

後当該年度末に全額償却

（戻入処理）を行わず、回

収努力を図るため一定期間

は一定条件の下で損失補償

補てん金残高として期末貸

借対照表に計上していたが、

平成25年度決算では、大阪

市の代位弁済補助金（損失

補償補てん金）についても、

継続して回収努力を図ると

したうえで、経理処理要領

を遵守して全額償却（戻入

処理）を行ったと報告を受

けている。 

（平成26年５月７日措置済）

措置済 
平成26年

５月７日 

１(5) 

未経過保証料の決算処理につ

いて注意するよう求めたもの 

 平成24年３月末日現在の貸

借対照表に計上されている未

経過保証料約168億8,551万円

 決算処理時の未経過保証

料の算出過程において、繰

上完済により本来中小企業

者に返還すべき保証料を含

めた計算が行われ、適切な

措置済 
平成25年

５月27日 
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には、保証の対象である借入

金が返済期限前に完済され既

に保証の必要性が消滅したた

め、当該完済を行った中小企

業者に返還すべき保証料１億

2,907万円が含まれていたので、

当該金額を債務としての性質

を有する適切な科目をもって

計上するよう注意されたい。 

科目で管理できていなかっ

た。 

 平成24年度決算では経理

処理要領を遵守し仮受金勘

定にて計上を行っており、

平成25年５月理事会にて決

算数値が確定したとの報告

を受けている。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第16号 

監 査 の 対 象：平成24年度出資団体監査・公の施設の指定管理者監査（財団

法人 大阪市教育振興公社） 

所 管 所 属：教育委員会事務局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(3) 

事業費の区分について改善す

るよう求めたもの 

 本法人の正味財産増減計算

書における事業費の区分につ

いて、指定管理事業と自主事

業の両方を行っている職員の

給与等については、両事業へ

の配賦基準を設けておらず、

すべて指定管理事業に賦課し

た処理を行っていた。 

 上記給与等については、各

事業実施のために支出された

ものであるので、合理的な基

準を定め、各事業に配賦する

よう改められたい。 

・指定管理事業と自主事業

の両方を行っている職員の

給与等については、各事業

に配賦する基準を、従事割

合とすることが合理的である

と判断し、その基準を設け

たとの報告を受けている。

・また、その従事割合によ

り、各事業に配賦したとの

報告を受けている。 

措置済 
平成26年

３月31日 

２ 

固定資産実査について改善す

るよう求めたもの等 

【本法人及び教育委員会事務

局に対して】 

 本法人の経理規定施行要領

によれば、事業年度末におい

て、すべての固定資産を対象

【大阪市教育振興公社】 

・固定資産の実査について

は、平成25年３月26日に実

査の要領等を記載した文書

を通知しており、その報告

書を作成するよう改めたと

の報告を受けている。 

措置済 
平成26年

５月27日 
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として固定資産台帳と実査照

合をしなければならないとさ

れているが、実査の実施に関

する指示書や報告書等実査結

果の証跡が作成されていなか

った。 

 固定資産実査を効率的及び

網羅的に行えるよう指示書を

作成するとともに、実査が適

切に行われ、実在する資産の

みが集計及び財務諸表に計上

されていることを確認するた

めに実査に関する報告書を作

成するよう改められたい。 

 また、指定管理業務に関す

る固定資産については、保管

責任及び説明責任の観点から、

固定資産実査の報告書を作成

し、教育委員会事務局に提出

するよう改められたい。 

 教育委員会事務局において

も、所有財産の保全の観点か

ら、本法人より提出された固

定資産実査の報告書をもとに、

固定資産が漏れなく報告され

ているか、存在するか等を定

期的に確認されたい。 

 また、指定管理業務に関

する固定資産についても、

平成25年３月28日に実査の

要領等を記載した文書を通

知し、その報告書を作成す

ることとしたため、教育委

員会事務局で受領した。 

（平成25年３月31日措置済）

【教育委員会事務局】 

・教育委員会としては、大

阪市教育振興公社から提出

された「固定資産実査の報

告書」をもとに、本市職員

による固定資産の存在の有

無について、年に１度確認

を行うこととした。 

（平成26年５月27日措置済）

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第17号 

監 査 の 対 象：平成24年度公の施設の指定管理者監査 シンコースポーツ株

式会社・株式会社ビケンテクノ共同企業体及び公益財団法人

大阪武道振興協会     

所 管 所 属：経済戦略局 

通知を受けた日：平成26年６月13日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

３ 

指定管理者の構成員間の内部

取引に消費税相当額が加算さ

れていたので、改善するよう

 指定管理者の構成員間で

締結している覚書の変更を

行い、指摘のあった維持管

措置済 
平成25年

７月１日 
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求めたもの 

 指定管理者を構成している

シンコースポーツ株式会社（以

下「シンコースポーツ」とい

う。）と株式会社ビケンテク

ノ（以下「ビケンテクノ」と

いう。）の間で取り交わされ

た覚書に基づき、シンコース

ポーツが施設の維持管理に係

る経費としてビケンテクノに

12,789,000円を支払っており、

当該金額を指定管理者が施設

の維持管理に要した経費とし

て計上している。 

 しかしながら、当該金額は

消費税相当額が加算されたも

のとなっており、共同企業体

の構成員間の内部取引に消費

税を加算するのは適切ではな

いので、改善されたい。 

（シンコースポーツ株式会社

・株式会社ビケンテクノ共同

企業体） 

理経費の消費税については

加算せず、実際に要した経

費に基づき精算する方式に

改めたことを確認した。 

２ 

目的外使用の許可を受けてい

ないものが見受けられたので

注意するとともに、所要の措

置を講じるよう求めたもの 

【指定管理者及び施設所管局

に対して】 

指定管理者が目的外使用の

許可を受けることなく、独自

事業に係る事務室スペース等

を使用していたので、適正な

手続を行うよう改善されたい。 

 また、施設所管局において

は、指定管理者の施設の利用

状況を十分把握し、目的外使

用許可について、適正な手続

を行うよう指導するとともに、

所要の措置を講じられたい。 

 貴重品ロッカーについて

は、公園施設設置許可の申

請が漏れていたため、ご指

摘を受け公園施設設置許可

を受けた旨報告を受けてい

る。 

 独自事業に係る事務スペ

ースについては、平成25年

４月より行政財産目的外使

用許可を行った。 

 施設所管局として、指定

管理者の施設の利用状況を

十分把握し、目的外使用許

可などの手続を適切に行う

よう指導した。 

 今回指摘の独自事業に係

る事務室スペース及び貴重

措置済 
平成25年

11月11日 
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（（公財）大阪武道振興協会、

ゆとりとみどり振興局） 

品ロッカーの許可を受ける

前の取り扱いについては、

独自事業に係る事務室スペ

ースについて目的外使用料

相当分として５年間遡及し

指定管理者より納付した。

また貴重品ロッカーについ

ては、使用料相当分として

平成24年４月に遡及し指定

管理者より納付した。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第19号 

監 査 の 対 象：平成24年度定期監査等 港湾局所管の土木、電気、機械及び

情報システムに係る工事等の施行状況及び施設の維持管理状

況 

所 管 所 属：港湾局 

通知を受けた日：平成26年６月16日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

７(1) 

業務の再委託及び工事の下請

負の実態があるにもかかわら

ず必要な書類を受領していな

かったので注意するよう求め

たもの 

 受注者は、業務の再委託に

あたっては、事前に「再委託

承諾申請書」を発注者に提出

し承諾を得なければならず、

また、修繕請負の受注者は下

請負に付する場合には「下請

負人通知書」を作成し、監督

職員に提出しなければならな

い。 

 しかしながら、３件の工事

及び業務委託において、作業

員名簿に記載された作業員が

すべて受注者以外の事業者に

所属していたものや、下請負

業者等より修繕等の報告がな

 監督職員において、再委

託等に関する必要な書類を

確実に受領し、受注者への

指導を徹底するよう、平成

25年２月25、27日に業務委

託の監督・検査業務に関す

る研修会を実施し、さらに

平成25年５月21日に工事担

当への研修会、平成25年５

月24日に港湾施設管理者の

担当への研修会を実施し、

担当者への周知を行った。

 また、平成25年度業務委

託の履行状況を、検査総括

部署の工務担当が適宜確認

し、組織内のチェックを徹

底するとともに、関係の担

当職員による港湾局監督・

検査業務連絡会を、平成25

年６月21日、９月10日、12

措置済 
平成26年 

４月３日 
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されていたものなど、業務の

再委託や工事の下請負の実態

があるにもかかわらず、監督

職員は再委託承諾申請書等の

必要な書類を受領していなか

った。 

 今後は、監督職員において

受注者等への指導を徹底し、

再委託等に関する必要な書類

については確実に受領するよ

う注意されたい。 

月11日、及び平成26年４月

３日に実施し、業務委託共

通仕様書等に基づき、適正

な監督・検査を実施し、業

務委託の適正な履行の確保

を徹底した。 

７(2) 

業務計画書を受領していなか

ったので注意するよう求めた

もの 

 業務委託共通仕様書によれ

ば、受注者は契約締結後15日

以内に業務計画書を作成し、

監督職員に提出しなければな

らないとされている。 

 業務計画書は、業務委託を

安全かつ円滑に進めるために、

契約図書の内容及び現場状況

を把握したうえで、業務実施

組織、履行方法や手順等、成

果品の品質を確保するための

必要な事項等を事前に把握し

ておくための重要な書類であ

る。  

 しかしながら、「咲洲Ｃ６

－７岸壁保安対策設備点検整

備及び機種更新業務委託」ほ

か１件については、業務計画

書を受領していなかった。 

 今後は、監督職員において

業務計画書の作成及び提出の

指導を徹底し、適切に監督業

務を実施するため、業務計画

書を確実に受領するよう注意

されたい。 

 

 監督職員において、受注

者に対する指示を確実に行

い、業務計画書を含めた関

係書類を確実に受領するよ

う、平成25年２月25、27日

に業務委託の監督・検査業

務に関する研修会を実施し、

平成25年５月24日に港湾施

設管理者の担当への研修会

を実施し、担当者への周知

を行った。 

 また、平成25年度業務委

託の履行状況を、検査総括

部署の工務担当が適宜確認

し、組織内のチェックを徹

底するとともに、関係の担

当職員による港湾局監督・

検査業務連絡会を、平成25

年６月21日、９月10日、12

月11日、及び平成26年４月

３日に実施し、業務委託共

通仕様書等に基づき、適正

な監督・検査を実施し、業

務委託の適正な履行の確保

を徹底した。 

措置済 
平成26年

４月３日 
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７(3) 

安全訓練の適正な実施が確認

できなかったので注意するよ

う求めたもの  

港湾局作成の「港湾工事共

通仕様書」（以下「工事共通

仕様書」という。）及び業務

委託共通仕様書によれば、請

負者等は、安全訓練等の実施状

況について、当該現場作業者全

員参加のもと定期的に実施し、

報告書を監督職員に提出しな

ければならないとされている。

しかしながら、「Ｃ６・７

－２号機多目的クレーン補修

工事」ほか６件においては、

安全訓練実施を行ったことが

確認できなかったもの、安全

訓練実施報告書に参加者が未

記載であったもの、安全訓練

を３回実施するところ１回の

実施しか確認できなかったも

のなどが見受けられた。  

今後は、監督職員において

事前に安全訓練等の具体的な

計画の作成及び報告書の提出

の指導を徹底し、安全訓練が

適正に実施されるよう注意さ

れたい。 

監督職員に対し、事前に

安全訓練等の具体的な計画

と実施報告内容を確認する

よう、平成25年２月25、27

日に業務委託の監督・検査

業務に関する研修会を実施

し、さらに平成25年５月21

日に工事担当への研修会、

平成25年５月24日に港湾施

設管理者の担当への研修会

を実施し、担当者への周知

を行った。 

また、平成25年度業務委

託の履行状況を、検査総括

部署の工務担当が適宜確認

し、組織内のチェックを徹

底するとともに、関係の担

当職員による港湾局監督・

検査業務連絡会を、平成25

年６月21日、９月10日、12

月11日、及び平成26年４月

３日に実施し、業務委託共

通仕様書等に基づき、適正

な監督・検査を実施し、業

務委託の適正な履行の確保

を徹底した。 

措置済 
平成26年

４月３日 

７(5) 

業務委託の成果物に不備があ

ったにもかかわらず検査を合

格としていたので注意するよ

う求めたもの 

 検査職員は、成果物等の精

度、数量、品質、出来栄え等

について検査を行うこととさ

れている。 

 しかしながら、「船舶動静

情報信号施設機器保守点検業

務委託」については、年間２

回の点検を仕様書に記載の点

 監督・検査職員に対し、

業務委託の監督や検査に際

して、成果物が仕様書の内

容どおりに実施されている

かなどの確認を徹底するよ

う、平成25年２月25、27日

に業務委託の監督・検査業

務に関する研修会を実施し、

さらに平成25年５月24日に

港湾施設管理者の担当への

研修会を実施し、担当者へ

の周知を行った。 

措置済 
平成26年

４月３日 
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検項目に従って実施すること

を求めているが、96項目の点

検を実施しなければならない

ところ、36項目しか結果が記

載されておらず、残りの60項

目については、点検結果が未

記載のまま受領しており、仕

様書どおりに点検されたこと

が確認できない状況であるに

もかかわらず、検査を合格と

していた。 

 今後は、業務委託の監督や

検査に際して、成果物が仕様

書の内容どおりに実施されて

いるかなどの確認を徹底する

ことで、適正な監督業務や検

査業務を実施するよう厳に注

意されたい。 

 また、平成25年度業務委

託の履行状況と、主管担当

による検査状況を、検査総

括部署の工務担当が適宜確

認し、組織内のチェックを

徹底するとともに、関係の

担当職員による港湾局監督

・検査業務連絡会を、平成

25年６月21日、９月10日、

12月11日、及び平成26年４

月３日に実施し、業務委託

共通仕様書等に基づき、適

正な監督・検査を実施し、

業務委託の適正な履行の確

保を徹底した。 

９ 

業務委託契約のコスト管理が

不十分であったので注意する

よう求めたもの 

例えば「業務計画書」と「業

務報告書」により、その業務

を履行するにあたっての日数、

人員等が適正であったかどう

かを検討し、次回仕様書の作

成にあたっての資料とするな

ど、委託内容のさらなる経済

的、効率的向上を図る必要が

ある。 

しかしながら、３件の業務

委託において、業務着手前に

詳細な業務計画書等の書類を

徴取していなかったもの、業

務を履行するために要した実

績工数を記載した報告書等を

徴取していなかったものなど

が見受けられた。そのため、

これらの業務委託については

業務を履行するにあたっての

業務計画書等においても

計画工数の表示を求めるほ

か、実績を確認できる作業

日報、業務月報、作業内訳

表、作業及び調査等依頼書、

作業及び調査等報告書を仕

様書に明記し提出の義務付

けを行い適正な履行を確保

するよう改め、平成25年２

月25、27日に業務委託の監

督・検査業務に関する研修

会を実施し、担当者への周

知を行った。 

平成25年度発注の業務委

託においては、業務委託契

約のコスト管理を適切に行

うため、設計段階では詳細

な内訳を記載した見積書を

徴取し、仕様書に実績工数

が確認できる作業報告書等

を提出するよう明記した。

また、業務着手前に提出さ

措置済 
平成26年

４月１日 
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日数、人員等が適正であった

か確認できなかった。 

今後は、業務着手前には詳

細な業務計画書を、履行確認

後には実績工数が把握できる

業務報告書を徴取し、次回仕

様書の作成にあたっての資料

とするなど、委託内容のさら

なる経済的、効率的向上を図

るよう注意されたい。 

れた業務計画書においても、

業務を履行するにあたって

の日数、人員等が記載され

ているか確認をしている。

さらに、業務委託契約の

コスト管理を適正に実施す

るよう、平成25年７月１日、

12月25日、平成26年２月27

日にシステム関係業務委託

事務処理連絡会を開催し、

業務の履行を確認した後に

実績工数が確認できる業務

報告書を徴取し、設計書の

内訳と突き合わせ、内訳が

妥当であったかを確認し、

平成26年度の業務委託の内

容に反映させるなど、さら

なる経済的、効率的向上を

図るよう業務委託契約のコ

スト管理を適正に実施した。

10 

業務委託の成果物である完成

図書の内容が不十分であった

ので注意するよう求めたもの 

 報告書類等は工程管理の唯

一のツールであるので、会議

等の議事録の作成を義務付け、

機能追加・修正の記録につい

ては採用した理由等も後日分

析できるように残すことが求

められる。また、監督、検査

を行うにあたっては、成果物

の内容が仕様書に正確に基づ

いているか、仕様書について

十分理解し満足できる成果を

あげているかなどの事項を確

認する必要がある。 

 しかしながら、３件の業務

委託については、月次打合せ

の議事録が作成されていなか

ったもの、問合せに対する措

 議事録等の報告関係書類

の提出について、仕様書に

おいても平成25年度発注分

より議事録等の作成を含め

た報告関係書類の必要項目

の明示を行い、適正な履行

を確保するよう改め、平成

25年２月25、27日に業務委

託の監督・検査業務に関す

る研修会を実施し、担当者

への周知を行った。 

 平成24年度業務委託につ

いては、作業進捗管理・品

質管理・変更管理を適切に

行うため、議事録等を作成

し、業務委託の成果物であ

る完成図書にまとめている

ことを平成25年３月29日の

完成検査で確認した。 

 さらに、業務委託契約の

措置済 
平成26年

３月31日 
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置内容等の記録が逐次提出さ

れたのみで成果物として業務

報告書に含まれていなかった

ものなどが見受けられた。 

 今後は、作業進捗管理・品

質管理・変更管理を適切に行

うため、議事録等の記録及び

取りまとめ方について仕様書

等に適切に定めるよう注意さ

れたい。 

適正な履行の確保を徹底す

るよう、平成25年７月１日、

12月25日、平成26年２月27

日にシステム関係業務委託

事務処理連絡会を開催し、

業務委託の成果物である完

成図書の内容が適切となる

よう、システム関係業務委

託の確認チェックシート等

を作成し、これに基づき監

督・検査を適正に実施した。

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第24号 

監 査 の 対 象：平成24年度定期監査等 中央卸売市場所管事務（南港市場を

除く。） 

所 管 所 属：経済戦略局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

７(1) 

仲卸業者の直接集荷許可制度

と売上高割使用料について

売上高割使用料の適正性を確

保するよう改善を求めたもの

等 

売上高割使用料とは、仲卸

業者等が許可を受けた品目に

ついて、中央卸売市場におい

て卸売業者以外の者から買い

入れて販売すること（以下「直

接集荷」という。）に対して

課される使用料であり、直接

集荷届出書に記載された販売

金額に中央卸売市場業務条例

施行規則（昭和47年大阪市規

則第７号。以下「業務条例施

行規則」という。）に定める

料率を乗じて算出されている。

 本場及び東部市場において

は、年１回の事業報告書「業

・本場の仲卸業者へのヒア

リングについては、過去に

一度もヒアリングを実施し

ていない業者の中から、直

接集荷の届出内容と仲卸業

者より提出された事業報告

書の内容を精査突合のうえ、

14業者を抽出し、平成25年

５月にヒアリングを行い、

聞き取りのなかで、適正性

に疑義があった場合は、立

入検査を行う旨伝え、直接

集荷に該当した業者に対し

て売上高割使用料の適正な

納付の指導を行った。 

・今回指摘を受けた業者に

ついては、過去にヒアリン

グを通じて直接集荷の制度

・手続を周知したが、再度

文書による周知を行い、平

措置済 
平成26年 

３月31日 
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務の状況」の提出を各仲卸業

者に義務付け、その中で前年

度に取扱った直接集荷にかか

る仕入金額を報告させている

が、平成23年度決算審査にお

いて、平成22年度決算に係る

事業報告書「業務の状況」に

記載の直接集荷に係る仕入金

額が、同年度の直接集荷届出

書に記載された直接集荷に係

る販売金額を上回っており、

直接集荷に係る販売金額が申

告されていない、もしくは、

過少申告となっている可能性

について指摘し、その結果東

部市場においてはヒアリング

の実施により一定の改善が見

受けられたところであるが、

本場においては、当該内容に

関して仲卸業者へのヒアリン

グを実施するとの回答を得て

いたにもかかわらず、今回監

査において実施を確認できな

かったので早急に実施された

い。 

 また、直接集荷の届出内容

について、仲卸業者に対する

ヒアリングにより適正性の有

無を確認するとともに、必要

に応じて立入検査を実施する

など、売上高割使用料の適正

性を確保するよう改善された

い。 

 さらに、業務条例施行規則

によれば、直接集荷届出書に

ついては毎月10日までに前月

分を提出することとされてい

るが、直接集荷許可申請書及

び直接集荷届出書の内容を確

認したところ、直接集荷の届

成25年８月31日までにヒア

リングを実施した。 

・平成26年度以降のヒアリ

ングについては、平成25年

度中に策定したヒアリング

実施基準に基づきヒアリン

グを実施し、売上高割使用

料の適正性を確保していく。

・直接集荷の制度、手続方

法などわかりやすく記載し

た資料を平成26年３月に作

成・配布し、周知・啓発を

行った。 
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出が適時（翌月10日まで）に

行われず、平成23年度収入と

なるべき売上高割使用料が平

成24年４月分として処理され

ていたもの、同一市場（本場

及び東部市場）内の仲卸業者

間の取引に伴う仕入額等、売

上高割使用料の対象とならな

いものも含んで報告している

可能性があるもの、仲卸業者

に対するヒアリングの結果直

接集荷が行われた事例が判明

したものについて、当初届出

月の許可申請書が提出されて

いなかったもの等が見受けら

れた。 

 これらは、直接集荷制度に

対する理解不足に起因するも

のと考えられるため、制度の

内容を分かりやすく伝える取

組を徹底されたい。 

（本場、東部市場） 

７(2) 

直接集荷に係る許可申請書や

届出書に記載漏れ等が見受け

られたので仲卸業者への指導

を徹底するよう改善を求めた

もの等 

・直接集荷許可申請書及び届

出書について、記載漏れや鉛

筆書きによる提出等、不備が

多数見受けられたもの・同申

請書及び届出書の項目につい

て、仲卸業者からの提出書類

にはほとんど記載のない項目

が見受けられたが、様式の見

直しは平成7年以降行われてい

なかったもの 

（本場、東部市場） 

直接集荷に係る許可申請

書や届出書の記載漏れにつ

いては、仲卸業者の負担を

考慮し、省略した内容での

届出も受理していたが、指

摘を受け平成25年４月１日

以降書類の受理時に確認し、

記載漏れ等の不備について

適正な記載を指導するよう

改めた。 

仲卸業者の負担を考慮し、

記載項目などの必要性を精

査したうえで、平成26年３

月に様式の改正を行った。

措置済 
平成26年

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

毎週金曜日発行　　　　　　 　大 阪 市 公 報 第 5 6 8 1  号　　　　　　　 平成26年７月11日

95



 

 

 

 

 

報 告 番 号：報告監25の第26号 

監 査 の 対 象：平成24年度随時監査等 契約管財局以外が所管する普通財産

（土地及び建物）の管理及び運用状況 

所 管 所 属：教育委員会 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２(1) 

貸付契約について事務手続に不

備のあるものが見受けられたの

で注意するよう求めたもの 

 本市普通財産である土地及び

建物を貸し付ける際に、貸付契

約を行っていないものや、貸付

実状と契約書等の内容が一致し

ないものが見受けられた。 

 また、局長の専決事項とされ

ている賃貸借契約等の締結を部

長や課長により決裁しているも

のや、誤って行政財産目的外使

用許可を行っているものなどが

見受けられた。 

 さらに、契約書に貸付図面の

添付がなかったものや、契約書

で求めている収支状況報告が当

該施設のものでなかったもの、

貸付期間開始後に契約を締結し

ているもの、必要書類が添付さ

れていないものなどが見受けら

れたので、注意されたい。 

・ご指摘の賃貸借契約等の

決裁については、大阪市教

育委員会事務局等専決規程

を行政財産と同様の専決規

程であると誤って解釈して

いた事や必要書類の添付に

ついて担当者の認識が誤っ

ていた事から、必要書類で

ある誓約書の取得を行わな

かった等、事務手続に不備

が生じていた。 

 平成25年度の決裁につい

ては、専決規定に基づき、

教育長専決と改めるととも

に、誓約書の取得を行い添

付するよう改めた。 

 今後は、事務処理の漏れ、

誤りを防止することを目的

に、財産管理担当者会議を

担当者が変わる年度当初に

開催し、財産管理事務にお

ける留意事項等について、

担当者の理解を深める事で

再発防止に努める。 

（平成25年６月10日措置済）

・担当者の誤った認識によ

り、契約書に貸付図面の添

付が漏れていた。 

・平成26年度の契約より貸

付面積を表記した図面を添

付するよう改めた。 

・今後は、事務処理の漏れ、

誤りを防止することを目的

措置済 
平成26年

４月１日 
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に、財産管理担当者会議を

担当者が変わる年度当初に

開催し、財産管理事務にお

ける留意事項等について、

担当者の理解を深める事で

再発防止に努める。 

（平成26年４月１日措置済）

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第26号 

監 査 の 対 象：平成24年度随時監査等 契約管財局以外が所管する普通財産

（土地及び建物）の管理及び運用状況 

所 管 所 属：城東区 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２(1) 

貸付契約について事務手続に不

備のあるものが見受けられたの

で注意するよう求めたもの 

 本市普通財産である土地及び

建物を貸し付ける際に、貸付契

約を行っていないものや、貸付

実状と契約書等の内容が一致し

ないものが見受けられた。 

 また、誤って行政財産目的外

使用許可を行っているものや、

必要書類が添付されていないも

のなどが見受けられたので、注

意されたい。 

「貸付内容と契約書の内容

が一致しないもの」として

指摘を受けた件 

・契約内容の誤りについて

相手方と確認を行った。 

・今後、事務処理要領を作

成のうえチェックシートに

より内容点検を行い再発防

止に努める。 

「使用貸借契約に加え使用

許可書も発行しているもの」

として指摘を受けた件 

・発行不要の使用許可書を

相手方から全て回収した。

・今後、事務処理要領を作

成のうえチェックシートに

より内容点検を行い再発防

止に努める。 

「必要書類が添付されてい

ないもの」として指摘を受

けた件 

・申請時に誓約書が必要な

旨を相手方に説明し確認し

た。 

措置済 
平成26年

４月１日 
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・今後、事務処理要領を作

成のうえチェックシートに

より必要書類の点検を行い

再発防止に努める。 

「貸付契約を行っていない

もの」として指摘を受けた

件 

・契約期間が終了している

ため相手方に状況説明を行

った。 

・平成25年度の継続契約は、

申請時添付書類の提出に時

間を要したため平成26年度

の継続契約とあわせて手続

を完了した。 

・今後、事務処理要領を作

成し加えてスケジュール管

理を徹底のうえ再発防止に

努める。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第28号 

監 査 の 対 象：平成24年度随時監査等 水道事業及び工業用水道事業におけ

る固定資産の管理及び運用状況 

所 管 所 属：水道局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(2) 

固定資産の種類及び耐用年数の

設定が適切でなかったので改め

るよう求めたもの 

 有形固定資産の耐用年数につ

いて、同一種類の資産にも関わ

らず耐用年数が異なっているも

の、資産の種類が適切でないも

のや耐用年数の設定が適切でな

いものなどが見受けられた。 

 耐用年数の設定は減価償却額

の算出基礎になるものであるの

で、適切な耐用年数で資産計上

 同一種類の資産にもかか

わらず耐用年数が異なって

いるもの、資産の種類が適

切でないもの及び耐用年数

の設定が適切でないものな

どについては、適切な資産

の種類、耐用年数に修正し

た。 

措置済 
平成26年

３月31日 
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するよう改められたい。 

３ 

量水器の取替法適用について改

めるよう求めたもの 

 新たに購入した量水器は予備

品を含めすべて購入時に固定資

産計上しているため、量水器を

取り替えるために要した経費が

取替費用に計上されておらず、

また、廃棄した量水器の補充の

ため新たに取得した量水器につ

いて貯蔵品に計上すべきところ、

費用処理していた。 

 この結果、正しく取替法を適

用した場合と比べ、量水器の固

定資産額が過大で、取替費用と

して処理される金額が過小とな

っているので、現在の取替法処

理について改められたい。 

 指摘の趣旨を踏まえ、平

成26年度から在庫分の量水

器については貯蔵品計上し、

実際に取り付けた際に固定

資産として計上するように

改めた。 

措置済 
平成26年

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第29号 

監 査 の 対 象：平成24年度公の施設の指定管理者監査 公益財団法人 大阪

市都市型産業振興センター 

所 管 所 属：経済戦略局 

通知を受けた日：平成26年６月13日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１ 

予定価格の算出根拠を明確に

するよう改善を求めたもの 

【指定管理者に対して】 

 指定管理者が第三者に委託

している業務である総合ビル

管理業務について、平成24年

度は、平成23年度の予定価格

103,920千円を５％増額し、予

定価格を109,116千円として契

約しているが、そもそも平成

23年度の予定価格の算出根拠

が明確ではなく、今回増額し

た５％についても、その算出

  平成26年度の契約締結に

ついては、予定価格を精査

のうえ、決裁において予定

価格の算出根拠を明確に記

載するよう改めたとの報告

を受けている。 

措置済 
平成26年

４月１日 
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根拠は明確になっていなかっ

た。 

 本件委託業務は金額的にみ

ても重要性の高い契約である

にもかかわらず、予定価格の

算出根拠が明らかになってい

なかったので、次年度以降、

予定価格については十分精査

し、その算出根拠を明確にす

るよう改められたい。 

３ 

備品管理について改善するよ

う求めたもの 

【施設所管局及び指定管理者

に対して】 

 指定管理者において備品台

帳等による備品の適正な管理

がなされていなかった。 

 また、備品の滅失等につい

て、指定管理者となった平成

18年度から現在まで、施設所

管局への報告はなされておら

ず、そのような事実の有無に

ついても不明確な状態となっ

ていた。 

 指定管理者においては、備

品の現在高について調査し、

明らかにするとともに、施設

所管局においては、現在高の

適正性が確認できるよう、指

定管理者から定期的に報告を

求めるなど、適正な備品管理

を行うよう改められたい。 

【施設所管局】 

  指定管理者と連携し、全

館の備品の確認を進めると

ともに、本市備品台帳と照

合のうえ、備品の現在数が

確認できる備品台帳を作成

した。 

  また、備品台帳は指定管

理者と共有し、指定管理者

が本市に帰属する備品を購

入または廃棄する場合は、

随時、指定管理者からの報

告を受け、備品の現在高の

適正性が確認できるよう改

めた。 

【指定管理者】 

  本市に帰属する備品を購

入または廃棄した場合は、

随時、施設所有者へ報告す

るとともに台帳の整備を行

い、適正な備品管理を行う

よう改めたとの報告を受け

ている。 

措置済 
平成26年

１月31日 

４ 

使用料等の納付について改善

するよう求めたもの 

【施設所管局に対して】 

 委託に係る納入期限につい

て会計管理者との協議が行わ

れておらず、基本協定書及び

大阪産業創造館管理運営業務

  指摘の趣旨を踏まえ、適

切かつ効率的な納入期限に

ついて、会計管理者と協議

を行い、平成26年度 大阪

産業創造館管理運営業務年

度協定書等において、指定

管理者が現金で徴収する施

措置済 
平成26年

４月１日 
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年度協定書等において、指定

管理者に対し、徴収した施設

等使用料、光熱水費を１か月

分まとめて翌月の20日までに

納付させることとしている。 

 指定管理者が徴収する使用

料等の中には、翌日までに納

付することが可能なものも見

受けられるので、会計規則に

規定されているとおり、会計

管理者と協議の上、適切な納

入期限を定められたい。 

設等使用料については、徴

収した翌営業日までの納付

期限に改めた。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第31号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 病院局における一般会計繰入金関係

事務等 

所 管 所 属：病院局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

実績額による精算とバックデ

ータの保管について 

 一般会計繰入金の対象経費

について、決算見込額を基に

計算しているが、決算確定後

の実績額により精算しておら

ず、不正確となっていた。 

 よって、事後的に決算額に

基づき再計算を行い、精算を

行うよう改善されたい。 

・24年度一般会計繰入金の

精算については、決算確定

後の実績額により26年３月

31日に精算を行った。 

・25年度については、26年

９月末に精算を行うよう改

善した。 

措置済 
平成26年

３月31日 

２(2) 

直接人件費に係る一般会計繰

入金について、実績額を反映

するよう改善を求めたもの 

 各一般会計繰入金対象事業

について、医師、看護師、事

務職員、その他職員、後期研

修医の別に、それぞれの対象

人数に、前年度の決算見込単

価に該当年度の給与削減等の

・24年度精算については、

年間人件費実績総額をベー

スとして平均人件費単価を

算出して一般会計繰入金を

計算し、当初との差額を精

算するよう改善した。25年

度以降についても同様の精

算を行う。 

措置済 
平成26年

３月31日 
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変動要因を加味し算出した決

算見込単価を乗じた概算額を

一般会計繰入金として計上し

ている。 

よって、以下の点について改

善されたい。 

・直接人件費についてより実

態を反映するため、医師・看

護師・事務職員・その他職員

・後期研修医の別に、病院局

全体の人件費実績総額と各職

員数を基に実績ベースで各平

均人件費単価を算出し、対象

事業毎の職員数に乗じて算出

する。 

 なお将来的により精緻な事

業別損益・収支管理が必要と

なる際には、各対象事業と職

員の紐付け、共通人員に係る

人件費配分方法及びに人事給与

システムの機能等を見直し、一

般会計繰入金対象事業ごとに

直接人件費の実績額データを

抽出できるようにすることが

望まれる。 

・申請時までの人件費実績総

額をベースとした決算見込額

を基に算出した平均人件費単

価を、一般会計繰入金計算に

使用する。 

・年度決算確定後に年間人件

費実績総額で平均人件費単価

を算出して一般会計繰入金を

計算し、精算する。 

３(2) 

減価償却按分用の面積情報に

ついて、測定のうえ、適切な

承認を経て根拠資料として保

管するよう求めたもの 

 減価償却費の面積按分に使

用している政策医療事業別の

・24年度の精算に当たって

は、政策医療事業別の面積

を測定し、またその根拠と

なる図面を保管するよう改

善を行った。 

・25年度についても同様の

措置済 
平成26年

３月31日 
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使用面積について、その裏付

けとなる適切に承認された面

積情報の根拠資料が保管され

ておらず、按分計算された減

価償却費について検証可能性

が乏しく信頼性が低い。 

 この点について、政策医療

事業別の面積を測定し、また

定期的に更新し、その結果を

局内で適切に承認のうえ、根

拠資料として保管されたい。 

措置を取る。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第34号 

監 査 の 対 象：平成25年度定期監査等 水道局所管の土木、電気、機械及び

情報システムに係る工事等の施行状況及び施設の維持管理状

況 

所 管 所 属：水道局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２ 

成績評定に施工内容を適切に反

映するよう改善を求めたもの 

 水道局作成の「請負工事成績

評定要領」によれば、請負工事

の成績評定は、監督及び検査に

おいて確認した事項に基づき、

評定者である監督職員及び検査

員ごとに厳正かつ的確に行うも

のとされている。 

 しかしながら「城東浄水場

600mmその他連絡管布設工事」

については、完成検査時の事業

請負成績調書を確認したところ、

監督職員による評定において、

前項のコンクリートの使用材料

をはじめ、その他写真管理等に

問題があったにもかかわらず、

監督職員が成績評定を行う際、

施工内容や書類の提出状況等に

・監督員が施工管理項目を

確実に確認するためのチェ

ックリストを整備し、平成

25年12月から運用するよう

関係職員に周知した。 

（平成25年11月29日措置済）

・「事業請負成績調書」の

作成にあたっては、新たに

整備したチェックリストを

平成25年12月から施工段階

より運用し、検査項目につ

いて客観的かつ確実に「工

事成績補足資料」及び「工

事成績採点の考査項目別運

用表」に反映し、平成26年

３月末に完成する工事にお

いて成績評定を実施した。

（平成26年３月31日措置済）

措置済 
平成26年

３月31日 
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ついて十分に確認しなかったた

め、各項目とも的確に行われて

いるものと評定された結果、成

績評定に施工内容が適切に反映

されていなかった。 

 これは、前項で指摘した施工

管理項目に係るチェックリスト

が整備、運用されていなかった

ことから、成績評定を行う際に

必要となる情報が不足していた

ことが原因と考えられる。 

 成績評定が厳正かつ的確な評

定に基づくものでなければ、そ

の結果を請負者の適正な選定及

び指導育成に資することができ

ず、成績評定が形骸化するおそ

れがある。 

 今後は、施工内容を適切に成

績評定に反映させるため、前項

の指摘で改善を求めたチェック

リストに検査項目を反映させ、

それを施工管理段階から活用す

るなど改善されたい。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第35号 

監 査 の 対 象：平成25年度出資団体監査 株式会社 湊町開発センター 

所 管 所 属：都市計画局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２(2) 

保証金免除の根拠を明確にす

るよう改善を求めたもの 

 本法人の契約事務取扱規程

によれば、本法人と契約を締

結しようとする者は、保証金

を納付しなければならないと

され、それぞれ一定の要件に

該当する場合のみ免除するこ

とができるとされているが、

・リスク対応として必要と

判断した場合は契約保証金

を納付させるという考え方

を基本とするが、当社にお

いては施設の賃貸借以外に

契約については、業者選定

委員会で一定のリスク管理

をしている実態があること、

及び保証金に関する規定の

措置済 
平成26年

３月31日 
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本法人の施設の賃貸借契約以

外の契約については、どの要

件に該当するかが決裁で明ら

かでないまま保証金が免除さ

れていた。 

 不測のリスクを回避するた

め、保証金は規程に従い原則

として収受する必要があるが、免

除する場合には契約の透明性

及び説明責任の観点から、決

裁に際してその根拠を明確に

するよう改善されたい。 

内容が、保証金にともなう

コスト増など民間企業同士

の契約、一般の商習慣にな

じまないため「契約保証金

の納付」について定めた契

約事務取扱規程 第18条を、

本法人の実態や一般商習慣

に即して改正したとの報告

を受けている。 

４ 

固定資産管理について規程を

整備する等の改善を求めたも

の 

 本法人では、固定資産の実

地たな卸についての規程が存

在せず、また、業務運営上に

おいても固定資産を対象とし

た固定資産台帳との照合が行

われていなかった。 

 固定資産については、保管

責任の明確化及び所有財産の

保全の観点から、定期的に固

定資産の実地調査を行うよう

規程を整備し、固定資産実地

たな卸要領等を定められたい。 

 また、固定資産の実地調査

について管理責任者に報告を

行い、固定資産保有に関する

説明責任の観点から、実施し

た記録を残されたい。 

 さらに、10万円以下の備品

等については、資産計上され

ないため台帳等による現物管

理を行っていないが、適切な

資産管理、横領の防止等の観

点から、資産台帳を作成し、

定期的な有高確認を行われた

い。 

・保管責任の明確化及び所

有財産の保全の観点から、

経理規程を改正し、固定資

産管理に関する規定を追加

するとともに、固定資産現

物実査実施要領を定め、固

定資産台帳との照合による

現物実査を実施したとの報

告を受けている。 

・実査結果を記録し、固定

資産管理責任者への報告を

行うとともに、必要な台帳

整備を行ったとの報告を受

けている。今後も、経理規

程に基づき、定期的な調査

確認と必要な記録を行って

いくとの報告を受けている。

（平成26年３月31日措置済）

・10万円以下の備品等につ

いては、換金性の高いIT機

器等について備品台帳を整

備したとの報告を受けてい

る。定期的に現物の照合・

記録を行うこととしたとの

報告を受けている。 

（平成25年12月13日措置済）

措置済 
平成26年

３月31日 
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５ 

規程の整備について改善する

よう求めたもの 本法人にお

いて、現在有効な規程一式の

提示を求めたところ、整備さ

れていないもしくは整備中の

規程が見受けられた。 

 また、規程自体が紙で保管

されているものやパソコン内

にのみ保存されているものが

あるなど、保管方法が統一さ

れておらず、改正日（制定日）

が古く必要な改定が行われて

いないと思われるものも見受

けられた。 

 規程は組織の運営について

の基本的かつ必要なルールを

定めたものであるため、網羅

的に整備し、いつでも確認で

きるよう整理保管するととも

に、必要な改廃を適時に行う

よう改められたい。 

・全ての規程等を点検し、

23の規程等について、必要

な制定、改正、廃止を行っ

たとの報告を受けている。

あわせて、規程等を網羅的

に再整備し、常勤役員用及

び共用として紙で保管する

とともに、同一内容のデー

タを社内ネットワークにお

いて閲覧可能としたとの報

告を受けている。また、今

後、適時必要な整備を行っ

ていくとの報告を受けてい

る。 

措置済 
平成26年

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第36号 

監 査 の 対 象：平成25年度出資団体監査 一般財団法人大阪市環境保健協会 

所 管 所 属：健康局 

通知を受けた日：平成26年６月４日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

３ 

資金運用規定を作成するよう改

善を求めたもの 

 本法人の財務規定によると基

本財産及び運用財産は、理事長

が別に定める資金運用規定に基

づき、運用を図ることとされて

いるが、上記資金運用規定が整

備されていなかったので作成さ

れたい。 

・資産運用規程の制定につ

いて、平成26年１月17日開

催の理事会にて承認をいた

だき同日付けで制定したと

の報告を受けている。 措置済 
平成26年 

１月17日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  
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報 告 番 号：報告監25の第38号 

監 査 の 対 象：平成25年度出資団体監査 クリスタ長堀株式会社 

所 管 所 属：建設局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

３ 

会計システム等のパスワードに

関するセキュリティが不十分な

ため改善するよう求めたもの 

 本法人の給与システムのＩＤ

は、利用者ごとに設定している

ものの、パスワードは共通のも

のが使用されており、また、同

システム、会計システム及び減

価償却システムについては、パ

スワードの桁数等もルール化さ

れていなかったため、パスワー

ドの利用者ごとの付与や、ＩＤ

に対するパスワードの桁数等の

基準を設定するなどによりセキ

ュリティを強化するよう改善さ

れたい。 

・給与システムについては

、個人別のパスワードを設

定した。 

（平成25年９月17日設定済）

・給与システム、会計シス

テム及び減価償却システム

のＩＤ及びパスワードの設

定基準等については、大阪

市情報通信ネットワーク管

理要綱等を参考に「コンピュ

ータ処理データ管理規程」を

改正するとともに、新たに

「パスワード管理規程」を

制定し、運用しているとの

報告を受けている。 

（平成25年12月16日改正、

平成26年１月１日施行済）

措置済 
平成26年

１月１日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第39号 

監 査 の 対 象：平成25年度出資団体監査 大阪地下街株式会社 

所 管 所 属：建設局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１ 

営業所及び出張所における現金

管理について改善するよう求め

たもの 

 本法人の営業所及び出張所に

関する会計事務規則によれば、

出納責任者は、終業前に金銭出

納帳残高と現金残高の照合を行

うとされており、照合は入出金

の有無にかかわらず毎日行うこ

・すべての営業所及び出張

所において、入出金の有無

に関わらず、毎日、出納責

任者が終業前に金銭出納帳

残高と現金残高の照合を実

施することを徹底した。 

措置済 
平成25年

７月31日 
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とが求められるが、ホワイティ

うめだ営業所、コムズガーデン

出張所、ＮＡＭＢＡなんなん出

張所及びなんばウォーク営業所

では、出納責任者による金銭出

納帳残高と現金残高の照合を終

業前に実施していなかったので、

規則に定められたとおり出納責

任者による照合を徹底するよう

改善されたい。 

４(1) 

銀行残高証明書の管理について

改善するよう求めたもの 

 本法人の経理規程では会計取

引に関する証ひょう類は10年間

保管することとされているが、

平成25年３月末に銀行より入手

した預金残高証明書を紛失して

いたので、保管・管理体制を改

善されたい。 

・証ひょう類を含む決算関

係書類について、所定の場

所に保管することを徹底す

る。 

・紛失があった場合にも早

期にその事実が把握できる

よう、決算業務終了時に書

類一式が欠けていないかを

確認するため、チェックリ

ストを作成した。 

・平成25年度末において、

残高証明書を入手し、チェ

ックリストを活用し保管し

た。 

措置済 
平成26年

４月10日 

４(2) 

商店会の事務処理について改善

するよう求めたもの 

 本法人はコムズガーデン商店

会から同商店会の事務処理を受

託し、本法人の従業員１名が商

店会の経理事務を行いつつ、商

店会への請求書の作成及び商店

会から本法人への入金処理（平成

24年度取引高3,016万4,857円）

という本法人業務も行っており、

職務の分担による牽制がなされ

ていなかったので、職務の分担

を行うよう改善するとともに、

商店会からの入金処理を本社に

て行うことを検討されたい。 

 

・商店会の事務局業務につ

いて、コムズガーデン出張

所の所長と担当者の２名体

制とし、出金の際には担当

者が必ず所長の承認を受け

ることとした。 

・商店会に対する請求は、

担当者が作成した書類の内

容と金額を所長が確認、承

認の上、本社経営企画部に

おいて請求書発行と入金確

認を行うこととした。 

措置済 
平成25年

９月１日 
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５ 

会計伝票の決裁について改善す

るよう求めたもの 

 平成24年８月１日から８月15

日までの会計伝票を確認したと

ころ、必要な決裁を得ずに720

万円あまりの支払が行われてい

たので、経営企画課長による会

計伝票の決裁を徹底するととも

に、経営企画課長不在時の決裁

処理については、上席者の決裁

を要求する等の規定の整備を図

られたい。 

・会計伝票の決裁状況につ

いて、経営企画課における

伝票処理の最終担当者が確

認することとした。 

・経営企画課長不在時の出

金処理は、代理者、または

その上席者の承認印を得て

から行うことを徹底した。

措置済 
平成25年

８月１日 

６ 

情報セキュリティ規程を整備す

るよう求めたもの  

法人運営においては、情報セ

キュリティ規程を設け、法人の

情報漏えい、改ざん、不正利用

等を防止することが求められる

が、情報セキュリティ規程を作

成していなかったので、規程を

整備し、従業員等への周知を行

われたい。 

・情報セキュリティ基本規

程、情報セキュリティ対策

基準、情報システム管理規

程を策定した。 

・上記規程を社内周知した。
措置済 

平成26年

１月15日 

７(3) 

京橋地下道の道路維持管理委託

について改善するよう求めたも

の 

【建設局に対して】 

 本市が委託した京橋地下道の

道路維持管理業務において、業

務委託契約を締結しておらず、

覚書をもって維持管理を行って

いたが、覚書には維持管理を本

法人が行う旨の記載のみであり、

委託内容、委託業務実施報告内

容、報告時期、委託料の積算の

考え方及び委託料の支払い方法

などの取り決めがなされていな

かったので、業務委託契約書を

取り交わし、それに取り決めら

れた内容にしたがって事務を行

うよう改善されたい。 

・平成26年度の京橋地下道

維持管理業務について、本

法人と委託期間、委託額、

業務内容、履行確認手続、

委託料の支払い方法などを

定めた契約の締結を行った。

・平成25年度の京橋地下道

維持管理業務について、履

行確認の実施と確認の証跡

を明確に残すよう改善した。
措置済 

平成26年

４月１日 
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 また、履行確認手続を明確に

取り決めておらず、履行確認を

実施した証跡を明確に残してい

なかったので、適切な履行確認

手続を継続的に実施し、かつ履

行確認を実施した証跡を明確に

残すよう改善されたい。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監25の第40号 

監 査 の 対 象：平成25年度出資団体監査 大阪港埠頭株式会社 

所 管 所 属：港湾局 

通知を受けた日：平成26年６月16日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２ 

固定資産の現物照合等につい

て改善するよう求めたもの 

 資産管理細則によれば、経

理部長は毎年度末、資産管理

台帳と現物の照合を実施し、

その結果を速やかに代表取締

役社長に報告しなければなら

ないとされているが、資産管

理台帳と固定資産現物の照合

が実施されていなかったので、

実施するよう改善されたい。 

 また、事務所備品において、

物品管理要綱に基づく備品整

理票（シール）が貼付されて

いないものが見受けられたの

で、備品整理票の貼付を行う

よう改善されたい。 

 平成26年3月1日付で資産

管理細則を改訂し、平成25

年度からは年度末時点に台

帳に計上されているすべて

の固定資産について、管理

責任者に経理部長より照会

回答を依頼することにより、

改めて照合を実施すること

とした。その照合結果を代

表取締役社長に報告し、承

認を得た。 

 また、備品整理票のない

事務所備品には、平成25年

12月17日時点で同整理票を

貼付済である。 

措置済 
平成26年

３月31日 

（行政委員会事務局監査部監査課） 

 

 

 

大阪市監査委員告示第40号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の規定により、監査の結

果に基づき措置を講じた旨通知があったので、同項の規定により次のとおり公

表する。 
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平成26年７月11日 

大阪市監査委員 貴 納 順 二  

同       阪 井 千鶴子  

同       石 原 信 幸  

同       松 崎  孔   

監査の結果に関する報告に基づき講じた措置の通知の公表 

１  通知を行った者の氏名 

大阪市長  橋下 徹 

大阪市教育委員会委員長  大森 不二雄 

２ 通知を受けた日及び講じた措置の内容 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第１号 

監 査 の 対 象：平成25年度定期監査等 水道局工務部水道工事センター所管

事務 

所 管 所 属：水道局 

通知を受けた日：平成26年３月25日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１ 

車両の配置について改善するよ

う求めたもの 

 車両配置基準が設定されてい

ないことから、車両配置が適切

かどうか判断できない状況にあ

り、稼働状況を確認したところ

稼働時間の少ない車両が複数存

在していたので、効率的かつ合

理的な車両配置基準を設定し、

適切な車両配置となるよう改善

するとともに、稼働時間が少な

い車両については、直ちに車両

の削減等の措置を求めたもの。

・稼働状況の把握を従来は

日数単位で行っていたが、

時間単位で把握するための

仕組みを新たに構築した。

・稼働時間が少ない車両を

抽出した。 

・上記車両に対して、関係

所属とヒアリングを行い、

災害時の体制等踏まえて削

減対象車両を確定した。 

・平成26年４月１日付で車

両配置基準を設定した。 

措置済 
平成26年

４月１日 

２ 

携帯型無線機の運用体制等につ

いて改善するよう求めたもの 

 事業継続計画を策定し、携帯

型無線機台数の配置基準を定め

ているが、水道工事センターで

保有する携帯型無線機の台数は

配置基準の台数と異なっており、

また、保有する携帯型無線機に

・平成25年12月９日に関係

所管に対し無線機配備の考

え方、現場携行について周

知し、平成25年12月20日ま

でに配置基準に定めている

台数となるように移設を完

了した。 

・さらに、配置の考え方、

措置済 
平成26年

１月17日 
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ついて現場で業務する職員が携

行しておらず、緊急時の迅速な

対応に疑念を抱かせる状況とな

っていたので、配置基準どおり

に携帯型無線機を配置するとと

もに、現場で業務する職員に携

行を義務づけるなど、情報通信

網の適切な運用を図るよう求め

たもの。 

現場出動時の携行について

職員一人ひとりに着実に浸

透するよう、平成26年１月

６日に局内の全所管課長が

出席する会議において重ね

て周知し、同内容について、

平成26年１月17日までに全

職員への周知が完了した。

・現在、無線機を配備して

いる全所属で現場出動時に

無線機を携行している。 

３ 

車両運転の安全管理について改

善するよう求めたもの 

 アルコール検知器を配置して

アルコールチェックを行うこと

としているが、前日午後11時以

降に飲酒した者に対しては測定

を義務付けているものの、その

他の者は自主申告としており、

アルコール検知器による測定は

ほとんど行われていない状況に

あったので、すべての運転者に

対してアルコール検知器による

アルコールチェックを行うよう

改善を求めたもの。 

・平成25年11月19日に課長

会を開催し「車両運行前の

アルコール・チェックの徹

底について（通知）」によ

り、飲酒の有無に関わらず、

運転の可能性がある同乗者

を含む全運転者に対し車両

運行前のアルコール検知器

によるチェックを義務化し

徹底を図った。 

・現在、全所属で全運転者

に対するアルコール検知器

によるチェックを実施して

いる。 

措置済 
平成25年

11月19日 

５ 

賃借契約において正規の決裁権

限者の承認を得ていなかったの

で改めるよう求めたもの 

 西部水道工事センター合同庁

舎建設工事に伴い、近隣土地を

駐車場用地として土地一時使用

賃貸借契約を締結する際、課長

級の決裁をもって締結している

ものが見受けられたが、本契約

については長期継続契約で総額

748万円となり総務部長の決裁

が必要であったので改めるよう

求めたもの。 

・当初契約の決裁を廃案し、

改めて総務部長までの決裁

を取り直した。なお、合同

庁舎建設工事状況により、

賃貸借期間が当初の３年か

ら短縮できる可能性もある

ため、単年度での契約とし

た。（単年度でも課長専決

金額200万円を上回るため、

部長専決となる。） 

措置済 
平成26年

２月21日 

６ 
証券類等について適切に管理す

るよう改善を求めたもの等 

・北部水道工事センタ―に

おいては、証券類取扱要領
措置済 

平成25年

11月21日
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 北部水道工事センターにおい

ては、現有回数カードと管理票

記載の残回数カードとが一致し

ていなかったので、証券類取扱

要領に基づき適切に管理するよ

う改善を求めたもの。  

また、西部水道工事センター

においては、保有車両ごとの自

動車燃料用カードについて、総

数管理による適正な残数把握が

なされていなかったので、不正

使用防止の観点から、保管方法

について改善を求めたもの。 

等に基づき、回数カードを

含む証券類を使用した時は、

その都度明細書に所定事項

を記入することとし、合わ

せて定期的（毎週１回）に

回数カードと証券類使用明

細書を照合することにより、

適切に管理するようにした。

・西部水道工事センターに

おいては、監査指摘後の11

月15日に、透明な名刺入れ

をカード保管簿として活用

して、ファイルに燃料カー

ドを一覧できるようにした。

これにより、カードが持ち

出しされているとカード番

号が表示されるように改善

して、総数管理ができるよ

うにした。また車両を保有

する他の事業所等にも周知

を図り、12月12日に完了し

た。 

【北部水

道工事セ

ンター】

平成25年

11月15日

【西部水

道工事セ

ンター】 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第２号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 港湾局港営事業会計における契約事

務 

所 管 所 属：港湾局 

通知を受けた日：平成26年６月13日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１ 

物品購入契約における分割発注

等について改善するように求め

たもの 

・ 物品購入で分割発注（40万

円以下）による少額随意契約が

見受けられたので、不適正な契

約が行われないよう、港湾局の

ルールに従い、担当内で十分に

チェックが行われるよう改善を

・緊急内部監察として、当

該主管課における平成25年

度の関係書類を少額随意契

約を中心に調査し、本件を

除いては分割発注がないこ

とを確認した。 

・同様の事例の有無につい

て局内総点検を実施。本事

案を除く分割発注がないこ

措置済 
平成26年

２月28日 
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求めたもの。 

（分割発注事例） 

・ 契約手続前にＡ社に対して

150万円の物品購入に関する内

示書が提出され、当該物品につ

き、Ａ社より複数回（３回）に

わけて比較見積による少額随意

契約で購入されていた。 

・ 比較見積（２社）につき、

Ａ社以外の見積書がＡ社を通じ

て入手されていた。 

・ 所属内で入札により契約す

るよう指摘を受けた後、入札に

切替えるまでに４か月を要し、

その間比較見積による契約が２

回行われていた。 

・ 見積書日付を空欄で提出す

るよう指示を行い、契約締結前

にＡ社から購入予定物品を受領

していた。 

とを確認した。 

・当該物品購入の発注は原

則として事後審査型制限付

一般競争入札によるものと

し、平成25年度下半期分に

ついては、平成25年12月６

日に落札者が決定した。 

・再発防止に向け、契約事

務の透明性、公平・公正性

を確保するため、平成25年

11月26日に当該担当内にお

いてコンプライアンス研修

を実施した。 

・局内における契約事務の

厳格化を図るため、平成25

年11月28日に港湾局におけ

る入札・契約制度について

周知徹底を図った。 

・事務手続の適正化につい

て周知徹底を図るため、当

該担当において契約事務に

関する研修を実施した。 

（全体研修 平成26年１月

21日、係長研修 平成26年

２月６日） 

・今後も入札・契約制度や

随意契約ガイドラインに沿

った適正な契約事務手続に

努めるため、主管課研修等

の取り組みを継続していく。

・不適切な手続を未然に防

ぐべく、課長以下で共有し、

部下職員の業務の状況把握

を図るため、平成26年２月

28日に業務等の年間発注計

画（平成25年度末までと平

成26年度分）を作成した。

・発注事務を適切に実施、

完了するべく、チェック体

制を構築するため平成26年
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２月28日に「業務発注チェ

ックシート」、「業務検査

チェックシート」を作成し

た。 

・不適切な契約を事前に防

止するべく、予算担当にお

いて契約方法をチェックし、

さらに調達担当において契

約伺決議額を確認するよう

契約事務手続の改善を行い、

平成26年２月28日の課長会

にて局内周知を行った。 

３(1) 

集会室等の使用料の減免が業務

委託先の判断によるものとなっ

ていたので、改善を求めたもの

・港湾局が区分所有している南

港ポートタウン管理センターの

集会室等の使用承認、使用料等

の徴収業務をもう１社の区分所

有者に特名随意契約により業務

委託しているが、運営要綱では

公用、公益目的行事による使用

について、業務委託を受けた管

理センターの管理者が特別の事

由ありと認めるときに使用料が

減免できる、と定められていた

が、財産条例と異なる取扱であ

り、公益目的の解釈が裁量で曖

昧となる恐れがあるので、運営

要綱を改正のうえ使用料減免に

係る判断基準を作成するなど、

事務手続の改善を求めたもの。

・平成26年３月12日に運営

要綱を改正し、使用料減免

に係る判断基準を作成した。

平成26年度の業務委託より、

同判断基準に基づき適正に

事務処理を行う。 

措置済 
平成26年

３月12日 

３(2) 

契約金額積算内容の確認や業務

の履行確認が適切に行われてい

なかったので管理体制の改善を

求めたもの 

・ 同業務委託の積算内訳が、

契約相手方の見積合計額一式と

なっており、積算内容の妥当性

を確認できなかったもの。 

・業務委託にかかる積算内

容の妥当性の確認について

は、平成26年１月に委託先

に積算資料を提出させ確認

した。 

・集会室等の利用月報につ

いては、平成25年11月から

様式を変更した。 

措置済 
平成26年

１月28日 
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・平成25年４月～９月分の月報

における集会室等の使用申請件

数と使用実績件数が一部異なっ

ていたので、月報について使用

日ごとに管理できる様式に改善

し、利用状況確認の徹底を求め

たもの。 

・平成25年２～３月に前納され

た平成25年度に係る集会室等の

使用料が平成24年度に収益計上

され、平成25年度の事務室貸付

承認面積を誤って承認する等、

チェック体制が十分機能してい

ない状況となっていたので、事

務手続マニュアル等によりチェッ

ク体制の明確化を求めたもの。

・チェック体制の明確化に

ついては、平成26年１月に

業務委託に係る書類チェッ

クシートを作成した。 

４(1) 

随意契約による市有地賃貸借契

約について 

・随意契約による市有地賃貸借

契約の随意契約理由が決裁に記

載されていなかったので記載を

求めたもの。（抽出21件中21件）

・契約条件により、賃貸地内で

建物や工作物などを設置する場

合には事前承認が必要であるが、

事前の承認無く建物が建築され

ていたので、必要書類の提出漏

れ等を防止するため、チェック

リストを作成するなど事務手続

の改善を求めたもの。 

・随意契約理由が決裁に記

載されていなかったものに

ついて、平成25年12月から、

随意契約理由を明記するよ

う改善した。なお、平成25

年度の契約のうち、平成25

年12月以前のものについて

は、随意契約理由の検証を

行ったが問題はなかった。

・建物や工作物の事前承認

について、昨年度から今年

の１月までの承認内容及び

書類の提出状況を確認し、

提出漏れがないことを確認

した。なお、提出漏れを防

止するため、「建物・工作

物設置承認手続における提

出書類確認表」を作成し、

平成26年２月以降活用して

いる。 

・また、建物建築の際には

当局他部署への手続が必要

となることから、当該部署

に対し、申請者が賃借人で

措置済 
平成26年

２月３日 
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ある場合は市有地管理部署

に連絡するよう、連携を依

頼した。 

・併せて、契約更新や相談

の際には、建物等を設置す

る前に承認手続をするよう

賃借人に周知徹底すること

とした。 

４(2) 

不動産に関する契約書に不備が

見受けられたのでチェック体制

の強化を求めたもの 

・土地賃貸借契約書について各

担当者が契約管財局作成の標準

様式や前回契約内容を参考に契

約書を作成していたため、同一

時期に同一相手方に交付した契

約書の記載内容が一部異なって

いたもの。 

・大阪市暴力団排除条例の趣旨

により契約書に添付している特

記仕様書の添付が漏れていたも

の。 

・契約に関する証明書類が1年

以上前のものなどが見受けられ

たので、契約締結に関するルー

ルやチェックリストの作成など

によりチェック体制の強化を求

めたもの。 

・契約書の記載内容が一部

異なっていたものについて、

標準様式を作成して当局共

有フォルダで情報共有し、

土地賃貸借契約標準様式に

ついては平成26年５月起案

分から様式を改め、土地売

買契約標準様式については

平成26年６月起案分から様

式を改めた。 

・暴力団排除に係る特記仕

様書の添付や証明書類等契

約締結に関するルールにつ

いては、現在のチェック方

法を強化するため、平成25

年12月から契約書の確認事

項を明確にし、管理監督者

によるチェックを徹底する

こととした。 

・さらなるチェック体制強

化のため、「市有不動産契

約事務確認シート（案）」

を作成した。同シートに記

載した、添付書類や契約内

容などチェック項目を複数

の職員で確認のうえ、決裁

に添付することとしている。

このシートを局内統一様式

として活用し、決裁作成時

と決裁時の２回にわたり複

数の職員で確認することで、

これまで以上にチェック体

措置済 
平成26年

４月30日 
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制を強化する。なお、同シ

ートの活用は２月以降試行

的に実施し、平成26年３月

起案分から本格活用してい

る。 

５ 

随意契約による業務委託の再委

託承諾理由が明確でなかったの

で改善するよう求めたもの 

・随意契約による業務委託で、

業務委託料の３分の１を超える

再委託申請について、承諾の決

裁が行われておらず、再委託理

由等の審査内容が決裁文書で明

確になっていなかった（抽出４

件中４件）ので、決裁において

再委託の必要性の審査を明確に

するよう求めたもの。 

・１件については、平成25

年度より決裁書類において

再委託の必要性の審査を行

ったうえで再委託承諾書を

作成して改善を行った。 

・１件については、随意契

約そのものを見直し、平成

25年度より一般競争入札に

切り替えることで改善を行

った。  

・２件については、平成25

年度業務委託の業務委託料

の３分の１を超える再委託

理由に対して、監査指摘後

直ちに、再委託が必要な妥

当性を文書化するとともに、

内部決裁を実施し改善を図

った。更に、平成26年１月

の契約事務審査会において

平成26年度の当該業務内容

について見直しを行い、一

部の業務を廃止することで、

随時契約自体を廃止し改善

を図った。 

・平成25年12月に業務委託

事務処理連絡会を実施する

ことで局内の周知徹底を図

った。 

措置済 
平成26年

１月28日 

６ 

貯蔵品の使用実績記録と台帳の

内容が実際と異なっていた事例

が見受けられたので、貯蔵品管

理に関する基準の明文化を求め

たもの 

・貯蔵品の一部について、平成

25年３月のたな卸しの結果が、

・平成25年度の使用実績記

録と貯蔵品台帳の払出数量

も一致していなかった件に

ついて、平成25年12月24日

に数量の訂正及び訂正に伴

う振替処理を実施した。 

・再発防止策として、平成

措置済 
平成26年

３月28日 
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在庫管理用の使用実績記録や貯

蔵品台帳に反映されておらず、

平成25年度における使用実績記

録と貯蔵品台帳の払出数量も一

致しておらず、貯蔵品の管理事

務手続に関して、明文化された

基準が作成されていなかったた

め、基準の明確化を求めたもの。

25年11月より毎月在庫量の

確認及び現場からの伝票等

の確認を担当職員で行って

いる。 

・貯蔵品管理に関する基準

の明文化について、平成26

年３月14日に基準資料の作

成、各担当への周知を行い、

貯蔵品の管理事務手続に反

映した。 

・平成26年３月28日に、予

算担当課長による貯蔵品実

地たな卸を実施した。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第３号 

監 査 の 対 象：平成25年度出資団体監査 大阪運輸振興株式会社 

所 管 所 属：交通局 

通知を受けた日：平成26年３月18日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

預り品（タイヤ）の管理手法に

ついて改善を求めたもの 

 本法人は、バスの交換用新品

タイヤを交通局から預かってい

るが、受払簿が整備されておら

ず、また、定期的な実地照合が

行われていなかったため、受払

簿を作成するとともに、定期的

な実地照合を行うよう改められ

たい。 

受託事業において使用さ

れるバスタイヤについては、

交通局からの預り品である

ことから、適切に管理する

必要があり、預かり資産の

紛失や盗難のリスクを回避

するため、平成26年１月１

日より、交通局通達に基づ

き、タイヤ受払簿を作成し、

現品との照合を現品の受払

時及び年度末日を基準とし

て定期的に行っているとの

報告を受けている。 

措置済 
平成26年 

１月１日 

１(2) 

咲洲トンネル通行回数券の受払

管理について改善を求めたもの

 本法人は、バス路線の運行上

必要となる咲洲トンネル通行回

数券について、交通局に申請し

受け取ることになっているが、

 咲洲トンネル通行回数券

については、平成25年12月

１日より、交付申請時の承

認手続き及び受入時の照合

手続を設け、適切な受払管

理を行うこととしたとの報

措置済 
平成25年

12月１日 
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同通行回数券の必要枚数の申請

時の承認手続及び受入時に申請

枚数と照合する手続が行われて

いなかったため、通行回数券の

受払管理を適切に行うよう改め

られたい。 

告を受けている。 

１(3) 

回数カードの受払管理について

改善を求めたもの 

 本法人は、業務上の近隣移動

のため、回数カードを職員へ貸

与しているが、返却された未使

用残高のある回数カードの受払

簿への記載漏れにより、受払簿

より現物が１枚多い状況となっ

ていたため、未使用残高のある

回数カードの返却を前提とした

貸出管理簿に改められたい。 

 回数カードの受払管理に

ついては、平成25年11月１

日より、貸出管理簿に「残

額」欄及び「残額カード引

き継ぎ」欄を追加し管理を

行っているとの報告を受け

ている。 

措置済 
平成25年

11月１日 

１(4) 

領収書の取扱について改善を求

めたもの 

 本法人が交通局から受託して

いる自動車営業所管理業務にお

いて、交付している領収書の様

式は営業所によって異なり、領

収書発行の受払管理も行われて

いなかったため、様式を定め、

適切に受払管理を行うよう改め

られたい。 

 お客さまからのお求めに

より発行する領収書につい

ては、平成26年２月１日よ

り、複写式による領収書を

活用し、様式の統一化とと

もに発行枚数の管理を実施

しているとの報告を受けて

いる。 

措置済 
平成26年

２月１日 

２ 

固定資産管理について改善する

よう求めたもの 

 本法人の経理規程によれば、

毎会計年度１回以上、所管の固

定資産を台帳と実地照合しなけ

ればならないとされているが、

過去１年以内に取得した資産に

ついてのみ照合が行われていた

ため、全ての固定資産について

実地照合するよう改められたい。

 また、資産番号を付与せず資

産名称で管理しており、現物に

は資産内容を記載したシールが

 固定資産の管理について

は、平成24年２月24日及び

26日に全ての固定資産の実

地照合を行い、今後も実在

性の確保のため、毎年度固

定資産の全てについて実地

照合を行うように改めると

ともに、実地照合をより正

確・効率的に行う観点から、

平成26年３月１日より番号

管理を行っているとの報告

を受けている。 

措置済 
平成26年

３月１日 
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貼り付けられているのみであっ

たため、網羅的及び効率的な実

地照合のため、網羅的に資産番

号を付して管理するよう改めら

れたい。 

３ 

効率的な費用支出となるよう改

善を求めたもの 

 本法人は、運転手の現場での

交代のために、交通局発行の共

通全線定期券を購入しているが、

人員の削減等が行われているに

もかかわらず、回数券を使用す

るか共通全線定期券を使用する

かの方針の見直しが検討されて

いなかったため、効率的な事業

運営の観点から、比較分析を行

い、いずれを採用するかの方針

を見直されたい。 

 現在の受託事業の規模に

ついて、昨年の４営業所か

ら現在３営業所となり、改

めてコスト面での比較を行

った結果、共通全線定期券

から回数カードへ切り替え

ることによるコスト面での

メリットが大きいことから、

平成25年12月１日より、回

数カードによる方法に切り

替えた。また、今後も情勢

の変化があれば、両者を比

較しメリットのある方法に

切り替えるとの報告を受け

ている。 

措置済 
平成25年

12月１日 

４ 

契約事務について改善するよう

求めたもの 

 本法人の経理規程及び契約事

務要領によれば、随意契約の締

結にあたっては原則として２人

以上から見積書を徴することと

されているが、２人以上から見

積書を入手していない随意契約

が３件見受けられたため、比較

見積を行わない場合には、その

合理性を明確に示した上で契約

を締結するよう改められたい。

 随意契約を進めるにあた

っては、２人以上の業者よ

り見積比較を行うことを原

則とし、緊急時等やむを得

ない理由で２人以上の業者

から見積書を徴しない場合

でも、比較見積を行わない

理由を稟議書に添付の上、

決裁権者が審査する方針に

添った対応を行っていると

の報告を受けている。 

措置済 
平成26年

３月10日 

５ 

情報システムのデータ管理及び

アクセス権限について改善を求

めたもの 

 本法人の会計システム及び給

与システムのデータについて、

ＵＳＢメモリにバックアップを

行っていたため、流出など不測

の事態を防止する観点から、適

 ＵＳＢメモリの管理につ

いては、平成25年11月１日

より、管理台帳を作成し、

適切に管理を行っているが、

サーバー等への保存により

バックアップが十分に行わ

れていることから、ＵＳＢ

メモリによるバックアップ

措置済 
平成25年

11月１日 
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切に管理されるよう改められた

い。 

 また、会計システムについて、

ＩＤ及びパスワードによる利用

制限が行われていなかったため、

ＩＤ及びパスワードによる利用

制限を行うよう改められたい。

については、年内をもって

廃止したとの報告を受けて

いる。 

 また、会計システムにつ

いては不正アクセスが行わ

れないよう、直ちにＩＤ及

びパスワードを設定したと

の報告を受けている。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第４号 

監 査 の 対 象：平成25年度公の施設の指定管理者監査 一般財団法人大阪市

コミュニティ協会及び大阪ガスビジネスクリエイト株式会社 

所 管 所 属：住吉区 

通知を受けた日：平成26年６月16日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

８ 

災害・事故マニュアルの整備に

ついて改善するよう求めたもの

 大阪ガスビジネスクリエイト

株式会社（以下「ＯＧＢＣ」と

いう。）と住吉区との間の基本

協定書では、「指定管理者は、

大阪市と協議の上、事故、災害

等に対応するための体制を整備

しなければならない。」と規定

しており、ＯＧＢＣの平成24年

度の事業計画書では、「想定さ

れる緊急事態（火災、停電（中

略）等）に対応したマニュアル

を整備する」と記載されている。

 しかしながら、ＯＧＢＣは、

平成24年度中に災害・事故マニ

ュアルを作成しておらず、平成

25年度も監査日（平成25年９月

２日、３日及び４日現在）にお

いて作成されていなかった。ま

た、住吉区は、当該マニュアル

が作成されていないことを把握

していなかった。 

 緊急対応マニュアルを作

成し、平成25年12月１日よ

り運用開始した。 

 また、住吉区民センター

の事情に応じた災害・事故

発生時のマニュアルを住吉

区と協議のうえ、随時内容

を見直し改定を行う。 

 住吉区は指定管理者の業

務遂行状況について、月１

回の作業報告（調整会議）

時に事業計画書に基づき適

正に遂行されているかどう

かをチェックする体制を構

築した。 

措置済 
平成25年 

12月１日 
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 これは、ＯＧＢＣにおいて、

事業計画書に記載した業務を確

実に実施したことを確認する仕

組みが構築されておらず、住吉

区においても、災害・事故の備

えに対する意識が低く、ＯＧＢ

Ｃが整備するとしているマニュ

アルを確認するプロセスがなか

ったことが原因と考えられる。

 ＯＧＢＣは、住吉区民センタ

ーの事情に応じた災害・事故発

生時のマニュアルを住吉区と協

議のうえ作成し、運用するとと

もに、住吉区においては、指定

管理者の業務の遂行状況をチェ

ックするプロセスを確立するよ

う改められたい。 

10 

避難経路上の防火戸が開閉が困

難となっていたため注意するよ

う求めたもの 

 指定管理者が作成し住吉消防

署に提出した住吉区民センター

の消防計画では、避難口に設け

る戸は、容易に解錠し開放でき

るものとし、防火戸は常時閉鎖

できるようにその機能を有効に

保持することとしている。  

しかしながら、住吉区民セン

ターのホールの前室からホワイ

エ（注）に通ずる避難経路上に

ある防火戸は常時閉鎖であるに

もかかわらず、その防火戸の扉

（以下「扉」という。）の下部

が床面を擦り、工具等を用いな

ければ開閉が困難になっていた

ため、開放したままの状態で使

用していた。また、左右の扉を

閉じた際に隙間が生じ、防火戸

の機能を充分に果たせなくなっ

ていた。  

平成26年１月20日、容易

に解錠し開放できるよう修

繕し、防火戸は常時閉鎖で

きるようにした。  

また、防火管理者は全て

の防火扉を再点検し、防火

扉であることがわかるよう

に「防火扉」の表示を行っ

た。防火設備を把握したう

えで、毎月点検・整備を行

い、不具合があれば、迅速

に住吉区へ報告する。 措置済 
平成26年

１月20日 
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これは、指定管理者が、常時

閉鎖の防火戸であることを認識

しておらず、また、適正に維持

管理していなかったためである。

この扉が、閉鎖した状態で開

放することが困難であれば、火

災等の災害時にホール利用者が

すみやかに避難できないおそれ

があり、また、開放したままの

状態では火災時に防火区画が形

成されず、被害が拡大するおそ

れがある。  

避難施設及び防火施設の機能

を有効に保持するため、すみや

かに修繕するとともに、防火管

理者は防火戸等の防火設備の配

置とその役割を認識し、消防計

画に定める防火管理者の責務を

果たされたい。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第４号 

監 査 の 対 象：平成25年度公の施設の指定管理者監査 一般財団法人大阪市

コミュニティ協会及び大阪ガスビジネスクリエイト株式会社 

所 管 所 属：中央区 

通知を受けた日：平成26年６月23日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１ 

人員配置について改善するよう

求めたもの 

 指定管理者募集要項において、

指定管理者は、施設の設置趣旨

・目的を達成するために会館の

運営に支障をきたさないように

職員を適切に配置し、供用時間

内は２名以上の職員を配置する

こととなっている。 

 しかしながら、平成25年３月

分の職員の出退勤時間管理簿を

抽出し、調査したところ、協会

指定管理者募集要項におい

て、２名以上の職員の配置

を求めていた平成24年度分

について、１名配置となっ

ていた時間に相当する人件

費部分は、平成26年１月17

日及び平成26年１月31日に

大阪市へ返還した。また、

平成25年度分についても、

業務代行料の精算時に１名

配置となっていた時間に相

当する人件費を算定し、業

措置済 
平成26年

４月１日 

毎週金曜日発行　　　　　　 　大 阪 市 公 報 第 5 6 8 1  号　　　　　　　 平成26年７月11日

124



 

 

 

 

 

が指定管理者となっている中央

区民センター及び中央会館、平

野区民センター及び平野区民ホ

ールにおいては、次のとおり実

際には１名しか配置されていな

い時間帯があることが確認され

た。 

・中央区民センター  

30時間30分 

・中央会館 

117時間 

・平野区民センター 

47時間20分 

・平野区民ホール 

36時間 

 また、これらの施設の所管区

である中央区、平野区では、こ

のような業務実態を把握できて

いなかった。 

 しかも、これらの区では、指

定管理業務の開始前に指定管理

者から提出される事業計画書の

職員ローテーション表において

も２名確保できていない時間帯

があるにもかかわらず、区でチ

ェックできておらず、指定管理

者に対する確認すら行われてい

なかった。 

 これらは、協会に募集要項に

記載された条件（職員配置２名

以上）を遵守する意識が乏しい

こと、また、所管区である中央

区及び平野区において協会の業

務実態や協会から提出される事

業計画書をチェックする体制が

十分でなかったことが原因であ

ると考えられる。 

 指定管理者は、定められた職

員配置を遵守するよう改められ

たい。また、所管区においては、

務代行料を確定して精算し

た。（（一財）大阪市コミ

ュニティ協会） 

 平成26年２月から職員ロ

ーテーション表の事前提出

及び定期的に行う指定管理

者との自己点検の会議等で

確認を行っている。また、

平成26年度については、指

定管理者に対して職員の適

正な配置を遵守させるため

年度協定書に職員配置の文

面を盛り込んだ。 
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定期的に職員の従事状況を確認

するなど、改善を行われたい。

 なお、２名以上の職員を配置

できていなかった時間に相当す

る部分については、指定管理者

募集時の条件を満たしておらず、

不当利得にもあたると考えられ

るので、所管区においては、今

回の監査で抽出した月以外の状

況も確認した上で、業務代行料

の返還を求められたい。 

５ 

施設ごとの収支計画・収支報告

の作成について改善するよう求

めたもの  

公の施設の適切かつ効率的な

管理を行うためには、本来、そ

れぞれの施設ごとに収支計画、

収支決算を管理していくべきと

考えられる。 

 しかしながら、協会は、管理

する中央区の２施設（中央区民

センター・中央会館）について

は、施設の収支計画、収支決算

を２施設の合計で本市に提出し、

平野区の２施設（平野区民セン

ター・平野区民ホール）につい

ては、業務代行料収支計画積算

明細における施設管理費及び光

熱水費は館ごとに積算しているも

のの、管理業務代行料精算書を

館ごとに作成しておらず２館の

合計額で本市に提出していた。

また、これらの所管区はそれ

ぞれの施設ごとに収支計画や決

算状況の提出を求めていなかっ

た。  

これは、施設ごとに置かれた

環境が異なるにもかかわらず、

協会及び所管区が、施設ごとに

経営管理を行うことの重要性に

 公会計制度の導入に伴い、

それぞれの収支状況を把握

していく必要が生じると考

えられるため、平成25年度

より、施設ごとの収支計画

を作成させ提出させるよう

改めた。 

措置済 
平成26年

３月24日 
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対する認識が乏しかったことが

原因と考えられる。 

所管区においては、今後の施

設のあり方や業務代行料を精査

していくためにも、各施設を維

持していくためのコストを正確

に把握する必要性があることを

十分認識し、協定書に各施設ご

との収支計画及び決算を作成し、

提出するよう明記するなど改善

を図った上で、協会に対し、施

設ごとの収支の提出を求めるよ

う改められたい。  

７ 

備品管理について改善するよう

求めたもの 

 協会と所管区との間の基本協

定書では、指定管理者は本市の

施設、備品等を適正に管理しな

ければならないとされ、少なく

とも本市の備品を特定できてい

ることが必要である。 

 しかしながら、中央区及び平

野区の各施設では、備品シール

が貼付されていないものが複数

認められ、本市の備品が直ちに

特定できる状況とはなっていな

かった。協会と平野区の間の平

成24年度の年度協定書に付され

た備品目録には、品名と数量が

記載されているのみで、メーカ

ー、備品番号等、備品を特定す

るための必要事項が記載されて

いなかった。 

 これは、本市の備品を厳正に

管理しなければならないという

意識が協会、所管区ともに乏し

いことが原因と考えられる。 

 協会及び所管区においては、

本市の備品と協会の備品の区別

を徹底し、適正に管理するよう

 備品台帳の整備により、

備品の特定は行っており、

本市の備品については、備

品シール貼付の手続きを行

った。 

措置済 
平成25年

12月24日 
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改められたい。 

９ 

空調設備の不具合を改善するよ

う求めたもの  

中央会館においては、空調設

備が３台設置され、そのうち１

台は平成23年に故障したため、

同年度より区役所から市民局へ

改修整備費用を要求している。

 しかしながら、区役所は、２

台運転でも利用者への影響がな

く、館内の空調機能に問題がな

いと判断し、これまで他の設備

の修繕を優先していた。  

当時の設計によると３台運転

で設計されており、１台が故障

の状態では必要な空調設備能力

に対して８割程度しか能力がな

いことより、冷房シーズンには

能力が不足するおそれがある。

また、本設備は建設から25年以

上経過し老朽化しており、最大

能力の２台運転を続けると消耗

が大きく故障するおそれもある。

平成25年度も予算要求してい

るものの、他の緊急案件がある

ため実施できないとのことであ

るが、今後は、市民局に緊急性

を説明するなど、平成26年度の

夏までには故障中の空調設備の

修繕を完了するよう協議された

い。 

 吸収式冷温水機について

は、平成26年５月に修繕工

事を実施した。 

措置済 
平成26年

５月30日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第４号 

監 査 の 対 象：平成25年度公の施設の指定管理者監査 一般財団法人大阪市

コミュニティ協会及び大阪ガスビジネスクリエイト株式会社 

所 管 所 属：平野区 

通知を受けた日：平成26年６月23日 
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指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１ 

人員配置について改善するよう

求めたもの 

 指定管理者募集要項において、

指定管理者は、施設の設置趣旨

・目的を達成するために会館の

運営に支障をきたさないように

職員を適切に配置し、供用時間

内は２名以上の職員を配置する

こととなっている。 

 しかしながら、平成25年３月

分の職員の出退勤時間管理簿を

抽出し、調査したところ、協会

が指定管理者となっている中央

区民センター及び中央会館、平

野区民センター及び平野区民ホ

ールにおいては、次のとおり実

際には１名しか配置されていな

い時間帯があることが確認され

た。 

・中央区民センター 

  30時間30分 

・中央会館 

  117時間 

・平野区民センター 

 47時間20分 

・平野区民ホール 

 36時間 

 また、これらの施設の所管区

である中央区、平野区では、こ

のような業務実態を把握できて

いなかった。 

 しかも、これらの区では、指

定管理業務の開始前に指定管理

者から提出される事業計画書の

職員ローテーション表において

も２名確保できていない時間帯

があるにもかかわらず、区でチ

ェックできておらず、指定管理

１名配置となっていた時

間に相当する人件費部分は

利息を含めて平成26年１月

17日及び平成26年１月31日

に大阪市へ返還した。なお、

平成25年度分についても、

業務代行料精算時に１名配

置となっていた人件費を算

定し、平成26年５月７日に

大阪市に戻入した。 

 指摘後は毎月の職員ロー

テーション表を区へ提出し、

定例会議において勤務状況

などの報告を行っている。

（（一財）大阪市コミュニ

ティ協会） 

措置済 
平成26年

５月７日 

毎週金曜日発行　　　　　　 　大 阪 市 公 報 第 5 6 8 1  号　　　　　　　 平成26年７月11日

129



 

 

 

 

 

者に対する確認すら行われてい

なかった。 

 これらは、協会に募集要項に

記載された条件（職員配置２名

以上）を遵守する意識が乏しい

こと、また、所管区である中央

区及び平野区において協会の業

務実態や協会から提出される事

業計画書をチェックする体制が

十分でなかったことが原因であ

ると考えられる。 

 指定管理者は、定められた職

員配置を遵守するよう改められ

たい。また、所管区においては、

定期的に職員の従事状況を確認

するなど、改善を行われたい。

 なお、２名以上の職員を配置

できていなかった時間に相当す

る部分については、指定管理者

募集時の条件を満たしておらず、

不当利得にもあたると考えられ

るので、所管区においては、今

回の監査で抽出した月以外の状

況も確認した上で、業務代行料

の返還を求められたい。 

２ 

附属設備使用料の未収金の管理

について改善するよう求めたも

の  

大阪市コミュニティ振興施設

条例で、附属設備の使用につい

て、使用者は、市規則で定める

使用料を前納して附属設備を使

用することができるとされてお

り、協会と平野区との間の基本

協定書では、附属設備に係る使

用料は、条例及び規則に定める

額とされている。  

しかしながら、附属設備使用

料について、平成24年８月に発

生した１回の利用に係る174件、

未収金については平成25

年12月25日に大阪市に納付

した。  

指摘後は毎月末に当月の

未納がないかをチェックを

行った。 

（（一財）大阪市コミュニ

ティ協会） 措置済 
平成25年

12月25日 
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57,600円の未収について、監査

日（平成25年９月24日）現在、

指定管理者はその事実を把握し

ておらず、平野区においても、

本市収入となるべきものが未収

となっている事実を把握できて

いなかった。  

これは、使用料が前納となっ

ているため、協会に適正に未収

金の管理を行う意識が乏しかっ

たこと、また、平野区において

は、使用料が確実に収入されて

いることを確認する仕組みが整

備されていないことが原因であ

ると考えられる。 

 協会は、本件未収金について、

本市の収入とするべく早急に措

置を講じるとともに、協会及び

平野区は、未収が発生しても適

正に債権管理を行うことができ

る仕組みを構築するよう改めら

れたい。 

３ 

人件費の精算について取決めど

おり行うよう求めたもの  

協会と平野区との間の平成24

年度の年度協定書では、本事業

の精算においては、業務代行料

の内訳にかかる人件費について

は定額とされており、協定締結

時の人件費相当額がそのまま確

定金額（精算金額）となる方法

が採られている。  

同年度の人件費は、業務代行

料収支計画積算明細において、

「32,072,250円」と定められて

いるにもかかわらず、協会は、

平野区に提出した業務代行料精

算書の「２ 支出」において人

件費を「32,122,200円」と記載

しており、49,950円の差が生じ

差額については平成25年

12月25日に大阪市へ返還し

た。  

指摘後は精算時のチェッ

ク体制を強化し、ダブルチ

ェックでミスのないよう努

める。 

（（一財）大阪市コミュニ

ティ協会） 
措置済 

平成25年

12月25日 
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ていた。  

これは、主に協会が人件費に

含めてはならない施設賠償保険

料を人件費に含めて計上したこ

とによるものであるが、平野区

が協会から提出された精算書に

ついて十分なチェックを行って

おらず、訂正を求めていなかっ

たことも原因と考えられる。 

協会は、平野区に提出する業

務代行料精算書の人件費の記載

について、年度協定書の規定を

遵守するとともに、平野区は、

提出された精算書について十分

にチェックを行い、誤りがある

場合には指定管理者にその訂正

を求めるよう改められたい。 

また、この差額について、剰

余額の再精算が必要な場合は、

所要の措置を講じられたい。 

４ 

使用料を適切に徴収するよう求

めたもの  

区役所附設会館等の施設にお

ける貸室の使用料は、「入場料

これに類する料金を徴収しない

場合」と「入場料これに類する

料金を徴収する場合」に区分さ

れており、指定管理者は利用者

から正確な区分により使用料を

徴収するべきである。  

しかしながら、平成25年１月

分を抽出し、調査したところ、

平野区民ホールにおいて、次の

とおり協会が誤った料金区分に

より使用料を徴収している事例

が見受けられた。 

・申込書では「入場料有」と記

載されていたが、実際には「料金

を徴収しない場合」の区分で使

用料を徴収していたもの（（誤）

多く徴収した利用料の差

額については平成26年１月

14日に利用者へ返還し、少

なく徴収した差額について

は平成26年１月８日に大阪

市へ納付した。  

指摘後は申込み時のチェ

ックポイントの徹底をはか

り内容に間違いがないかダ

ブルチェックを行っている。

（（一財）大阪市コミュニ

ティ協会） 

措置済 
平成26年

１月14日 
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41,880円 （正）62,880円） 

・申込書では「入場料無」と記

載されていたが、実際には「料金

を徴収する場合」の区分で使用

料を徴収していたもの（（誤）

2,000円 （正）1,300円）  

これは、協会及び平野区にお

いて、使用料の収入に際し、料

金区分を十分にチェックしてい

なかったことが原因であると考

えられる。  

協会及び平野区は、適正な使

用料と実際に徴収した使用料の

差額について、所要の措置を講

じるとともに、このような誤り

が起こらないよう再発防止策を

講じられたい。 

５ 

施設ごとの収支計画・収支報告

の作成について改善するよう求

めたもの  

公の施設の適切かつ効率的な

管理を行うためには、本来、そ

れぞれの施設ごとに収支計画、

収支決算を管理していくべきと

考えられる。  

しかしながら、協会は、管理

する中央区の２施設（中央区民

センター・中央会館）について

は、施設の収支計画、収支決算

を２施設の合計で本市に提出し、

平野区の２施設（平野区民セン

ター・平野区民ホール）につい

ては、業務代行料収支計画積算

明細における施設管理費及び光

熱水費は館ごとに積算している

ものの、管理業務代行料精算書

を館ごとに作成しておらず２館

の合計額で本市に提出していた。

また、これらの所管区はそれ

ぞれの施設ごとに収支計画や決

平成25年度の施設ごとの

収支計画書は平成26年１月

30日に修正した。また、平

成26年度の収支計画書は平

成26年３月７日に作成した。

平成25年度の施設ごとの

収支決算書は平成26年４月

18日に提出した。 

（（一財）大阪市コミュニ

ティ協会） 

措置済 
平成26年

４月18日 
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算状況の提出を求めていなかっ

た。  

これは、施設ごとに置かれた

環境が異なるにもかかわらず、

協会及び所管区が、施設ごとに

経営管理を行うことの重要性に

対する認識が乏しかったことが

原因と考えられる。 

所管区においては、今後の施

設のあり方や業務代行料を精査

していくためにも、各施設を維

持していくためのコストを正確

に把握する必要性があることを

十分認識し、協定書に各施設ご

との収支計画及び決算を作成し、

提出するよう明記するなど改善

を図った上で、協会に対し、施

設ごとの収支の提出を求めるよ

う改められたい。  

７ 

備品管理について改善するよう

求めたもの 

 協会と所管区との間の基本協

定書では、指定管理者は本市の

施設、備品等を適正に管理しな

ければならないとされ、少なく

とも本市の備品を特定できてい

ることが必要である。 

 しかしながら、中央区及び平

野区の各施設では、備品シール

が貼付されていないものが複数

認められ、本市の備品が直ちに

特定できる状況とはなっていな

かった。協会と平野区の間の平

成24年度の年度協定書に付され

た備品目録には、品名と数量が

記載されているのみで、メーカ

ー、備品番号等、備品を特定す

るための必要事項が記載されて

いなかった。 

 これは、本市の備品を厳正に

 指摘後は保管場所、備品

番号、メーカー名などを記

載した備品台帳を作成する

とともに、市備品、協会備

品に備品シールを貼り付け、

区別を徹底した適正な管理

を行っている。 

（（一財）大阪市コミュニ

ティ協会） 

措置済 
平成26年

12月27日 
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管理しなければならないという

意識が協会、所管区ともに乏し

いことが原因と考えられる。 

 協会及び所管区においては、

本市の備品と協会の備品の区別

を徹底し、適正に管理するよう

改められたい。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第６号 

監 査 の 対 象：平成25年度定期監査等 経済戦略局所管（中央卸売市場を含

む。）の建築、電気、機械及び情報システムに係る工事等の

施行状況及び施設の維持管理状況 

所 管 所 属：中央卸売市場 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

２(1) 

アスベスト含有建材の解体作業

及び同作業に係る工事成績評定

が適正でなかったもの 

 「中央卸売市場東部市場東敷

地事務所解体撤去工事」の工事

写真を確認すると、窓を開けた

状態や外壁を撤去した後に床の

ビニールシートなどを撤去して

いるものが見受けられた。 

 アスベスト飛散防止措置が適

正に行われていなければ、工事

関係者、周辺住民の健康被害に

つながる可能性がある。 

 今後は、施工中にその都度確

認すべき事項についてのチェッ

クリストを作成し、組織でその

確認するなど、チェック体制を

改善されたい。 

・アスベスト含有建材の解

体作業における施工監督上

の留意点やチェックリスト

及び工事写真の施工例を示

した「石綿含有成形板除去

工事監督要領」を新たに制

定し、平成26年５月23日に

担当職員を対象に研修を実

施した。 

・今後も定期的に研修を実

施し、施工監督に必要な知

識等を高めることにより、

再発防止に努める。 

措置済 
平成26年

５月23日 

２(2) 

 アスベスト含有建材の解体作

業及び同作業に係る工事成績評

定が適正でなかったもの 

 請負工事の検査時の成績評定

は、監督または検査で確認した

・本市「請負工事成績評定

運用ガイドライン」に基づ

く適正な工事成績評定を行

うよう、平成26年５月23日

に担当職員を対象に研修を

措置済 
平成26年

５月23日 
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事項について、監督職員または

検査員ごとに的確かつ公正に行

うものとされている。 

 しかしながら、「中央卸売市

場東部市場東敷地事務所解体撤

去工事」においては、補助監督

職員及び検査職員ともに「有害

物の処理が適切にされている」

と評価していた。 

 このような事態が生じている

のは、補助監督職員及び検査職

員が工事の施工状況を十分に把

握しないまま、工事成績採点の

考査を行っていたことなどによ

ると認められる。 

 今後は、施工状況を十分に把

握した上で事業請負成績調書の

考査を行い、厳正な検査となる

ようにされたい。 

実施した。 

・今後も定期的に研修を実

施し、工事検査に必要な知

識等を高めることにより、

適正な工事検査に努める。

４(1)

ｱ 

施設警備業務委託の積算及び警

備員の資格の指定について改善

を求めたもの 

 清掃、警備の積算にあたって、

積算基準に適合しない事例が見

受けられた。 

 「大阪市中央卸売市場本場保

安警備業務委託長期継続」ほか

１件については、労務数量（勤

務時間）に最低賃金を乗じて算

出した額を最低制限価格を設定

する際の掛け率（10分の６）で

割り戻して予定価格としており、

直接物品費等を加算していなか

ったため、過小な積算となって

いた。 

 予算要求に際して前年度の予

算を上回る要求が認められない

ことから、従前から行われてい

た算出方法を改善できなかった

ことが原因と認められる。 

・平成26年度契約分（平成

26年６月１日～）より予定

価格の算定方法を見直し、

国土交通省の積算基準に則

り算定した予定価格に改め

た。 

・今後も担当者向け事務説

明会等を通じて、適正な予

定価格の算定に努めるよう、

定期的に周知・徹底を図る。

措置済 
平成26年

４月１日 
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 今後は、警備内容を見直すな

ど経費削減の努力を行うととも

に、それでもなお必要な経費は

要求し、適正な予定価格による

入札を行われたい。 

４(1) 

ｲ 

施設警備業務委託の積算及び警

備員の資格の指定について改善

を求めたもの  

清掃、警備の積算にあたって、

積算基準に適合しない事例が見

受けられた。  

「大阪市中央卸売市場南港市

場保安警備業務委託」について

は、仕様書において警備責任者

及び警備副責任者は、それぞれ

積算基準の警備員の区分では警

備員Ａ及び警備員Ｂに相当して

いる。  

しかしながら、直接人件費を

算出する際の労務単価は、警備

員Ｃの単価を採用していた。ま

た、一般管理費は積算基準で定

められた範囲より低い割合とし

ており、過小な積算となってい

た。  

今後は積算基準に則して適正

な積算をされたい。 

・平成26年度契約分（平成

26年６月１日～）より予定

価格の算定方法を見直し、

国土交通省の積算基準に則

り算定した予定価格に改め

た。 

・今後も担当者向け事務説

明会等を通じて、適正な予

定価格の算定に努めるよう、

定期的に周知・徹底を図る。

措置済 
平成26年

４月１日 

４(2) 

施設警備業務委託の積算及び警

備員の資格の指定について改善

を求めたもの 

 前述の「積算基準」によれば、

警備員の区分として、警備員Ａ

は「施設警備１級の検定資格を

有する者、若しくは警備業務に

ついて、高度な技術力及び判断

力並びに作業の指導等の総合的

な技能を有し、実務経験６年以

上程度の者」とされ、警備員Ｂ

は「施設警備２級の検定資格を

有する者、若しくは警備業務に

・警備員の資格要件の設定

に関する統一的な基準を新

たに定めた。 

・平成26年度契約分（平成

26年６月１日～）より、上

記基準に則り仕様書の記載

内容を改め、各場の現場実

態に応じて警備員に求める

資格要件の明確化を図った。

・今後も担当者向け事務説

明会等を通じて、上記基準

に基づき適正な仕様とする

よう、定期的に周知・徹底

措置済 
平成26年

４月１日 
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ついて、作業の内容判断ができ

る技術力及び必要な技能を有し、

実務経験３年以上６年未満程度

の者」とされている。 

 しかしながら、中央卸売市場

本場及び東部市場の保安警備業

務委託については、警備の責任

者等に関して警備員Ｂが相当な

のか警備員Ａが相当なのか判断

しがたいものとなっていた。 

 また、警備の副責任者につい

て、東部市場では責任者と同じ

資格要件であったが、施設規模

の大きい本場ではその他の警備

員と同様の要件となっており、

副責任者に求める要件が異なっ

ていた。 

 今後は、積算基準などを十分

確認し、南港市場の警備業務も

含め、警備員に求める資格要件

を明確にするとともに、各市場

の警備員の配置が市場の規模や

警備内容に応じて妥当なものと

なるよう精査されたい。 

を図る。 

６ 

サービスレベルアグリーメント

について仕様書通りの履行確認

ができていなかったので改善す

るよう求めたもの  

中央卸売市場が平成23年度以

降に発注した「中央卸売市場情

報システム保守・運用業務委託」

ほか３件の情報システムの保守

等業務委託について、質問等に

対する対応が定めた時間内にで

きた割合を指標として目標値を

設定し、評価することとしてい

た。  

しかしながら、その割合の目

標値が設定されていない、緊急

を要する障害対応について報告

・総務局行政部ＩＴ統括課

から助言のもと、平成26年

度保守業務委託契約からは、

サービスレベルアグリーメ

ント（ＳＬＡ）評価を適切

に行えるように通常時保守

対応と緊急時保守対応を区

分して、本市が受託者に求

める区分ごとのＳＬＡ項目、

測定方法、目標値（遵守率）

を仕様書に明確に定め、そ

の報告を適切に履行させて

評価を実施している。 

・また、業務を適切に遂行

するため、ＳＬＡ評価を含

めたシステム保守業務の知

措置済 
平成26年

５月７日 
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書の記載内容が仕様書に適合し

ていないものがあった、報告書

で対応に要した時間を把握でき

ないものがあったなど、適切に

運用されていなかった。  

今後は、研修等により職員の

知識の習得を図るとともに、総

務局行政部ＩＴ統括課からの助

言を求めることにより、所管す

る情報システムの保守業務委託

契約を適切に履行し、最適なサ

ービスレベルを確保されたい。

識の習得を目的とした担当

者研修を平成26年４月25日

に実施した。 

・今後も研修等の機会を通

じて、業務に必要な知識等

を高め、保守業務委託契約

を適切に履行していく。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第７号 

監 査 の 対 象：平成25年度定期監査等  保健所（管理課、保健医療対策課及

び感染症対策課）所管事務 

所 管 所 属：健康局 

通知を受けた日：平成26年６月11日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

委託事業の履行確認方法につい

て改善を求めたもの 

 結核再発防止対策としてＤＯ

ＴＳ事業の委託について、受託

事業者の服薬支援者が各区保健

福祉センターにおいて患者訪問

実績を記録するＤＯＴＳ記録票

と、受託事業者が毎月保健所に

提出する事業活動報告書に記載

された患者訪問実績について一

致しないものが見受けられた。

 現状の管理体制を改め、受託

事業者を指導するとともに、保

健所と区保健福祉センターが連

携する管理体制を構築されたい。

・受託事業者に対し、内部

統制を徹底し正確な事業活

動報告書を提出するよう指

導した。 

・保健所が提出を受けた事

業活動報告書の内容を区保

健福祉センターと共有する

ことで、区保健福祉センタ

ーでＤＯＴＳ記録票と照合

し、確実な記録管理ができ

るよう管理体制の見直しを

図った。 

措置済 
平成26年 

１月21日 

１(2) 委託事業の履行確認方法につい

て改善を求めたもの 

 先天性代謝異常等検査業務の

検査精度維持のため、第三者機

・未提出であった平成25年

度第１・２四半期の中間報告

書については、平成25年12

月12日に提出を受け、検査

措置済 
平成26年

４月１日 
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関に検査精度業務を委託し、検

査機関に送付される精度管理結

果（写し）の提出を仕様書で義

務づけている。 

 平成25年度の精度管理結果

（写し）については、未提出で

あったので、精度管理結果につ

いて、仕様書どおりに検査機関

から提出させること、検査精度

の異常が発覚した場合には速や

かに本市に報告される仕組みを

構築するなどの改善を図られた

い。 

結果に異常がなかったこと

を確認。（第３・４四半期

についても平成26年１月、

４月にそれぞれ提出あり。）

・平成26年度の精度管理業

務においては、精度試験結

果を発注者及び検査機関双

方に報告する仕様内容に変

更し契約を締結。 

・また、異常が発覚するな

ど精度管理上早急な対応が

必要な場合も発注者及び検

査機関双方に報告する仕様

内容としている。  

２ 

助成事業に係る事務処理手続の

改善を求めたもの 

 未熟児や小児慢性特定疾患等

の患者を対象とした医療費助成

事業について、申請書類の不備

連絡や照会等に時間を要するな

どの理由により、患者等の申請

から医療券の交付までの期間が、

標準的期間より長期に及んでい

るものが散見され、事務処理の

進捗状況が把握されていなかっ

た。 

 患者等の負担軽減のため、事

務処理の迅速化を図り、処理状

況を把握できる仕組みを構築す

るなど事務処理手続を改められ

たい。 

【未熟児養育医療】 

・期間の短縮に関して、平

成26年4月より医療券の交

付を保健所からの直接郵送

へと変更。（従来は区役所

経由での交付） 

・進捗管理に関しては、申

請書に個票（不足資料のチ

ェック欄、各区への連絡記

録）を添付し、処理状況が

把握できる仕組みを構築。

また、各区からの送付票に

より交付状況のチェックを

行い進捗確認を実施。 

【小児慢性特定疾患】 

・「進捗状況確認簿」を作

成し申請書類の処理状況が

把握できる仕組みを構築し

た。 

措置済 
平成26年

４月１日 

(2) 

公害健康被害の被認定者遺族へ

の遺族補償に係る事務について

改善を求めたもの  

公害健康被害補償法による遺

族補償制度に係る、保健所の調

査の結果、制度説明経過が不明

なもの及びその後の遺族対応が

･３月末までに「公害健康

被害補償制度事務手続解説

書」及び「補償給付金の過

払回収手続要領」について

、区職員が従事すべき内容

やその趣旨を詳細に明記す

るとともに、遺族との交渉

措置済 
平成26年

６月２日 

毎週金曜日発行　　　　　　 　大 阪 市 公 報 第 5 6 8 1  号　　　　　　　 平成26年７月11日

140



 

 

 

 

 

できていないもの、これらの記

録がなされていないケース等が

散見された。  

一連の手続について、区保健

福祉センターの職員の十分な制

度理解を可能にし、時系列に事

務処理を進めることができる様

式や記載要領を備えたマニュア

ルとなるよう改善されたい。 

を記録する様式などを整備

した。 

・４月４日～25日、北区・

中央区・港区・淀川区・城

東区・住吉区 の各区保健

福祉センターへ改正後マニ

ュアルについて試行依頼

し､不備がないか確認した。

・各区から試行結果につい

て意見を集約し、改正後マ

ニュアルを見直した。 

・５月23日に区保健福祉セ

ンター職員を対象とした、

「公害健康被害の補償等に

関する法律担当者事務説明

会」を開催し、改正後マニ

ュアルについて説明。 

・６月２日から改正後マニ

ュアルにより業務開始予定。

・９月に業務の実施状況に

ついて調査し、必要に応じ

て改正後マニュアルを見直

す。 

５ 

薬資材・ワクチンの管理方法に

ついて改善を求めたもの 

 検診等に使用する薬資材及び

ワクチンについて、受払簿を作

成せずに管理しているもの、使

用期限直前のもの等が見受けら

れた。使用実態を踏まえた適正

かつ効率的な管理方法に改めら

れたい。 

・管理資材について受払を

管理すべき薬資材と消耗品

扱いとする資材に分類し、

使用実態に応じて受払管理、

使用期限管理及び在庫管理

を行うことのできる様式に

改めた。 

・使用期限直前の在庫があ

ったツベルクリン反応液に

ついては、年間一括購入を

必要数随時購入に改め、各

区保健福祉センターでの保

管数を必要最小限にした。

措置済 
平成26年

２月27日 

６ 

システムのアクセス権限の適正

管理に係るＩＴ統制の整備・運

用を求めたもの 

 複数ＩＤが設定不可のシステ

・平成26年１月に、ユーザ

ー管理ツールのプログラム

変更及び適用変更により、

個人ＩＤ化を実施｡ 

措置済 
平成26年

１月29日 
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ム、端末機管理者ＩＤを共有し

ているシステム、付与ＩＤに関

して人事異動等が反映されてい

ないシステムが見受けられたの

で、不正アクセスリスクを制御

するためのＩＴ統制を整備し、

適正に運用できる体制とされた

い。 

・セキュリティ実施手順に

基づき、３カ月に１回のパ

スワード変更を実施。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第９号 

監 査 の 対 象：平成25年度定期監査等 建設局所管の土木、建築並びに電気、

機械及び情報システムに係る工事等の施行状況及び施設の維

持管理状況 

（土木は下水道河川部所管を除き、電気、機械及び情報シス

テムは道路関係事務を除く。 

所 管 所 属：建設局  

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

３ 

休日及び夜間施工時の協議事項

について改善を求めたもの 

 「東部方面管理事務所管内道

路維持修繕その他工事－２」に

ついて、休日に実施したアスフ

ァルト舗装の工事写真より、雨

合羽を着用した作業員による舗

装作業や、通行人が傘をさして

いる状況が確認された。 

 また、当日の天候が作業前か

ら雨であったことが明らかであ

るにもかかわらず、受注者が約

250平方メートルの舗装作業を

行っていた。 

 なお、作業翌日に受注者より

監督職員に提出された「休日・

夜間施工実施報告」には、当日

の天候は「晴れ」と事実と異な

る記載がなされていた。 

 今後は、監督職員が事前に休

・監督職員が事前に休日及

び夜間の工事施工可否等を

適切に判断できる協議事項

について、受注者より休日

及び夜間施工の申請があっ

た場合には、休日施工予定

前の最終平日及び夜間施工

日の時間内に天気予報も加

味した協議を行い、工事実

施の決定を行うとともに、

工事請負共通仕様書の記載

事項の遵守について確認を

行い、また、不測の事態

（夜間施工時の沿道苦情、

工事規制に伴う著しい交通

渋滞等）により本市監督職

員の判断を必要とする場合

には、施工計画書に記載さ

れている、休日等の連絡体

制に基づき本市監督職員と

措置済 
平成26年 

３月26日 
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日及び夜間の工事施工可否等を

適切に判断できるよう、協議す

べき事項を定められたい。 

 また、引き続き、当該舗装箇

所の経過観察を行われたい。 

協議するよう受注者に指導

を行うよう、監督員会議（平

成26年３月26日）の場を通

じて担当職員に受注者への

指導を行うよう周知徹底を

行った。 

・また、引き続き、当該舗

装箇所の経過観察を行った

が、１年以上経過したが問

題はない。 

６(1) 

設備修繕業務の検査職員体制に

ついて改善を求めたもの 

 天王寺動植物公園事務所及び

花博記念公園事務所（以下「両

公園事務所」という。）が発注

する設備の修繕業務については、

検査を両公園事務所で行うこと

としていたため、業務内容に精

通していない職員が検査を担当

している状況が見受けられた。

 今後は、設備の修繕業務の検

査においても、適切な検査職員

体制に改められたい。 

・今回、旧ゆとりとみどり

振興局建設工事等の検査職

員分担規定を廃止し、建設

局検査職員職務分担表を改

定し（平成26年２月10日改

定）、天王寺動植物公園事

務所及び花博記念公園事務

所を含む公園関係の設備修

繕の検査については、基本

的に建設局の検査担当であ

る工務課工事監理担当で行

うこととし、電気及び機械

担当係長が検査補助者とな

るようにして、適切な体制

で検査を行っている。 

措置済 
平成26年

２月10日 

６(2) 

監督職員と検査職員が同一とな

らないよう検査に関する規定を

定めるよう求めたもの 

 「大阪城公園梅林便所扉等他

１箇所修繕一式」ほか修繕１件

及び「北部方面公園事務所外２

箇所庁舎機械警備業務委託」に

ついて、監督・検査体制につい

て確認したところ、監督職員と

検査職員が同一となっていた。

 今後は、確実な履行を図るた

めに、監督職員と検査職員を別

職員とすることとし、やむをえ

ず同一となる場合は、監督、検

査を補助する職員となる係長等

・平成25年度からは、普通

修繕及び業務委託について

も監督を担当する職員と検

査を担当する職員が同一と

ならないようクロス検査を

行っている。 

・また、２月10日付けで「建

設局検査職員、監督職員指

定方針」に公園事業に係る

土木、建築、設備部門の請

負工事、業務委託ならびに

物品購入等の検査職員及び

監督職員の職務分担を統合

改訂し、関係先へ周知した。

措置済 
平成26年

２月10日 
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が同一とならないように選定す

るなど改善されたい。 

７(2) 

建築基準法に基づく特殊建築物

の点検項目が告示に定められた

ものとなっていなかったため改

善を求めたもの  

定期点検を行うべき建築物の

リストとして「公共建築物定期

点検実施確認表」を作成し、点

検が必要な施設について点検を

行っているが、同点検表におい

て定期点検が必要としている建

築施設について、次のような不

適正な事例が見受けられた。 

土佐堀地下駐車場ほか６駐車

場については、指定管理者が定

期点検を行っているが、告示に

基づいた項目とは異なる項目の

点検表を受領していた。 

適正な定期点検を怠ると、重

大な損傷を見過ごすおそれがあ

るため、至急、告示で定められ

た内容に基づき点検を行うとと

もに、今後は、法改正などが行

われた際には、確実にその内容

を組織内で共有し、すみやかに

業務の実施手順に反映し、適正

な定期点検を行われたい。 

・指定管理者に対し、速や

かに現在告示に基づく適切

な項目内容による点検結果

の報告を指示し、３月14日

付で報告書を受領した。 

・法改正などが行われた際

の組織内情報伝達について

は、関係部署を集めた会議

等の場を設けることで確実

に情報伝達を行い、各担当

者が変更に関する認識を深

められるように、５月１日

付で体制の見直しを行った。
措置済 

平成26年

５月１日 

９(1) 

下水道施設管理計画策定支援ツ

ールについて 

情報システムに係る協議を適切

に行うよう求めたもの 

 「下水道施設管理計画策定支

援ツール改良業務委託」を下水

道河川部調整課が調達したが、

支援ツール作成時にＩＴ協議を

実施していなかったことから、

情報システムの調達等にあたっ

て必要となるＩＴ協議を実施し

ておらず、市副ＣＩＯの承認を

・ＩＴ協議実施必要事項等

について、局ＩＴ担当で局

内説明会を行い、担当課に

周知を行った。 

・今後、局情報統括責任者

（工務課ＩＴ担当）におい

てＩＴ協議対象業務の把握

を行うため、定期的（年２

回）に文書照会を実施する。

措置済 
平成26年

５月23日 
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受けていなかった。 

 今後は、情報システムの調達

等にあたっては、適切に総務局

ＩＴ統括課の指導及び助言を受

け、市副ＣＩＯの承認を得るよ

う、局情報統括責任者等がＩＴ

推進規程及び実施要領に基づき

再確認を実施する体制を構築さ

れたい。 

９(2) 

競争性のない方法でパーソナル

コンピュータの調達が行われて

いたので改善するよう求めたも

の 

 支援ツール改良業務において、

データ量の増加等に伴い必要と

なる新しいパーソナルコンピュ

ータを、特名随意契約している

本業務委託の成果品の一部とし

て納品させていた。なお、この

パーソナルコンピュータに係る

費用は受託者から徴取した本業

務委託の見積書に別計上されて

いなかった。 

 今後は、情報システムの改良

業務等においては、準備段階で

「大阪市ＩＴ調達検討・準備ガ

イドライン」に基づき、ＩＴ統

括課の指導、助言を受けながら

適時適切な検討を行い、情報シ

ステムの開発等とあわせて機器

調達する場合は相互の工程管理

を緻密に行うことにより、契約

管財局が定める契約事務に係る

各種ガイドラインに則った適正

な調達を実施されたい。 

・ＩＴ協議実施必要事項等

について,局ＩＴ担当で局

内説明会を行い、担当課に

周知を行った。 

・今後、局情報統括責任者

（工務課ＩＴ担当）におい

てＩＴ協議対象業務の把握

を行うため、定期的（年２

回）に文書照会を実施する。

・ＩＴ協議対象業務を適切

に把握することで、ＩＴ統

括課と協議を適時適切に行

い、契約事務に係る各種ガ

イドラインに則った適正な

調達を実施する。 

措置済 
平成26年

５月23日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：淀川区 
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通知を受けた日：平成26年５月26日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しないよ

う、少なくとも年１回、台帳や

受払簿の内容確認や、現金残高

との照合を行うなど適切な残高

管理を実施されたい。 

 所管の歳入歳出外現金に

つき、台帳及び受払簿を作

成し、平成25年度分につい

て、現金残高との照合を平

成26年４月１日に実施した。

 今後も確認漏れが無いよ

うに、定期的に年２回、９

月末、３月末に照合を行い、

その他随時収入・支出のあ

ったときに照合する。 

措置済 
平成26年

４月１日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：天王寺区 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しないよ

う、少なくとも年１回、台帳や

受払簿の内容確認や、現金残高

との照合を行うなど適切な残高

管理を実施されたい。 

・遺留金品の受払について

は、福祉局作成の「老人福

祉施設入居者の遺留金品並

びに葬祭の取扱にかかる事

務取扱要領」に基づき適切

に処理を行っている。 

・また年１回、福祉局から

遺留金管理状況表の照会が

あるので、区で管理してい

る「老人ホーム被措置者遺

留金にかかる一時取扱金の

状況（個票）」と財務会計

システムの照合を行い適切

に残高管理を実施している。

措置済 
平成25年 

３月25日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  
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所 管 所 属：東淀川区 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(2) 

受払簿の未作成や不備が見受け

られたので整備するよう求めた

もの 

 速やかに受払簿を整備された

い。 

指摘を踏まえ、会計室と協

議の上、受払簿を作成した。

措置済 
平成25年

12月６日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：港区 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(2) 

受払簿の未作成や不備が見受け

られたので整備するよう求めた

もの 

 速やかに受払簿を整備された

い。 

・保証金の受払簿について

は、ご指摘を踏まえ、平成

25年12月９日に会計規則に

基づく受払簿を作成した。

・なお、受払簿については、

担当者の異動等により出納

の経過が不明にならないよ

う、組織として適正に管理

している。 

措置済 
平成25年

12月９日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：阿倍野区 

通知を受けた日：平成26年６月６日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(2) 受払簿の未作成や不備が見受け

られたので整備するよう求めた

もの 

 速やかに受払簿を整備された

い。 

会計規則に基づく受払簿を

作成・整備した。 

措置済 
平成25年

12月６日 
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監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：鶴見区 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 内容が不明なもの等について、

内容を調査し、債権者への支払

や還付等を行い、内容の特定が

できないものについても処理方

針と処理期間を定め適切に処理

されたい。 

（国民健康保険料差押債権

等受入金）平成26年１月６

日に正当科目に振替えを行

った。振替命令書の決裁時

において、財務会計システ

ムの歳計外基金・残高照会

画面により当該費目の残高

が０であることを複数名で

確認するチェック体制を整

えた。 

（区老人福祉被措置者遺留

金）内容が不明のものにつ

いての処理方針は、内容を

特定できる資料が存在せず、

福祉局との調整を行い、内

容不明金として把握するこ

ととした。 

措置済 
平成26年 

１月６日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しないよ

う、少なくとも年１回、台帳や

受払簿の内容確認や、現金残高

との照合を行うなど適切な残高

管理を実施されたい。 

（国民健康保険料差押債権

等受入金）内容が不明のも

のについては今後、受払簿

を作成し定期的な残高確認

を行い、滞留しているもの

や処理誤り等により過不足

が生じていないか確認する

とともに残高管理を適切に

行う。 

（区老人福祉被措置者遺留

金）区老人福祉被措置者遺

留金（昭和56年分）につい

て、現存する資料で平成19

年より「資料がないため、

詳細不明」と報告されてお

り、そのため台帳を作成し、

措置済 
平成26年

３月１日 
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定期的に確認を行うことと

なった。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：旭区 

通知を受けた日：平成26年５月29日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 内容が不明なもの等について、

内容を調査し、債権者への支払

や還付等を行い、内容の特定が

できないものについても処理方

針と処理期間を定め適切に処理

されたい。 

・滞留していた保証金は、

古紙売却に関する保証金で

あり、内容が確定している

ため、債権者である業者へ

請求書の督促を行い平成25

年12月13日に返還手続きを

行った。 

・内容が不明な一時取扱金

については、従来から調査

を行っていたが、特定でき

なかったものであり、地方

財務実務提要をもとに平成

26年１月10日に振替処理を

行った。 

措置済 
平成26年 

１月10日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しないよ

う、少なくとも年１回、台帳や

受払簿の内容確認や、現金残高

との照合を行うなど適切な残高

管理を実施されたい。 

・従来までは事業ごとに作

成していた受払簿を課単位

にまとめ、各課において内

容が常に把握できるように

改めた。 

・受払簿の様式についても、

平成26年２月17日付け会計

室からの事務連絡に基づき

改めた。 

・平成26年４月10日に財務

会計システムと受払簿を照

合し、内容確認及び残高確

認を行った。今後も引き続

き年に１回は同様の確認を

行うように改めた。 

措置済 
平成26年 

４月10日 
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監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：生野区 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 内容が不明なもの等について、

内容を調査し、債権者への支払

や還付等を行い、内容の特定が

できないものについても処理方

針と処理期間を定め適切に処理

されたい。 

【区行旅死亡人遺留金】 

 歳計外現金（遺留金)出

納簿と財務会計システムの

残高は一致しているが、件

数等内容について不明であ

る。内容が不明のものにつ

いての処理方針は、内容を

特定できる資料が存在せず、

福祉局との調整を行い、内

容不明金として把握するこ

ととした。 

【区老人福祉被措置者遺留

金】 

 指摘のあった遺留金につ

いて、当事者及びその相続

人が不明である。区として

は還付先が特定できないも

のとして、「資料がないた

め、詳細不明」として台帳

を作成し、福祉局との調整

を行い、内容不明金として

把握することとした。 

措置済 
平成25年

12月10日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しないよ

う、少なくとも年１回、台帳や

受払簿の内容確認や、現金残高

との照合を行うなど適切な残高

管理を実施されたい。 

【区行旅死亡人遺留金】 

 区行旅死亡人遺留金につ

いては、歳計外現金（遺留

金）出納簿を作成し、適宜、

財務会計システム上の残高

と照合を行い適切な残高の

管理を行うこととした。 

【区老人福祉被措置者遺留

金】 

 区老人福祉被措置者遺留

金については、遺留金品処

措置済 
平成25年

12月10日 
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理台帳を作成し、財務会計

システム上の残高と照合を

行い、適正な残高の管理を

行うこととした。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：経済戦略局 

通知を受けた日：平成26年６月11日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 内容が不明なもの等について、

内容を調査し、債権者への支払

や還付等を行い、内容の特定が

できないものについても処理方

針と処理期間を定め適切に処理

されたい。 

・内容の特定ができないも

のであったため、経済戦略

局の平成25年度歳入（雑収）

として処理を行った。 

措置済 
平成26年 

５月30日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しないよ

う、少なくとも年１回、台帳や

受払簿の内容確認や、現金残高

との照合を行うなど適切な残高

管理を実施されたい。 

・経済戦略局（大学支援担

当）では、臨時職員等の健

康保険料に関する手続は総

務事務センターで一元管理

されているため今後発生す

る恐れは無い。 措置済 
平成26年

５月30日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：都市計画局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 
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指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 内容が不明なもの等について、

内容を調査し、債権者への支払

や還付等を行い、内容の特定が

できないものについても処理方

針と処理期間を定め適切に処理

されたい。 

・当局において滞留してい

た臨時職員（いわゆるアル

バ イ ト の ） 健 康 保 険 料

（272円）については、平

成25年11月25日に債権者に

対して、返還した。 
措置済 

平成25年

11月25日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しないよ

う、少なくとも年１回、台帳や

受払簿の内容確認や、現金残高

との照合を行うなど適切な残高

管理を実施されたい。 

・現在、アルバイト賃金の

支払事務は、総務事務セン

ターへ移管しており、今後、

歳入歳出外現金において健

康保険料の科目は、使用す

ることがないため、平成25

年12月11日付けで削除済み

である。 

・今後は、歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が

滞留しないよう、決算整理

時に財務会計システムで、

内容が不明なものが滞留し

ていないか確認するなど適

切な残高管理を実施する。

措置済 
平成25年

12月11日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：契約管財局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

 年間の受払件数が多く、

会計規則に定める受払簿で

は適切な管理が困難である

ため、会計室と協議のうえ

保証金受払簿の別途様式を

措置済 
平成26年

５月21日 
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今後、内容が不明なもの等が

見受けられる状況が発生しな

いよう、少なくとも年１回、

台帳や受払簿の内容確認や、

現金残高との照合を行うなど

適切な残高管理を実施された

い。 

整備した。これにより残高

管理等を適切に行う。 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：総務局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘 

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しないよ

う、少なくとも年１回、台帳や

受払簿の内容確認や、現金残高

との照合を行うなど適切な残高

管理を実施されたい。 

 平成26年１月に受払簿を

整備した。また、会計室か

ら平成25年３月18日付け

「歳入出外現金（保証金）

の管理状況の報告について

（依頼）」、「歳入歳出外

現金（一時取扱金）の管理

状況の報告について（依

頼）」により、毎年度末日

の残高と台帳を確認するよ

う通知があったため、受け

払いの内容確認を行うよう

事務を改めた。 

措置済 
平成26年 

３月18日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：財政局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

・健康保険料の科目につい

ては、書類調査等の結果、

臨時職員等の健康保険料（被

保険者負担分）を本人から

措置済 
平成26年

２月28日 
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 内容が不明なもの等につい

て、内容を調査し、債権者へ

の支払や還付等を行い、内容

の特定ができないものについ

ても処理方針と処理期間を定

め適切に処理されたい。 

過徴収していたことや、誤

った科目に納付していたこ

とが発覚したため、本人へ

の還付を行うとともに、正

当科目への振替を行った。

・財政局一時取扱金の科目

については、書類調査等を

行ったが、内容の特定に至

らなかったため、弁護士相

談をふまえ、納入者不明金

として雑収入への振替を行

った。 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が

見受けられる状況が発生しな

いよう、少なくとも年１回、

台帳や受払簿の内容確認や、

現金残高との照合を行うなど

適切な残高管理を実施された

い。 

・当局においては、今後、

健康保険料及び財政局一時

取扱金の科目にかかる一時

取扱金が発生する見込みが

ないため、財務会計システ

ム上の制限を行った。 
措置済 

平成26年

３月14日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：福祉局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

 内容が不明なもの等につい

て、内容を調査し、債権者へ

の支払や還付等を行い、内容

の特定ができないものについ

歳入歳出外現金に長期間

保管され、内容不明となっ

て い た 、 健 康 保 険 料

（830,393円）、福祉局社

会保険料（15,685円）、臨

時職員等年末調整還付金用

所得税（196,360円）につ

いては、関係書類が保存期

措置済 
平成26年

５月28日 
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ても処理方針と処理期間を定

め適切に処理されたい。 

間満了により廃棄されてお

り、法令上の消滅時効を踏

まえ平成26年５月に一般会

計歳入の雑収入として会計

処理を行った。 

 なお、各種保険料や所得

税については、総務事務セ

ンターの開設（平成20年10

月）に伴い、当局では今後

は発生しない。 

滞 留 し て い た 寄 附 金

（100,000円）については、

平成26年２月に一般会計歳

入の福祉事業費寄付金へ会

計処理を行った。 

 また、平成25年10月10日

以降申し出があった寄附金

については、一般会計歳入

に直接収入するよう事務を

改めたことから、今後は滞

留することがない。 

措置済 
平成26年

２月10日 

 福祉局一時取扱金で内容

不 明 と な っ て い た 、

365,550円については、ご

指摘以降の調査により、遺

留金を誤って福祉局一時取

扱金へ入金されたものであ

ることが判明したため、平

成26年３月に正当科目であ

る遺留金へ会計処理を行っ

た。 

 また、遺留金で内容不明

となっていた△335,319円

に加えて遺留金20,231円の

台帳への計上漏れについて

追加計上の処理を行った。

 なお、生活保護の被保護

者にかかる遺留金のうち、

内容が特定できないものに

ついては、現行の生活保護

措置済 
平成26年

３月31日 
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法においては処理できない

事から、より現状に即した

処理ができるよう、引き続

き、国に対して法整備等の

働きかけを強める。 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が

見受けられる状況が発生しな

いよう、少なくとも年１回、

台帳や受払簿の内容確認や、

現金残高との照合を行うなど

適切な残高管理を実施された

い。 

 平成26年３月31日現在の

台帳残高と現金残高につい

て、平成26年４月に照合を

行い、新たな内容不明及び、

滞留金は発生していない事

を確認した。 
措置済 

平成26年

４月14日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：都市整備局 

通知を受けた日：平成26年５月28日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が

見受けられる状況が発生しな

いよう、少なくとも年１回、

台帳や受払簿の内容確認や、

現金残高との照合を行うなど

適切な残高管理を実施された

い。 

 平成25年度以前分の受払

簿は会計規則に準拠して作

成されたかどうかの記録確

認がとれなかったことから、

受払簿について会計管理者

と協議を行い平成26年度分

より新様式により管理する

こととし、引き続き、少な

くとも月１回は台帳や受払

簿の内容確認や現金残高と

の照合を行い、内容が不明

なもの等が発生しないよう

に努める。 

措置済 
平成26年

４月１日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

毎週金曜日発行　　　　　　 　大 阪 市 公 報 第 5 6 8 1  号　　　　　　　 平成26年７月11日

156



 

 

 

 

 

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：環境局 

通知を受けた日：平成26年６月５日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が

見受けられる状況が発生しな

いよう、少なくとも年１回、

台帳や受払簿の内容確認や、

現金残高との照合を行うなど

適切な残高管理を実施された

い。 

・保証金については、平成

26年３月25日に受払簿の整

備にかかる事務連絡を行う

とともに、内容確認のため、

財務会計システムと当該受

払簿との照合を実施した。

・現在、当局において一時

取扱金を扱う業務がなく、

新たに一時取扱金の不明分

が生じることはない。 

・今後も、保証金、一時取

扱金ともに定期的に残高照

合を行うことにより適切な

残高管理を行う。 

措置済 
平成26年

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：こども青少年局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

 内容が不明なもの等につい

て、内容を調査し、債権者へ

の支払や還付等を行い、内容

の特定ができないものについ

ても処理方針と処理期間を定

め適切に処理されたい。 

 当局の一時取扱金につい

ては、局内全体で不明とな

っている歳入歳出外現金の

調査を行った結果、前年度

に徴収し滞留しているこど

も青少年局一時取扱金（保

育料）967,051円と、内容

不明であるが、事務処理手

続きができておらず歳入歳

出外現金のままであるこど

も青少年局一時取扱金（寄

付金）3,859,900 円、こど

措置済 
平成26年

５月21日 
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も 青 少 年 局 社 会 保 険 料

214,506円（26年3月31日発

覚分を含む）、健康保険料

19,070 円であろうことが

判明した。 

 これらは、本来であれば、

収入した時点で本市の歳入

として取り扱うべきであり、

滞留分については、事実が

発覚した即日に振替処理手

続きを行い、既に26年２月

６日付けで一般会計に振り

替えています。また、内容

不明分についても最終的に

26年５月21日付けで一般会

計に振り替えた。 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、今

後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しない

よう、少なくとも年１回、台

帳や受払簿の内容確認や、現

金残高との照合を行うなど適切

な残高管理を実施されたい。 

 今後は受払簿の内容、残

高の管理が適切に行えるよ

う担当課に改めて26年２月

24日付けで周知した。また、

定期的に受払簿と財務会計

システム上の残高との照合

を行い、滞留や処理誤りに

よる過不足が生じていない

か確認するなど、適切な事

務の執行に努める。 

措置済 
平成26年

４月30日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：港湾局 

通知を受けた日：平成26年６月５日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

1(1) 

所管している歳入歳出外現金

等に内容が不明なもの等が見

受けられたので、適切に管理

するよう求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、今

・指摘を受け早急に受払簿

を整備した。 

・また、少なくとも年４回、

決算見込みのたびに台帳と

受払簿の照合や、現金残高

措置済 
平成26年

３月１日 
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後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しない

よう、少なくとも年１回、台

帳や受払簿の内容確認や、現

金残高との照合を行うなど適切

な残高管理を実施されたい。 

との照合を行うなど適切な

残高管理を実施する。 

３ 

契約保証金が未納であるもの

が見受けられたので改善する

よう求めたもの 

 未納となっている契約保証

金について、速やかに督促さ

れたい。 

・指摘を受け早急に督促を

行った結果、８件312千円

のうち１件102千円を除き

平成25年度中に完納した。

・残る１件102千円につい

ても平成26年４月８日に納

付があり、未納案件は解消

した。 

措置済 
平成26年

４月８日 

３ 

契約保証金が未納であるもの

が見受けられたので改善する

よう求めたもの 

 未納となっているものが他

にないか調査、確認し、未納

があれば速やかに徴収された

い。 

・指摘を受け早急に調査し

た結果、他に未納はなかっ

た。 

措置済 
平成26年

２月27日 

３ 

契約保証金が未納であるもの

が見受けられたので改善する

よう求めたもの 

 そもそも未納を発生させな

いよう、契約保証金の入金確

認後に契約書を締結するなど

事務手続を見直されたい。 

・指摘を受け、再発防止の

ため、契約保証金の入金確

認後に契約締結するよう事

務を改めた。 

・未納原因の大部分を占め

る契約変更時において、契

約変更する際に必要な項目

をチェックリスト化して決

裁前に担当者・担当係長・

文書主任で事前チェックを

行う。その後、同リストを

決裁時に添付することとし

たうえで保証金担当者を決

裁承認者に必ず入れること

とし、異なる担当者による

複数回のチェックを行うこ

とにより再発防止に努める。

措置済 
平成26年

３月１日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  
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報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：会計室 

通知を受けた日：平成26年６月３日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(3) 

歳入歳出外現金等が適切に管理

されるようモニタリングや内部

統制の整備を指導するよう求め

たもの 

 一時取扱金については、例え

ば管理簿を、保証金については、

受払簿を各所属から提出させ、

管理の状況や財務会計システム

との残高の整合性を確認するな

ど、モニタリングを定期的に実

施されたい。 

・一時取扱金については、

平成26年３月18日付けの依

頼により、管理簿等の提出

を求め、モニタリングを実

施した。 

・保証金については、平成

26年３月18日付けの依頼に

より、従前から実施してい

る３月31日現在の保証金収

支計算書とあわせて、新た

に受払簿についても提出を

求め、モニタリングを実施

した。 

・今後も毎年同様の提出を

求め、管理の状況や財務会

計システムとの残高の整合

性を確認することとした。

措置済 
平成26年

５月27日 

１(3) 

歳入歳出外現金等が適切に管理

されるようモニタリングや内部

統制の整備を指導するよう求め

たもの 

 各所属が少なくとも年１回、

歳入歳出外現金等の台帳や受払

簿の内容確認、現金残高との照

合を行うなどの適切な残高管理

を実施するよう内部統制の整備

を指導されたい。 

・平成26年２月13日付けの

区会計管理者会で歳入歳出

外現金の適正な管理につい

て注意喚起した。 

・平成26年２月17日付けの

通知により、歳入歳出外現

金に不明金等が発生しない

ように管理するよう指導し

た。 

・平成26年３月18日付けの

依頼により、保証金におい

ては受払簿について、一時

取扱金においては台帳等に

ついて一年分の出納及び残

高について財務会計システ

ムと照合し、内容不明金や

滞留金が生じていないか確

措置済 
平成26年

３月18日 
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認するよう通知した。今後

も毎年同様の確認を各所属

に行わせる。 

・上記に加え、所属を抽出

して適正な管理がなされて

いるかの実地調査を行い、

その結果を全所属に周知す

ることとした。 

１(3) 

歳入歳出外現金等が適切に管理

されるようモニタリングや内部

統制の整備を指導するよう求め

たもの 

 各所属に対し歳入歳出外現金

等も含めた会計事務への理解を

深めるよう研修を実施されたい。

・平成26年３月18日の会計

事務説明会で歳入歳出外現

金等の適切な管理を行うよ

う指導した。 

・会計事務担当者研修（平

成26年６月開催）において

も歳入歳出外現金等につい

ての内容を追加することと

した。 

・平成26年２月の区会計管

理者会や３月に発行した庁

内広報誌（会計通信）にお

いても注意喚起を実施した。

・今後も、公会計研修等、

機会あるごとに会計事務へ

の理解をより深めるよう取

り組むこととした。 

措置済 
平成26年

５月14日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第10号 

監 査 の 対 象：平成25年度随時監査等 歳入歳出外現金等関係事務  

所 管 所 属：教育委員会事務局 

通知を受けた日：平成26年６月２日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１(1) 

所管している歳入歳出外現金等

に内容が不明なもの等が見受け

られたので、適切に管理するよ

う求めたもの 

 受払簿を整備するとともに、

今後、内容が不明なもの等が見

受けられる状況が発生しないよ

・所管している歳入歳出外

現金について、平成26年３

月に台帳を整備した。 

・今後は、決算見込時期と

決算時期に、台帳の内容確

認や現金残高との照合を行

い、不明金の発生防止や適

措置済 
平成26年

４月30日 
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う、少なくとも年１回、台帳や

受払簿の内容確認や、現金残高

との照合を行うなど適切な残高

管理を実施されたい。 

切な残高管理に努める。 

１(2) 

受払簿の未作成や不備が見受け

られたので整備するよう求めた

もの 

 速やかに受払簿を整備された

い。 

 保証金受払簿について、

平成26年３月に整備した。

措置済 
平成26年

３月31日 

 

監査結果に関する措置状況報告書  

報 告 番 号：報告監26の第15号 

監 査 の 対 象：平成25年度出資団体監査 株式会社 大阪メトロサービス 

所 管 所 属：交通局 

通知を受けた日：平成26年６月11日 

指摘

№ 
指摘等の概要 措置内容又は措置方針等 措置分類 措置日 

１ 

固定資産の現物管理について改

善するよう求めたもの 

 固定資産台帳上に付されてい

る資産番号を記載したシールを

対応する資産に貼付する等によ

り、現物と資産台帳との整合性

を明確にしたうえで、経理規程

に従い実地棚卸しを実施するよ

う改善されたい。 

・固定資産台帳上の資産番

号を記載したシールを現物

資産（機械装置及び器具備

品）に貼付するなど、実地

棚卸しを実施したとの報告

を受けている。 

措置済 
平成26年

１月29日 

３(1) 

小口現金の精算について改善す

るよう求めたもの 

 ＩＣカード課においては月１

万円弱程度の小口現金の使用額

であるのに対し、規程で定めら

れている小口現金の保有残高５

万円と余裕があることから、毎

月末日での精算は行わず残高が

少なくなった時点で精算してお

り、規程に沿った運用がなされ

ていなかったので、保有金額の

精査を行い、減額等の措置を行

うとともに手持現金の精算を毎

月実施するよう改善されたい。

・ＩＣカード課の小口現金

の保管額については、必要

最小限の額（１万円）に見

直し、月末での精算を再徹

底したとともに、以降、精

算状況について、翌月１週

間程度を目途に、経理担当

者による確認を実施するよ

う改めたとの報告を受けて

いる。 

措置済 
平成25年

12月１日 
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３(2) 

小口現金の実査について改善す

るよう求めたもの 

 出納担当者による現金実査を

日々行うと共に、上席者による

実査結果の承認を実施するよう

改善されたい。 

・小口現金の管理について、

保管各課において、小口現

金残高と出納簿を出納担当

者が少なくとも毎週１回照

合し、保管者（上席者）が

毎月１回以上の現金実査・

承認を行うことを経理規程

で定めたとの報告を受けて

いる。 

措置済 
平成26年

５月22日 

３(3) 

有価物の管理方法について改善

するよう求めたもの 

 有価物の管理台帳の様式の統

一化を図り、現物と管理台帳と

の照合を適宜行い、定期的に上

席者による承認を行うといった

管理方法について規程等を整備

するとともに、適切な運用を行

うよう改善されたい。 

・切手、乗車カード等の有

価物の管理について、社内

における管理台帳様式の統

一化を図ったとの報告を受

けています。 

・小口現金の取扱いに準じ、

保有各課において上席者に

よる承認等による管理を行

うよう経理規程に定めたと

の報告を受けている。 

措置済 
平成26年

５月22日 

４ 

契約事務手続について規程等を

整備するよう求めたもの等 

【本法人及び交通局に対して】

 本法人にとって重要な事項に

ついては必ず役員等の承認を得

るよう契約事務手続等について

規程等を整備し、適切な事務処

理を行うよう改善されたい。契

約の相手方である交通局鉄道事

業本部運輸部管理課においては、

本法人から実施計画書を受け取

るものの、いずれの契約につい

ても書面等による承認を行って

いなかったので、委託業務実施

計画書の承認は書面等で行うよ

う改善されたい。 

・受託業務の契約事務手続

きに関する重要な事項にお

ける承認権限について、本

法人では、職務権限規程別

表「職務権限表」に追加し、

契約事務手続において、所

定の承認手続を経るよう定

めたとの報告を受けてい

る。 

（措置日：平成26年５月22

日） 

・交通局では、平成26年度

の契約にあたって本法人か

ら提出のあった実施計画書

の承認を書面で行っている。

（措置日：平成26年４月 

１日） 

措置済 
平成26年

５月22日 

５ 

給与の計算及び支払事務の実施

担当者の区分について改善する

よう求めたもの 

 庶務課人事担当者が給与計算

・給与計算事務については

人事担当者が、振込事務に

ついては経理担当者が行う

よう改め、給与計算結果と

措置済 
平成25年

12月１日 
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を行った後、庶務課経理担当者

が支払事務を行ったうえで決裁

済みの給与計算結果と支払額の

一致を確かめるなど、給与計算

事務および給与支払事務の実施

担当者を明確に分離されるよう

改善されたい。 

支払額との確認者を分離し

たとの報告を受けている。

６(1) 

情報システムによる情報管理に

ついて改善するよう求めたもの

 本法人では重要性に応じた情

報の区分を設けておらず、また、

ウィルス駆除結果をネットワー

ク管理者へ報告していなかった。

情報を設定した区分に分類し、

それに従った情報管理を行うか、

実行不可能ならば、本市関係部

局と協議を行い、実行できるレ

ベルに情報管理規程を修正し、

それに従った情報管理を行うよ

う改善されたい。また、ネット

ワーク管理者へウィルス駆除結

果を報告するよう改善されたい。

・交通局情報セキュリティ

対策管理規程等を参考に、

情報管理規程について、よ

り適切・具体的な定義を追

加するなど、実態に即した

内容となるよう全般的に見

直しを図ったとの報告を受

けている。 

・新たにウィルス駆除結果

報告様式を整え、情報管理

規程に追加したとの報告を

受けている。 

措置済 
平成26年

５月22日 

６(2) 

システム利用権限の付与及び削

除に係る承認について改善する

よう求めたもの 

 会計サーバ等の主要な業務シ

ステムの多くを管理する経営企

画部庶務課では、システム利用

権限の付与及び削除を行う場合

に、上席者の承認が行われてい

なかったので、本市関係部局と

協議を行ったうえで、規程等を

整備するとともに適切な運用を

行うよう改善されたい。 

・交通局におけるシステム

利用権限等の取扱状況等も

参考に、社内ＯＡ環境にお

けるシステム利用（アクセ

ス）権限について、新たに

権限付与に関する申請様式

を定め承認欄を設けるとと

もに、申請等にかかる手順

を、情報管理規程に追加し

たとの報告を受けている。

措置済 
平成26年

５月22日 

７ 

適切な経理事務等の執行につい

て改善するよう求めたもの 

【本法人及び交通局に対して】

 前述の指摘にあるように、本

法人は基本的な経理事務処理等

が適切に行われていない状況に

・再発防止のため、指摘内

容を全社的に周知するとと

もに、25年度決算処理を行

う過程において、各事業の

会計伝票起票担当者を交え、

会計（伝票）処理内容を時

措置済 
平成26年

５月22日 
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あったが、前回監査（平成21年

５月20日報告監21の第18号〔株

式会社大阪メトロサービス〕及

び平成24年１月23日報告監24の

第３号〔交通サービス株式会

社〕）において同様の指摘及び

意見を付しており、法人及び交

通局においては、その後の措置

状況報告にて措置及び検討する

との報告がなされているにもか

かわらず、今回の監査結果に至

ったことについて猛省を求める。

本法人においては、専門家に

よる指導のもと、経理事務をは

じめとする事務の執行体制の強

化を図るとともに、交通局にお

いても本法人の指導・監督が適

切に行える体制を整備されるよ

う改善されたい。 

間をかけてチェックした。

・監査役及び顧問税理士へ

指摘内容を報告し、基本的

な経理事務処理において類

似事象がないかアドバイス

を頂いたとともに、25年度

決算処理において、これま

で以上に密に関わって頂き、

報告書類への表記内容等に

ついてご指導を賜っている

ところで、今後、これを継

続的なものとしていく。 

・経理担当者のスキルアッ

プのため、平成25年５月か

ら交通局主催の経理実務者

研修を受講したが、今後も

機会にふれ、ＯＪＴなどに

よる担当者の経理実務能力

の向上に取り組んでいく、

との報告を受けている。 

・交通局では、本法人と定

期的に打合せを行い、措置

状況の進捗について報告を

受け、確認いたしている。

今後も情報共有を図りなが

ら適切に指導・監督を行う。

（行政委員会事務局監査部監査課） 

 

 

 

 

 

 

大阪市交通局公告第７号 

一般競争入札を執行するので、次のとおり公示する。 

平成26年７月11日 

大阪市交通局長 藤本 昌信  

１ 契約担当 

〒550-8552 大阪市西区九条南１丁目12番62号 大阪市交通局庁舎３階 

大阪市交通局経営管理本部調達部調達課  

電話 06-6585-6235 

公      告 
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メールアドレス internet-baikyaku@kotsu.city.osaka.lg.jp 

２ 入札に付すべき事項 

区分 

番号 
売払物件名 

数量

(点)

予定価格 

（円） 

入札保証金 

（円） 

26-１ 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1636」 
１ 7,200,000 720,000 

26-２ 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1673」 
１ 7,200,000 720,000 

26-３ 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1682」 
１ 7,200,000 720,000 

26-４ 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1683」 
１ 7,200,000 720,000 

26-５ 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1684」 
１ 7,200,000 720,000 

26-６ 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1691」 
１ 7,200,000 720,000 

26-７ 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1692」 
１ 7,200,000 720,000 

26-８ 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1695」 
１ 7,200,000 720,000 

26-９ 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1696」 
１ 7,200,000 720,000 

26-10 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1676」 
１ 6,500,000 650,000 

26-11 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1679」 
１ 6,500,000 650,000 

26-12 
中古乗合自動車（日野・ポンチョ） 

「1694」 
１ 6,500,000 650,000 

26-13 営業所看板「九条営業所」 １ 20,000 2,000 

26-14 営業所看板「長吉営業所」 １ 20,000 2,000 

26-15 営業所看板「港営業所」 １ 10,000 1,000 

26-16 貴重品保管庫 １ 2,100 210 

26-17 座席その１ １ 4,000 400 
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26-18 座席その２ １ 4,000 400 

26-19 座席その３ １ 4,000 400 

26-20 座席その４ １ 4,000 400 

26-21 操車場看板「難波西操車場」 １ 500 50 

26-22 停留所名板「古市車庫前」 １ 1,000 100 

26-23 赤バス（ベンツ）用ホイルカバーその１ １ 500 50 

26-24 赤バス（ベンツ）用ホイルカバーその２ １ 500 50 

26-25 赤バス（ベンツ）用アクセルペダル １ 2,000 200 

26-26 
赤バス（ベンツ）用ヘッドライト左右セ

ット 
１ 5,000 500 

26-27 
赤バス（ベンツ）用テールランプカバー

左右セット 
１ 1,000 100 

26-28 
赤バス（ベンツ）用ワイパーアーム長短

セット 
１ 1,000 100 

26-29 
赤バス（ベンツ）用フロントグリル用エ

ンブレムその１ 
１ 500 50 

26-30 
赤バス（ベンツ）用フロントグリル用エ

ンブレムその２ 
１ 500 50 

26-31 赤バス（ベンツ）用ホーン １ 500 50 

26-32 赤バス（ベンツ）用エアゲージその１ １ 500 50 

26-33 赤バス（ベンツ）用エアゲージその２ １ 500 50 

26-34 
赤バス（ベンツ）用サイドミラーステー

（ミラー付き）左右セット 
１ 1,400 140 

26-35 赤バス（ベンツ）用取扱い説明書その１ １ 500 50 
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26-36 赤バス（ベンツ）用取扱い説明書その２ １ 500 50 

26-37 
赤バス（オムニノバ）用ヘッドライトカ

バー左右セット 
１ 1,900 190 

26-38 
赤バス（オムニノバ）用ラジエータ用フ

ァンモータ 
１ 1,100 110 

26-39 赤バス（オムニノバ）用ハンドル １ 1,800 180 

26-40 
赤バス（オムニノバ）用サイドミラーそ

の１ 
１ 500 50 

26-41 
赤バス（オムニノバ）用サイドミラーそ

の２ 
１ 500 50 

26-42 
赤バス（オムニノバ）用テールランプ 

（右用） 
１ 1,200 120 

26-43 
赤バス（オムニノバ）用ウィンカーカバ

ー（左用） 
１ 500 50 

26-44 
赤バス（オムニノバ）用ワイパースイッ

チ 
１ 600 60 

26-45 赤バス（オムニノバ）用取扱い説明書 １ 500 50 

26-46 赤バス（オムニノバ）用整備解説書 １ 500 50 

26-47 充電器 １ 2,200 220 

26-48 工具カート １ 14,100 1,410 

26-49 フォークリフト １ 78,000 7,800 

26-50 電動ディスクグラインダー １ 800 80 

26-51 エアーサンダー １ 1,500 150 

26-52 コンプレッションゲージ １ 2,400 240 

26-53 ベルトテンションゲージ １ 800 80 
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26-54 レバーブロック（１ｔ） １ 1,200 120 

26-55 レバーブロック（0.5ｔ） １ 600 60 

26-56 工具キャディ １ 2,000 200 

26-57 工具キャビネット １ 3,700 370 

26-58 インパクトレンチ吊機その１ １ 3,800 380 

26-59 インパクトレンチ吊機その２ １ 3,800 380 

26-60 インパクトレンチ吊機その３ １ 4,700 470 

26-61 電動砥石切断機 １ 1,100 110 

26-62 横バイス（大） １ 2,800 280 

26-63 横バイス（中） １ 1,200 120 

26-64 横バイス（小） １ 500 50 

26-65 作業台その１ １ 4,900 490 

26-66 作業台その２ １ 4,900 490 

26-67 作業台その３ １ 4,900 490 

26-68 作業用足場（大） １ 3,800 380 

26-69 作業用足場（小） １ 1,100 110 

※ 予定価格とは、あらかじめ当局が定めた最低落札価格をいう。 

３ 下見 

(1) 次の日時、場所において物件に関する下見を行う。 

平成26年８月６日（水）から同月12日（火）まで（ただし、本市の休日

を除く。）の午前10時から午後４時まで（ただし、正午から午後１時まで

を除く。） 
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場所 所在地 

酉島営業所 此花区酉島４丁目１番11号 

(2) 下見希望者は２営業日前までに電話又はメールにて連絡すること（連絡

先は１に同じ） 

４ 引取期限  平成26年９月24日（水） 

５ 入札参加資格 

次に掲げる条件のすべてに該当し、当局の入札参加資格審査においてその

資格を認められた者は、入札に参加することができる。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当し

ない者であること 

(2) 大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置又は大阪市契約関係

暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと 

(3) 当局が定めるガイドライン（以下「当局ガイドライン」という。）並び

にヤフー株式会社が定めるオークションに関連する利用規約及び各種ガイ

ドラインの内容を承諾及び遵守することができる者であること 

(4) ６の方法による参加申込みを申込期間中に行った者であること 

６ 入札参加申請手続 

一般競争入札に参加しようとする者は、次の手続及び入札保証金の納付を

９に記載のとおり行わなければならない。 

また、この参加申請は本件一般競争入札に限り有効である。  

なお、本市において平成26・27年度物品売払入札参加申請を行っている者

についても、次の手続を行わなければならない。 

(1) 仮申込 

ヤフー株式会社が提供する公有財産売却システム（以下「公有財産売却

システム」という。）のホームページ上において参加の仮申込手続を行う

こと 

(2) 申請手続（本申込） 

(1)により仮申込を完了した者については、入札参加申請手続について

必要となる書類は、(1)の手続をもって提出したものとみなし、提出を要

しない。 

(3) 申請期間 

平成26年７月16日（水）午後１時から同年８月４日（月）午後２時まで 

７ 入札に参加することができない者 

(1) 入札参加申請手続を申請期間中に行わなかった者 

(2) 入札参加資格を認められなかった者 

８ 入札説明書の交付場所等 

(1) 本件一般競争入札に関する問い合わせ先  １に同じ 

(2) 当局ガイドライン及び入札説明書等の交付方法、契約条項を示す場所 

16(1)の当局ホームページに掲載する。 

また、公示日から平成26年８月４日（月）午後２時まで１において無償
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にて交付する。(ただし、本市の休日を除く。) 

９ 入札保証金に関する事項 

(1) 入札保証金  ２に定める金額 

(2) 納付方法 

入札に参加しようとする者は、当局が定める次の方法により納付しなけ

ればならない。 

ア 代理権付与（オン納付） 

６(1)の仮申し込みの際に、当局ガイドラインを承諾することにより

入札保証金の納付等をヤフー株式会社に代理権を付与する方法 

イ 持参又は銀行振込（オフ納付） 

持参又は銀行振込のいずれかの方法により入札保証金の納付をする場

合は、次のとおり手続を行うこと。ただし、振込にかかる手数料は振込

人負担とする。 

(ｱ) 提出する書類 

債権・債務者情報登録申請書、入札保証金還付請求書 

（16(1)の当局ホームページに掲載する。また、公示日から平成26

年８月４日（月）午後２時までの間に１において無償により交付す

る。） 

(ｲ) 申請期間 

平成26年７月16日（水）午後１時から同年８月４日（月）午後２時

まで（ただし、本市の休日を除く。) 

なお、書類を送付により提出する場合は、平成26年８月４日（月）

午後２時までに入札保証金の納付が確認できたものを有効とする。 

(ｳ) 提出方法 

送付又は持参により１まで提出すること 

(3) 契約保証金及び売払代金への充当 

落札者が納付した入札保証金は、落札者の申し出により契約保証金及び

売払代金に充当することができるものとする。 

(4) 入札保証金の還付 

入札保証金は、落札者を除き開札後、当局が定める方法により還付する。

ただし、落札者には、契約を締結しない場合を除き、契約締結後、還付す

る。（落札者の申し出により契約保証金へ充当した場合を除く。） 

10 入札場所及び期間並びに開札日時 

(1) 入札場所  公有財産売却システム上 

(2) 入札期間 

平成26年８月18日（月）午後１時から同月25日（月）午後１時まで 

(3) 開札日時 

平成26年８月25日（月）午後１時から区分番号順に行う。 

11 入札方法 

(1) 公有財産売却システム上において入札価格を入力すること。なお、この
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入力は、１回限り行うことができる。 

(2) 送付及び持参による入札書の提出は認めない。 

(3) 入札価格には、取引に係る消費税及び地方消費税相当分を含まないもの

とする。 

12 入札の無効 

大阪市交通局契約規程（昭和42年大阪市交通事業管理規程第４号）第24条

第１項の規定に該当する入札は、無効とする。 

13 落札者の決定 

公有財産売却システム上において、予定価格以上でかつ、最高価格で応札

した入札者を落札者として決定する。なお、応札した価格が最高価格である

入札者が複数ある場合は、公有財産売却システム上において、自動によるく

じで落札者を決定する。 

14 契約及び契約保証金 

落札者は、平成26年９月８日（月）午後２時までに契約を締結するととも

に、契約保証金を納付しなければならない。 

15 売払代金の納入 

契約を締結した者は、平成26年９月８日（月）午後２時までに売払代金を

当局が定める方法により納付しなければならない。売払代金は、落札価格に

消費税及び地方消費税相当額を加算した金額とする。（ただし、落札者の申

し出により入札保証金を契約保証金及び売払代金に充当した場合は、売払代

金から契約保証金を控除した残額とする。） 

16 その他 

(1) 本件一般競争入札におけるホームページのアドレス（ＵＲＬ） 

http://www.kotsu.city.osaka.lg.jp/business/contract/choutatsu/

huyouhin-uri/internet-baikyaku.html 

(2) 問い合わせの期間 

１における電話又はメールによる問い合わせは、公示日から平成26年９

月24日（水）午後５時までとする。（ただし、本市の休日を除く。） 

(3) 落札決定後、契約締結までに、落札者が大阪市契約関係暴力団排除措置

要綱に基づく入札等除外措置を受けたときは、契約の締結を行わないもの

とする。また、契約締結後、当該契約の履行期間中に契約者が大阪市契約

関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けたときは、契約の

解除を行うことがある。 

(4) 落札者は、契約締結までに、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づ

く誓約書を提出すること。誓約書の提出がない場合は、大阪市交通局契約

規程第24条第１項に該当するものとして、その者に係る入札は無効とする。 

（交通局経営管理本部調達部調達課） 
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大阪市人事委員会公告第14号 

 大阪市職員採用試験を次により行う。 

  平成26年７月11日 

大阪市人事委員会  

委員長 西村 捷三  

職員（事務行政(18-21)・消防吏員Ｂ・学校事務(府費負担)）採用試験 

１ 試験区分、採用予定者数、受験資格、採用予定日 

試 験 区 分 
採用 

予定者数 
受 験 資 格 

事務行政(18‐21) 

[高校卒程度] 
10名程度 

平成５年４月２日から平成９年４月１日までに生まれた方 

（学歴は問いません。） 

消防吏員Ｂ 

[大学卒以外] 

(男)Ⅰ 20名程度 

平成元年４月２日から平成９年４月１日までに生ま

れた方 

ただし、学校教育法による大学を卒業（見込み）の

方及びこれに相当すると人事委員会が認める方を除

く。 

男性 

(女)Ⅰ 若干名 女性 

学校事務(府費負担) 

[高校卒程度] 
10名程度 

平成元年４月２日から平成９年４月１日までに生まれた方 

（学歴は問いません。） 

採用予定者数については、今後の事業計画等により変更することがあります。 

上の表の受験資格を満たす方がこの試験を受けることができます。ただし、

地方公務員法第16条各号に該当する方は受験できません。また、消防吏員Ｂ

については日本国籍を有しない方は受験できません。 

学校教育法による専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその

他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が指

定したものを文部科学大臣が定める日以後に卒業（見込み）の方等は、消防

吏員Ｂ採用試験を受験できません。 

合格者は、平成27年４月１日採用予定です。 

以降、事務行政（18‐21）を「事務行政」、消防吏員Ｂを「消防吏員」、学

校事務(府費負担)を「学校事務」と表記します。 

 

２ 試験日時・場所、試験方法、試験内容 

(1) 事務行政 

試 験 日 時 ・ 場 所 試 験 方 法 試   験   内   容 

第１次 

試 験 

平成26年９月28日（日） 

午前９時集合 

試験会場（大阪市内）は、

受験票に記載して通知し

ます。 

教養試験 

［択一式］ 

（２時間10分）

45問中40問選択解答 

○人文・社会・自然科学の知識分野に

ついて 

20問中15問選択解答 

○文章理解・判断推理・資料解釈など

の知能分野等について 

25問全問解答 
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作  文 

（１時間） 

一般的な課題に対する理解力、文章構

成力及び表現力等について行います。 

第２次 

試 験 

平成26年10月27日（月） 

（予定） 

詳細は第１次試験合格者

に通知します。 

口述試験 

個別面接を行います。 

事前に配付する「プレゼンテーション

カード」に、今まで力を入れて取り組

んできたこと等について記入していた

だき、口述試験の際の参考とします。 

第１次試験においては高校卒程度の問題を出題します。 

第１次試験において教養試験の得点が一定基準に満たない場合は、不合格と

なります。その場合、作文は採点されません。 

(2) 消防吏員 

試 験 日 時 ・ 場 所 試 験 方 法 試   験   内   容 

第１次 

試 験 

平成26年９月28日（日） 

午前９時集合 

試験会場（大阪市内）は、

受験票に記載して通知し

ます。 

教養試験 

［択一式］ 

（２時間10分）

45問中40問選択解答 

○人文・社会・自然科学の知識分野に

ついて 

20問中15問選択解答 

○文章理解・判断推理・資料解釈など

の知能分野等について 

25問全問解答 

平成26年10月９日（木） 

午前９時30分集合（予定） 

詳細は作文、体力試験の

受験対象者に通知します。 

作  文 

（１時間） 

一般的な課題に対する理解力、文章構成

力及び表現力等について行います。 

体力試験 
握力・上体起こし・長座体前屈・反復横

とび・20ｍシャトルラン・立ち幅とび 

第２次 

試 験 

平成26年11月10日（月） 

（予定） 

詳細は第１次試験合格者

に通知します。 

口述試験 

個別面接を行います。 

事前に配付する「プレゼンテーション

カード」に、今まで力を入れて取り組

んできたこと等について記入していた

だき、口述試験の際の参考とします。 

身体検査 

職務遂行に必要な健康度を有している

かについて検査を行います。 

男性は身長160㎝以上・体重50㎏以上・

肺活量3200㏄以上、女性は身長150㎝以

上・体重40㎏以上・肺活量2000㏄以上

であり、また、男性・女性とも矯正視

力を含み両眼で0.7以上かつ一眼でそれ

ぞれ0.3以上であって、強度の色覚異常

でないことについても、併せて検査を

行います。 

第１次試験（教養試験及び作文）においては高校卒程度の問題を出題します。 

第１次試験において教養試験の得点が一定基準に満たない場合は、不合格と
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なります。その場合、作文、体力試験は受験できません。 

体力試験の各種目の得点が一定基準に満たない場合及び教養試験と体力試験

の得点の合計が一定基準に満たない場合は、不合格となります。その場合、

作文は採点されません。 

(3) 学校事務 

試 験 日 時 ・ 場 所 試 験 方 法 試   験   内   容 

第１次 

試 験 

平成26年９月28日（日） 

午前９時集合 

試験会場（大阪市内）は、

受験票に記載して通知し

ます。 

教養試験 

［択一式］ 

（２時間10分）

45問中40問選択解答 

○人文・社会・自然科学の知識分野に

ついて 

20問中15問選択解答 

○文章理解・判断推理・資料解釈など

の知能分野等について 

25問全問解答 

作文 

（１時間） 

一般的な課題に対する理解力、文章構

成力及び表現力等について行います。 

第２次 

試 験 

平成26年10月29日（水） 

（予定） 

詳細は第１次試験合格者

に通知します。 

口述試験 

個別面接を行います。 

事前に配付する「プレゼンテーション

カード」に、今まで力を入れて取り組

んできたこと等について記入していた

だき、口述試験の際の参考とします。 

第１次試験においては高校卒程度の問題を出題します。 

第１次試験において教養試験の得点が一定基準に満たない場合は、不合格と

なります。その場合、作文は採点されません。 

 

３ 合格者の決定 

試 験 決 定 方 法 

第１次試験 第１次試験の結果を総合的に判定して決定します。 

第２次試験 第２次試験の結果を総合的に判定して決定します。※ 

※前段階の試験の成績は加算しません（同点により合格者を決めがたいときは、

第１次試験の結果で判定することがあります。）。 

試験方法により合格基準を定めているものがあり、それらで一定の基準に達

しない場合は、他にかかわらず不合格とします。 

試験方法のうち、棄権又は欠席したものが一つでもある場合は、不合格とし

ます。 

 

４ 合格者等の発表 

試験区分 試  験 発表日（予定） 発 表 方 法 

事務行政、

学校事務 

第１次試験 平成26年10月17日（金） 合格者等本人あて通知するほか、合格者

等の受験番号を市役所南側掲示板に掲示第２次試験 平成26年11月11日（火）
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消防吏員 

教養試験 平成26年10月３日（金） し、インターネット上にも掲載します。

なお、不合格の通知は行いません。 第１次試験 平成26年10月24日（金）

第２次試験 平成26年11月28日（金）

 

５ 合格から採用まで 

① 合格者は、試験区分ごとに採用候補者名簿に登載されます。 

② 平成26年４月１日現在の初任給（地域手当（給料月額の15％、学校事務

については11％）を含む。また、給料月額から減額措置後のもの。ただし、

減額率は年齢により異なる。）は、事務行政が158,144円、消防吏員が

168,112円、学校事務が159,384円ですが、採用時には変更されることがあ

ります。なお、職歴などがある方については、その経歴に応じて加算され

ることがあります。 

   また、手当には、通勤手当、超過勤務手当、期末・勤勉手当、住居手当、

扶養手当などがあります。 

③ 受験資格がないこと及び申込みの内容に虚偽のあることが認められた場

合には合格を取り消すことがあります。 

④ 事務行政及び学校事務については、日本国籍を有しない方で、採用日に

おいて、法令により永住が認められていない方は採用されません。 

 

６ 受験手続 

受験申込については、インターネットで申請してください。 

この要綱において、申込みは一つの試験区分に限ります。複数の試験区分

を申し込むことはできません。また、同一の試験区分においても複数回申し

込むことはおやめください。同一試験区分において複数回申し込まれた場合

は最後に申し込まれたもののみ受理します。なお、申込み後の試験区分の変

更はできません。 

【受付期間】 平成26年８月14日（木）午前９時00分から平成26年８月29日（金）午後

５時00分まで 

《８月29日午後５時00分までの申込完了分まで有効》 

【申込方法】 

① 大阪市ホームページ上の「行政オンラインサービス－電子申請・オンラインアンケ 

ート」 

 (http://s-kantan.com/city-osaka-e-shinsei-u/) 

   「カテゴリー選択－目的でえらぶ－検索」→「カテゴリー選択－採用試験－検索」

の順にクリックして、受験される試験区分を選択し、「利用者登録せずに申し込む方

はこちら」をクリックしてください。 

② 手続の内容を確認するとともに、表示される規約をお読みいただき、「同意する」

をクリックしてください。 

③ 「連絡先メールアドレス」を入力し、「完了する」をクリックしてください。 

④ 「連絡先メールアドレス」へＵＲＬを記載したメールが送られますので、そのＵＲ
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Ｌから申込用の画面にアクセスし、必要事項を入力し、「確認へ進む」をクリックし

てください。 

⑤ 内容を確認し、「申込む」をクリックしてください。 

⑥ 「整理番号」と「パスワード」が発行されます（※メール通知あり。受験票発行の 

際に必要となりますので、印刷するなどして大切に保管してください。）。 

⑦ 大阪市人事委員会が、原則として翌営業日の午後に申込内容を確認し、修正箇所が 

  無ければ「受理」します（※メール通知あり。必ず確認してください。）。修正箇所

があった場合、「返却」しますので、必ず申込内容を確認のうえ修正してください 

（※メール通知あり。「返却」の場合、修正期限を設定しております。修正期限を過

ぎた場合、申込みは「不受理」となり、受験できませんので注意してください。）。 

※システム管理等のため、一時的に利用できない場合がありますので、余裕をもって申

込手続を行ってください。 

【受験票 

  の交付】 

受験票は、受験資格等を審査のうえ、ＰＤＦファイルで発行します。このＰＤ

Ｆファイルは、９月８日（月）ごろダウンロードできる状態になります。９月

22日（月）までに必ず受験票をダウンロードしてください。 

申込みには、連絡が取れるメールアドレスが必要になります。 

受験票を印刷するために、プリンタと Adobe Reader（無料）が必要になり

ます。 

車いすを使用されているなど、身体等の事情により、試験会場等に配慮を必

要とされる方は、申込みの際に大阪市人事委員会までお問い合わせください。 

事務行政及び学校事務の試験区分については、一定の条件を満たした視覚障

がいの方は点字による受験ができます。なお、点字受験の際に試験問題の読

み上げと解答の作成に音声パソコンを併用することができますが、視覚障が

い１級若しくは２級の身体障がい者手帳の交付を受けている方に限るほか、

確認書類を提出していただく必要があるなど一定の条件があります。 

事務行政及び学校事務の試験区分については、文字を書くことが困難など、

一定の条件を満たした方は活字印刷文による受験の際、解答の作成にパソコ

ンを使用することができます。ただし、上肢障がい若しくは運動機能障がい

（上肢機能）１級から３級まで又は体幹機能障がい１級若しくは２級の身体

障がい者手帳の交付を受けており文字を書くことが困難な方に限るほか、確

認書類を提出していただく必要があるなどの条件があります。 

いずれも、詳細は大阪市人事委員会まで、申込み前に必ずお問い合わせくだ

さい。申込み後における受験希望の申し出は受け付けられません。 

※連絡が取れるメールアドレスをお持ちでない方や受験票を印刷できない方は、

インターネットで申し込むことはできませんので、封筒の表に試験区分と

「申込用紙希望」を朱書し、角形２号の返信用封筒（Ａ４判のノートが入る

大きさ・140円切手〔速達の場合は420円切手〕貼付・郵便番号とあて先及び

試験区分明記）を同封し、８月22日（金）（必着）までに大阪市人事委員会

（〒530-8201 大阪市北区中之島１－３－20）まで申込用紙を請求してくだ

さい。 
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７ 従事する職務等 

試 験 区 分 職   務   内   容 主 な 配 属 先 

事 務 行 政 

区役所・市長部局・各行政委員会事務局等における所管

事業に関する企画・立案業務などの一般行政事務に従事

します。 

（各所管事業における業務内容等については、大阪市ホ

ームページの「組織一覧」(http://www.city.osaka.lg.jp/ 

main/soshiki_list.html)及び「先輩職員の声」(http:// 

www.city.osaka.lg.jp/gyouseiiinkai/page/0000002937.

html)等を参考にしてください。） 

区役所 

市長部局 

各行政委員会事務局

など 

消 防 吏 員 

火災の発生を未然に防止するための予防業務、消火活動

・火災その他の災害における救助活動・危害排除等の警

防業務及び負傷者や病人を救護するための救急業務に従

事します。 

消防局 

学 校 事 務 

大阪市立の小学校・中学校、特別支援学校で、文書の管

理、調査統計、公金の予算管理・執行、学校徴収金、物

品会計、給与、旅費、福利厚生などの学校事務に従事し

ます。 

教育委員会 

※上表の職務内容・主な配属先は、今後の大都市制度のありかたの方針決定

等により変更することがあります。 

公務員の任用は、公務員に関する基本原則（日本国籍を有しない方は、公権

力の行使又は公の意思の形成への参画に携わる職に就くことはできないという

原則）に基づき行われます。 

「事務行政」の試験区分における採用者のうち日本国籍を有しない方は、

「外国人職員の従事する職に関する規則」等の定めるところにより、「外国人

職員」として、次の①及び②以外の職に就きます。 

① 公権力の行使に該当する業務を行う職（住民の権利義務その他法的地位

を一方的に決定することができる業務を行う職） 

② 公の意思の形成への参画に携わる職（行政施策の企画立案、予算の編成

等施策的判断を伴う事務について決定権限を有する職） 

上記の外国人職員が従事する職務は、たとえば市長部局の社会福祉施設等に

おける住民等へのサービス提供業務、区役所や教育委員会事務局における社会

教育関係事務、その他市長部局等における専門的業務などで、その詳細につい

ては「外国人職員の従事する職に関する要綱」等に定められています。 

 

８ 試験結果の開示 

不合格の場合、試験結果の開示を希望する方は第１次試験当日に配付する

「職員採用試験の結果について」により各試験の合格発表日から10日間以内

（消印有効）に郵送で請求してください。受験者本人に限り、順位及び総合
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得点をお知らせします。 

※対象者は、それぞれの試験ですべてを受験した方に限ります。 

 

９ 備  考 

① 消防吏員は、採用後全員消防学校（全寮制）へ入校し研修を受けます。

その後消防局・消防署等に配属されます。業務の内容によって、隔日勤務

又は毎日勤務となります。なお、消防吏員（女）については、現行の法律

等により、警防業務の一部について従事制限を受ける場合があります。 

② 消防吏員は、試験によって昇任（消防士長・消防司令補）します。 

③ この試験において提出された書類等は、受付後返却しません。 

④ 合否結果については、受験者本人以外にはお知らせできません。 

⑤ 受験に際して大阪市が収集した個人情報は、職員採用試験の円滑な遂行

のために用い、大阪市個人情報保護条例に基づき適正に管理します。 

⑥ 受験資格に関して、学歴を詐称してこの試験に合格し、採用後にその事

実が判明した場合には懲戒免職処分となります。 

⑦ 平成27年４月１日採用予定の事務行政（10月実施）・社会人経験者社会

福祉の採用試験については８月22日に要綱発表の予定です。 

―・―・―・―・―・―・―・―・―・―・―・―・―・―・―・―・―・― 

（参考）      平成25年度 職員採用試験実施状況 

地方公務員法第16条（抜粋） 

１ 成年被後見人又は被保佐人※（※準禁治産者を含む。） 

２ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けるこ

とがなくなるまでの者 

３ 当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年

を経過しない者 

４ 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあつて、第５章に規定する罪を犯

し刑に処せられた者 

５ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府

を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加

入した者 

 

 受験にあたって  

大阪市においては、市民から信頼される市政の実現を図るため、服務規律の

確保に関して、様々な取組み及び遵守すべき事項を定めており、また、適宜、

試  験  区  分 受験者数 (名) 合格者数 (名) 

事務行政（18-21） 123 10 

消防吏員Ｂ 
( 男 ) Ⅰ 699 41 

( 女 ) Ⅰ 40 １ 

学校事務（府費負担） 747 33 
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管理監督者からの指導が行われます。 

次に記載している条例等の内容は、その一部を抜粋したものですが、心得た

上で、受験申込を行ってください。 

 

 

【大阪市職員基本条例】（抜粋） 

（倫理原則） 

第４条 職員は、自らの行動が市政に対する市民の信用に大きな影響を与

えることを深く認識して、常に厳しく自らを律して服務規律を遵守する

とともに、倫理意識の高揚に努めなければならない。 

（職員倫理規則） 

第８条 市長は、倫理原則を踏まえ、職員の倫理意識の高揚を図るために

必要な事項に関し、市規則（以下「職員倫理規則」という。）を定める

ものとする。 

２ 職員倫理規則には、服務規律の確保及び市民の疑惑や不信を招くよう

な行為の防止のために職員の遵守すべき事項を定めなければならない。 

【その他遵守すべき事項の例】 

・勤務時間中は、常に清潔な身だしなみを心がけ、市民に不快感を覚え

させないようにすること 

・勤務時間中は喫煙をおこなわないこと 

・勤務時間中は、身体に入れ墨がある職員にあっては、それを市民に見

せないこと（入れ墨を入れている職員に対しては、消すように指導し

ている。） 

・入れ墨の施術を受けないこと 

 

（行政委員会事務局任用調査部任用課） 

 

 

 

 

 

 

達第35号 

港区役所課長等専決規程（平成24年達第28号）の一部を次のように改正する。 

平成26年６月27日 

大阪市長  橋 下   徹  

 第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第14号まで

を１号ずつ繰り上げ、同項第15号中「統計調査」を「統計調査（国勢調査を除

く。）」に改め、同号を同項第14号とし、同項中第16号を第15号とする。 

 第４条中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、

達 
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同条に第１号として次の１号を加える。 

(1) 国勢調査に関すること 

 第６条第１項第12号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10条」

を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に改め、

同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第14条第２

項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」に改め、同

号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第３項第１号中「第

２条第１項」を「第２条」に改める。 

   附 則 

 この改正規程は、平成26年７月１日から施行する。 

（平26.６.27掲示済） 

 

 

 

達第36号 

行政事務における情報通信の技術の適正な利用の推進に関する規程（平成19

年達第18号）の一部を次のように改正する。 

平成26年６月27日 

大阪市長  橋 下   徹  

第４条第１項中「市長」を「総務局長」に改める。 

第28条中「総務局長」を「最高情報統括責任者」に改める。 

附 則 

この改正規程は、平成26年７月１日から施行する。 

（平26.６.27掲示済） 

 

 

 

達第37号 

大阪市情報セキュリティ管理規程（平成19年達第19号）の一部を次のように

改正する。 

平成26年６月27日 

大阪市長  橋 下   徹  

第４条第３項中「、最高情報統括責任者（情報通信技術適正利用推進規程第

４条第１項に規定する最高情報統括責任者をいう。以下同じ。）の命を受けて」

を削る。 

第５条第３項中「最高情報統括責任者」を「最高情報統括責任者（情報通信

技術適正利用推進規程第４条第１項に規定する最高情報統括責任者をいう。）」

に改める。 

附 則 

この改正規程は、平成26年７月１日から施行する。 
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（平26.６.27掲示済） 

 

 

 

達第38号 

北区役所課長等専決規程等の一部を次のように改正する。 

平成26年６月30日 

大阪市長  橋 下   徹  

（北区役所課長等専決規程の一部改正） 

第１条 北区役所課長等専決規程（平成24年達第22号）の一部を次のように改

正する。 

  第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第13号までを１

号ずつ繰り上げる。 

  第10条第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

第11条第３号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10条」を

「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に改め、

同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第14条第

２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」に改め、

同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改める。 

（都島区役所課長等専決規程の一部改正） 

第２条 都島区役所課長等専決規程（平成24年達第23号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第１項第16号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第２項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（福島区役所課長等専決規程の一部改正） 

第３条 福島区役所課長等専決規程（平成24年達第24号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第18号までを１

号ずつ繰り上げる。 

第６条第２項第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改め、同条第３項

第３号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10条」を「第11

条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に改め、同号エ

中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第14条第２項」

を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」に改め、同号
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キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改める。 

（此花区役所課長等専決規程の一部改正） 

第４条 此花区役所課長等専決規程（平成24年達第25号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第２項第３号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第３項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（中央区役所課長等専決規程の一部改正） 

第５条 中央区役所課長等専決規程（平成24年達第26号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第１項第14号中「第２条第１項」を「第２条」に改め、同条第２項

第３号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10条」を「第11

条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に改め、同号エ

中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第14条第２項」

を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」に改め、同号

キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改める。 

（西区役所課長等専決規程の一部改正） 

第６条 西区役所課長等専決規程（平成24年達第27号）の一部を次のように改

正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第１項第11号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第３項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（大正区役所課長等専決規程の一部改正） 

第７条 大正区役所課長等専決規程（平成24年達第29号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第１項第13号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10
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条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第２項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（天王寺区役所課長等専決規程の一部改正） 

第８条 天王寺区役所課長等専決規程（平成24年達第30号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第７条第２項第３号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同項第４号

中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（浪速区役所課長等専決規程の一部改正） 

第９条 浪速区役所課長等専決規程（平成24年達第31号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第16号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第１項第13号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第２項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（西淀川区役所課長等専決規程の一部改正） 

第10条 西淀川区役所課長等専決規程（平成24年達第32号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第18号までを１

号ずつ繰り上げる。 

第６条第２項第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

 第７条第３号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10条」を

「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に改め、

同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第14条第

２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」に改め、

同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改める。 

（淀川区役所課長等専決規程の一部改正） 

第11条 淀川区役所課長等専決規程（平成24年達第33号）の一部を次のように
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改正する。 

  第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号までを１

号ずつ繰り上げる。 

 第７条第２項第５号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第３項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（東淀川区役所課長等専決規程の一部改正） 

第12条 東淀川区役所課長等専決規程（平成24年達第34号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第14号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第１項第12号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第３項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（東成区役所課長等専決規程の一部改正） 

第13条 東成区役所課長等専決規程（平成24年達第35号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第16号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第２項第７号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第３項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（生野区役所課長等専決規程の一部改正） 

第14条 生野区役所課長等専決規程（平成24年達第36号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第１項第13号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」
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に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第２項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（旭区役所課長等専決規程の一部改正） 

第15条 旭区役所課長等専決規程（平成24年達第37号）の一部を次のように改

正する。 

  第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第19号までを１

号ずつ繰り上げる。 

 第６条第２項第３号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第３項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（城東区役所課長等専決規程の一部改正） 

第16条 城東区役所課長等専決規程（平成24年達第38号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第１項第13号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第２項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（鶴見区役所課長等専決規程の一部改正） 

第17条 鶴見区役所課長等専決規程（平成24年達第39号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第14号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第６条第１項第13号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第２項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（阿倍野区役所課長等専決規程の一部改正） 

第18条 阿倍野区役所課長等専決規程（平成24年達第40号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号までを１

号ずつ繰り上げる。 
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 第６条第２項第７号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第３項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（住之江区役所課長等専決規程の一部改正） 

第19条 住之江区役所課長等専決規程（平成24年達第41号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第５条第16号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10条」を

「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に改め、

同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第14条第

２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」に改め、

同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改める。 

第６条第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（住吉区役所課長等専決規程の一部改正） 

第20条 住吉区役所課長等専決規程（平成24年達第42号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第18号までを１

号ずつ繰り上げる。 

  第９条第２項第４号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改める。 

第10条第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（東住吉区役所課長等専決規程の一部改正） 

第21条 東住吉区役所課長等専決規程（平成24年達第43号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第15号までを１

号ずつ繰り上げる。 

  第７条第１項第11号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条第３項

第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（平野区役所課長等専決規程の一部改正） 
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第22条 平野区役所課長等専決規程（平成24年達第44号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第16号までを１

号ずつ繰り上げる。 

 第７条第２項第３号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第10

条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」に

改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中「第

14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16条」

に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改める。 

第８条第１号中「第２条第１項」を「第２条」に改める。 

（西成区役所課長等専決規程の一部改正） 

第23条 西成区役所課長等専決規程（平成24年達第45号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第14号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

第６条第１項第１号及び第２項第１号中「第２条第１項」を「第２条」に

改め、同条第５項第３号イ中「第12条第１項」を「第13条第１項」に、「第

10条」を「第11条」に改め、同号ウ中「第12条第２項」を「第13条第２項」

に改め、同号エ中「第14条第１項」を「第15条第１項」に改め、同号オ中

「第14条第２項」を「第15条第２項」に改め、同号カ中「第15条」を「第16

条」に改め、同号キ中「第19条第１項」を「第20条第１項」に改める。 

   附 則 

 この改正規程は、平成26年７月１日から施行する。 

（平26.６.30掲示済） 
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